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要旨 

【目的】近年在宅医療のニーズが高まっており、それを担う多職種連携の強化が求めら

れている。規制改革実施計画（令和５年６月 16 日閣議決定）では、在宅医療現場におけ

る医師、看護師が実際に果たしている役割・課題を令和 6 年度及び 7 年度に調査し、タ

スクシェアを推進するための措置について検討することが記されている。 

 令和５-６年度に実施した調査では、在宅医療現場における夜間・休日の患者の急変時

の医療連携の現状、医療資源の少ない地域における在宅医療の実態、連携課題克服のた

めの取組を明らかにした。限られた医療人材で今後増大が見込まれる在宅医療ニーズに

対応するためには、特定行為研修修了など、看護師の資質向上が重要であるが、限られ

た体制の中での研修受講には高いハードルがあることが明らかになった。 

 これらの研究成果を踏まえ、在宅医療現場におけるタスク・シフト/シェアの推進に

向けた対応の検討のため、令和 7 年度では、1）医療資源の少ない地域における臨床的悪

化時の対応実態の把握およびタスク・シフト/シェアの推進に向けた課題と解決策の検

討、2）特定行為研修に関する研究動向の把握と特定行為研修を修了した看護師（以

下、研修修了者）の導入効果を評価するアウトカム指標の検討、3）訪問看護ステーシ

ョンに勤務する研修修了者の地理的分布ならびに地域特性の把握、4）特定行為研修受

講の実態ならびに課題の把握、研修受講の効果を明らかにすることを目的とした。 

【方法】1）医療資源の少ない地域におけるタスク・シフト/シェアの推進に向けた課題

と解決策の検討：日本の医療資源が限られた農村部における診療所および訪問看護ステ

ーションの管理者を対象に自記式質問紙調査を実施し、横断的調査を行った。また、青

森県健康医療福祉部（青森県庁）、特定行為研修受講のための代替看護師派遣が行われ

ている青森県下北地域の視察ならび関係者にヒアリングを実施した。 

2）特定行為研修に関する研究動向と評価指標の検討：医学中央雑誌 Web 版および

PubMed を用いて文献レビューを行い、特定行為研修に関する研究動向と海外 NP 研究

で用いられるアウトカム指標を整理した。 

3）訪問看護ステーションに勤務する研修修了者の地理的分布と地域特性：各種行政

データを用いて、3 つの地域区分ごとに、訪問看護ステーションに所属する研修修了者

が配置されている二次医療圏数、研修修了者数を算出した。 

4）特定行為研修受講の実態・課題の把握、研修受講効果の調査：研修修了者の従事



する訪問看護ステーション約 400 事業所と無作為抽出した非従事施設 400 事業所の計

800 事業所の管理者と訪問看護師を対象に自記式質問紙調査を実施した。研修修了者有

無による事業所の患者アウトカムの比較と関連する要因の探索、特定行為研修修了か否

かの別に「看護師臨床推論力尺度」（日本語版）を比較検討した。 

【結果】1）医療資源の少ない地域におけるタスク・シフト/シェアの推進に向けた課題

と解決策の検討：自記式質問紙調査からは、在宅医療患者の急な容体悪化の発生状況と

頻度の高い徴候や症状、容体悪化の検出方法、対応、転帰が明らかとなった。青森県の

視察より、研修修了者の能力の活用のためには、併設の介護保険施設を含め従事者に対

する研修修了者の実践能力の周知が課題であると明らかになった。 

2）特定行為研修に関する研究動向と評価指標の検討：特定行為研修に関する研究

は、2019 年以降に増加傾向がみられた。病院を対象とした文献が半数以上を占めてお

り、研修修了者と NP の実践や活動に関する文献が最も多かった。NP の導入効果の測

定指標は、入院、救急外来受診、再入院が使用されていた。研究デザイン、設定、およ

びサンプルにはばらつきがあったものの、NP 主導の在宅プライマリケアは、入院率の

低下および救急外来受診回数の減少と関連していた。主観的な健康状態、機能状態、症

状などの患者報告アウトカムに関しては、エビデンスは一貫していなかった。 

3）訪問看護ステーションに勤務する研修修了者の地理的分布と地域特性：訪問看護

ステーションに所属する研修修了者 398 名が分析対象となった。全 330 の二次医療圏う

ち、研修修了者が配置されている二次医療圏は146、配置されていない二次医療圏は184

であった。研修修了者が配置されている二次医療圏は、大都市型二次医療圏では 39

（81.3％）、地方都市型二次医療圏では 88（55.7％）、過疎地域型二次医療圏では 19

（15.3％）であった。研修修了者の配置は、大都市型二次医療圏 141 名（35.4％）、地方

都市型二次医療圏 230 名（57.8％）、過疎地域型二次医療圏 27 名（6.8％）であった。 

4）特定行為研修受講の実態・課題の把握、研修受講効果の調査：特定行為研修受講

の実態と課題、受講効果：研修修了者が従事する訪問看護ステーションと非従事施設と

の間で、患者アウトカムに明確な差は認められなかった。一方で、研修修了者の配置に

よる利用者・家族の安心感の向上や、利用者の状態変化への早期対応等の効果が認識さ

れていた。訪問看護師の臨床推論尺度の合計得点の平均値は、全体 53.6（7.2）、特定行

為研修修了ありの者 56.7（7.1）、特定行為研修修了なしの者 53.1（7.1）であった。 

【結論】医療資源が限られた環境において、訪問看護師は不可欠な役割を果たしてい

た。当該地域において、研修修了者配置を推進するためには、遠隔教育の活用、研修費

用への公的支援、代替要員確保への補助、地域医療機関との連携強化等の支援策が必要

である。また、全国的な取組を推進するためには、研修修了者の役割や能力を明確化す

る必要がある。今後は、特定行為の実施状況だけでなく、実践能力の可視化とともに、

導入効果を検証するための指標の特定、患者アウトカムへの影響等、さらなる検証が必

要である。また、特定行為研修が臨床推論能力に及ぼす影響を明確にするために、経験

年数や職歴等を統制した分析や研修前後での縦断的検討が必要である。 



A 目的 

近年在宅医療のニーズが高まっており、

それを担う多職種連携の強化が求められて

いる。規制改革実施計画（令和５年６月 16

日閣議決定）では、在宅医療現場において

最適なタイミングで必要な医療が提供でき

ないため患者が不利益を被る具体的な状況、

そのような状況において、医師、看護師が

実際に果たしている役割・課題を令和 6 年

度及び 7 年度に調査し、更なる医師、看護

師間でのタスクシェアを推進するための措

置について検討することが記されている。 

 こうした状況を踏まえ、令和５年度に、

診療所、訪問看護ステーション、薬局の管

理者へのヒアリングにより、夜間・休日の

在宅医療患者の急変時の医療連携の現状を

把握するとともに、クラスター抽出法によ

る全国の診療所、訪問看護ステーション、

薬局を対象とした質問紙調査を行い、在宅

医療現場における夜間・休日の在宅患者の

急変時の対応困難事案の発生状況を明らか

にした。さらに、訪問看護ステーションが

医療機関に対して認識する急変時の対応困

難事例では、「急変時等に主治医に連絡が

とれない」「主治医が時間外対応をしない」

などが挙げられ、規制改革推進会議 WG で

指摘された事案が発生し、こうした事案は

在宅医療資源の乏しい地域においてより顕

在化しやすいことがわかった。また、急変

時の対応困難事例と捉える認識の粒度や範

囲は、職種によって差が生じていた。 

令和 6 年度は「医療資源の少ない地域」

に所在する診療所、訪問看護ステーション、

薬局を対象とした質問紙による悉皆調査を

行い、「過去 6 カ月間に他の医療職種と連

絡がうまくいかずに、最適なタイミングで

必要な医療が提供できないため、患者が不

利益を被った事案があった」と回答した施

設は、診療所で 6 施設（4.8％）、訪問看護

ステーションで 3 施設（5.8％）、薬局で 4

施設（3.4％）であり、いずれの事例も対

応がなされており、重大な不利益を被る事

態には至っていなかったことを明らかにし

た。また、時間外・休日・深夜は、訪問看

護師が、在宅患者の容体悪化（変化）を把

握し、医師等にエスカレーションし、初期

対応していることが多いこと、時間外・休

日・深夜の薬剤調達方法は薬の種類によっ

て異なり、点滴・注射薬が必要になった場

合には主治医の医療機関に訪問看護師が薬

剤を取りに行き、利用者に届けていること

が多いことも明らかになった。医療資源の

少ない島嶼でのヒアリングから、医師と看

護師が顔の見える関係にあり、地域での関

係者同士の顔の見える関係づくり、ルール

づくり、特定行為研修を修了した看護師

（以下、研修修了者）の活躍により連携に

対する困難課題を克服する取組がされてい

ることが明らかになった。こうした限られ

た医療人材で今後さらに増大が見込まれる

地域において在宅医療ニーズに対応するた

めには、特定行為研修修了など、看護師の

資質向上が重要であるが、限られた体制の

中で研修受講のハードルは高いという課題

があることも明らかになった。 

これらの研究成果を踏まえ、在宅医療現

場におけるタスク・シフト/シェアの推進

に向けた対応の検討のため、令和 7 年度で

は、1）医療資源の少ない地域におけるタ

スク・シフト/シェアの推進に向けた課題

と解決策の検討、2）特定行為研修に関す

る研究動向の把握と研修修了者の導入効果



を評価するアウトカム指標の検討、3）訪

問看護ステーションに勤務する研修修了者

の地理的分布ならびに該当地域の特徴の把

握、4）特定行為研修受講の実態ならびに

課題の把握、研修受講の効果の調査を行う

ことを目的とした。 

 

B 方法 

1）医療資源の少ない地域におけるタス

ク・シフト/シェアの推進に向けた課題と

解決策の検討 

在宅ケア提供中に、医師と訪問看護師が

急な容体悪化をどのように検出し、対応し

ているかを明らかにするため、2025 年 2 月、

日本の医療資源が限られた農村部における

1,588 か所の診療所および 299 か所の訪問

看護ステーションの管理者を対象に、横断

的調査を実施した。施設特性、在宅医療の

実施状況、検出方法、迅速対応マニュアル

の整備状況、情報共有の実践、および救急

搬送の取り決めを含む自記式アンケートに

よりデータを収集した。過去 6 か月以内に

在宅医療患者の急な容体悪化を報告した施

設については、容体悪化の検出、迅速対応、

実施された処置、有害転帰に関する詳細を

収集した。量的データは記述的に分析し、

自由記述の回答は質的記述的手法を用いた。 

また、医師、看護師間でのタスク・シフ

ト/シェアを推進するための課題ならびに

解決策を検討するため、2025 年７月 11 日

から 12 日、青森県健康医療福祉部（青森

県庁）ならびに、特定行為研修受講のため

の代替看護師派遣が行われている青森県下

北地域の視察ならび関係者にヒアリングを

実施した。訪問施設は、一部事務組合下北

医療センターむつ総合病院、一部事務組合

下北医療センター大間病院、一部事務組合

下北医療センター東通村診療所であった。 

 

2）特定行為研修に関する研究動向と評価

指標の検討 

特定行為研修に関する研究動向について

は、2025 年７月に医学中央雑誌 Web 版を

用いて行った。「特定行為研修」をキーワ

ードに、原著論文に絞って該当した 76 件

に加え、ハンドサーチにより得られた 2 件

を加えた 78 件が該当論文として抽出され

た。78 件のうち、抄録、特定行為研修に関

連がない文献、重複文献、特定行為研修制

度の開始前の研究の計 11 件を除外した結

果、67 件となった。さらに、日本の Nurse 

Practitioner に関連する文献 6 件と、それ

らの文献で引用されている文献２件（海外

１件、国内 1 件）を追加した計８件を分析

対象に含め、最終的に計 75 件が分析対象

となった。分析対象とした文献は、発行年、

研究デザイン、セッティング、研究対象、

目的や結果に分け、分類した。さらに、研

究の内容ごとに研究動向を整理した。 

海外の NP 研究で用いられているアウト

カム指標に関する文献検索は、PubMed を

用いた。検索語 は、“nurse practitioner”, 

“primary care”, “home healthcare”, “skilled 

nursing facility”, “outcome” “indicator”, 

“systematic review”, “review”を組み合わせ

た。検索対象期間は、2016 年 4 月以降で、

最新知見を補完するために原著論文はレビ

ューの対象外の 2020 年以降とした。収集

した文献は重複を除去した後、タイトル・

抄録スクリーニングを実施し、その後適格

性がある論文の全文レビューを行なった。 

 



３）訪問看護ステーションに勤務する研修

修了者の地理的分布と地域特性 

厚生労働省が公表している「看護師の特

定行為研修制度ポータルサイト」に収載さ

れている「特定行為研修者名簿」に 2025

年 4 月 10 日時点で収載されていた研修修

了者のうち、就業先施設種別が「訪問看護

ステーション」であった研修修了者で、就

業先が特定可能な者を対象に横断研究を行

った。訪問看護ステーションに所属する研

修修了者の就業先住所から、二次医療圏コ

ードを付与しデータとした。二次医療圏コ

ードは e-GOV データポータルの二次医療

圏一覧を参照した。人口は 2025 年 1 月 1

日時点の住民基本台帳人口にある市区町村

別人口を用い、二次医療圏コードと突合し

たデータを作成し活用した。3 つの地域区

分ごとに、訪問看護ステーションに所属す

る研修修了者が配置されている二次医療圏

数、訪問看護ステーションに所属する研修

修了者数を算出した。 

 

4）特定行為研修受講の実態・課題の把握、

研修受講効果の調査 

研究デザインは、横断研究である。郵送

法による自記式質問紙調査を実施した。調

査対象は、厚生労働省公表の「看護師の特

定行為研修制度ポータルサイト」に収載さ

れている「特定行為研修者名簿」に 2025

年 4 月 10 日時点での就業先が「訪問看護

ステーション」であった約 400 事業所と

「介護サービス情報公表システム」データ

のオープンデータ（2025 年６月末時点公

表）に収載されていた訪問看護ステーショ

ンのうち、当該 400 事業所を除外した訪問

看護ステーション約 15500 事業所を都道府

県別に層化無作為抽出した 400 事業所の計

800 事業所であった。調査対象は、訪問看

護ステーションの管理者（訪問看護ステー

ション票）と対象施設に就業するすべての

訪問看護師（看護師票）であった。訪問看

護ステーション票には、訪問看護ステーシ

ョンの基本情報、診療報酬/介護報酬の届

出・加算等の算定状況、職員体制等、利用

者、利用者の容体変化・悪化時等の緊急対

応ならびに救急外来への受診等、事業所に

おける専門看護師・認定看護師、研修修了

者の従事状況、事業所の研修修了者・研修

受講中の看護師の有無・数、研修修了者の

導入後の貴事業所における変化・研修修了

者が事業所にいることで感じている効果等

の変数が含まれた。看護師票には、特定行

為研修修了の有無（受講した特定行為）、

特定行為終了からの期間（年）、利用者に

特定行為を実施したことがあるか、特定行

為研修の修了後に感じている効果、「看護

師臨床推論力尺度」（日本語版）、「訪問看

護の看護実践環境尺度」（日本語版）が含

まれた。 

まず、訪問看護ステーション票データを

用い、記述統計量を算出後、研修修了者の

従事事業所と非従事事業所に分け、患者ア

ウトカム（時間外に緊急電話対応した利用

者割合、緊急訪問を行った利用者割合、医

師に往診を依頼した利用者割合、医療機関

の救急外来を受診した利用者割合、予定外

の入院をした利用者割合）を比較検討した。

さらに、患者アウトカムに関連する要因を

探索した。次に、看護師票データを用い、

記述統計量を算出後、特定行為研修修了か

否か別に、「看護師臨床推論力尺度」（日本

語版）を比較検討した。 



Ｃ 結果 

1）医療資源の少ない地域におけるタス

ク・シフト/シェアの推進に向けた課題と

解決策の検討 

診療所 120 か所および訪問看護ステーシ

ョン 53 か所から回答を得た。過去 6 か月

以内に在宅医療患者の急な容体悪化が報告

されたのは、診療所で 32.8%、訪問看護ス

テーションで 64.2%であった。診療所にお

ける最も頻度の高い徴候や症状は、呼吸状

態の悪化、意識レベルの低下、および心停

止であり、訪問看護ステーションでは意識

レベルの低下と低酸素血症であった。診療

所における患者の容体悪化の把握は、患者

または家族からの電話連絡（41.0%）、ま

たは訪問看護師からの連絡（30.8%）によ

るものが最も多かった。一方、訪問看護ス

テーションにおける容体悪化の把握は、患

者または家族からの電話連絡（59.4%）だ

けでなく、訪問中の直接観察（37.5%）に

よるものも多かった。救急搬送の手配が最

も多い迅速対応であり、入院または死亡が

最も頻度の高い転帰であった。 

青森県では、へき地医療拠点病院とへき

地診療所にオンライン診療システムの導入

を支援する事業、オンライン診療の実施に

必要なコンピュータ及び付属機器等の購入

費を支援する事業、介護サービス事業所が

行う介護職員の身体的な負担軽減や業務の

効率化の実現に向けた ICT や介護ロボット

等の介護テクノロジーを導入する際の経費

を支援する事業等が実施されていた。むつ

総合病院では、特定行為研修の実習受け入

れは、すでに他の養成機関からの実績、な

らびに研修修了者が勤務しており、特定行

為研修の必要性を認識していた。そのため、

東通村診療所に勤務している地域医療振興

協会の特定行為研修の実習生受け入れにも

前向きであった。大間病院では、医師と看

護師のタスク・シフト/シェア推進におい

て、重要な役割を担うであろう特定行為研

修受講者の実習受け入れに対して前向きで

あった。一方、医師ならびに看護師の確保

が非常に困難な地域であり、看護師の配置

数も少ないため、特定行為研修受講にあた

っては、代替看護師の派遣は不可欠な状況

であった。東通村診療所では、看護師が地

域医療振興協会の特定行為研修を受講中で

あり、当該看護師が集合研修参加にあたっ

て、地域医療振興協会から特定行為研修修

了看護師１名が派遣されていた（以下、代

替看護師の派遣）。３名の研修修了者の代

替看護師としての派遣が予定されており、

視察時は１人目の派遣であった。診療所か

らのニーズは、看護師１名の特定行為研修

集合研修受講による夜勤看護師の補充であ

り、派遣された特定行為研修看護師は夜勤

業務に従事していた。研修修了者としての

活動は、医師が常駐していない白髭診療所

において遠隔診療の機器を設置し、診療所

に来た患者に対する診療を特定行為研修修

了看護師が補助し、オンライン診療する D 

to P with N の試行を予定しているとのこと

であった。研修修了者の能力を活かした活

用には、併設の介護保険施設を含めた従事

者に対する研修修了者の実践能力の周知が

課題であることが明らかになった。 

 

2）特定行為研修に関する研究動向と評価

指標の検討 

 特定行為研修に関する研究について、年

ごとの件数は、2015 年3 件、2017年 5 件、



2018 年 4 件、2019 年６件、2020 年 10 件、

2021 年９件、2022年 12 件、2023 年９件、

2024 年 12 件、2025 年 5 件で、2019 年以

降に増加傾向がみられた。セッティングは、

病院を対象とした文献が 38 件で、半数以

上を占めていた。研究内容では、研修修了

者と NP の実践や活動に関する文献が 26 件

と最も多かった。次いで、特定行為研修制

度、研修修了者、NP における意識や認識

に関連した文献が 15 件、特定行為研修の

教育および研修・教育機関に関する文献が

11 件であった。医師と研修修了者のタスク

シェアやタスクシフトに関する文献、看護

管理者からみた特定行為研修に関する文献

がそれぞれ 8 件ずつであった。その他、

ICT 活用に関する文献が 4 件、文献レビュ

ーが 3 件であった。 

 海外の NP 研究に関して、スクリーニン

グの結果、23 件の一次論文が本レビューの

対象として選定された。NP の導入効果の

測定指標としては、入院が 15 論文、救急

外来受診が 14 論文、再入院が 5 論文で使

用されていた。研究デザイン、設定、およ

びサンプルにはばらつきがあったものの、

NP 主導の在宅プライマリケアは、概して

入院率の低下および救急外来受診回数の減

少と関連していた。主観的な健康状態、機

能状態、症状などの患者報告アウトカムに

関しては、エビデンスは一貫していなかっ

た。費用や患者・介護者の満足度も検討さ

れたが、その結果にはばらつきが見られた。 

 

３）訪問看護ステーションに勤務する研修

修了者の地理的分布と地域特性 

訪問看護ステーションに所属する研修修

了者 398 名が分析対象となった。全 330 の

二次医療圏のうち、訪問看護ステーション

に所属する研修修了者が配置されている二

次医療圏は 146 であり、配置されていない

二次医療圏は 184 であった。研修修了者が

配置されている大都市型二次医療圏は 39

（81.3％）、地方都市型二次医療圏は 88

（55.7％）、過疎地域型二次医療圏は 19

（15.3％）であった。二次医療圏の地域区

分ごとの訪問看護ステーションに配置され

ている研修修了者は、大都市型二次医療圏

141 名（35.4％）、地方都市型二次医療圏

230 名（57.8％）、過疎地域型二次医療圏

27 名（6.8％）であった。 

 

4）特定行為研修受講の実態・課題の把握、

研修受講効果の調査 

研修修了者が従事する訪問看護ステーシ

ョンと非従事施設との間で、患者アウトカ

ムに明確な差は認められなかった。一方で、

研修修了者の配置により、利用者・家族の

安心感の向上や、利用者の状態変化への早

期対応、救急外来受診や往診依頼の減少と

いった効果が認識されていた。訪問看護ス

テーションに従事している訪問看護師を対

象とした調査では、臨床推論尺度の合計得

点の平均値は、全体 53.6（7.2）、特定行為

研修修了ありの者 56.7（7.1）、特定行為研

修修了なしの者 53.1（7.1）であった。 

 

Ｄ 考察 

1）医療資源の少ない地域におけるタス

ク・シフト/シェアの推進に向けた課題と

解決策の検討 

訪問看護ステーションのうち、他の医療

専門職との連携不足がケアの遅延をもたら

し、患者に不利益を与えたと報告したのは、



わずか 3 か所（5.8%）であった。これは、

訪問看護師が遭遇した容体悪化による有害

転帰が、必ずしもケアエスカレーションの

遅延に起因するものではないことを示唆し

ている。患者宅での即時管理よりも救急搬

送が頻繁に利用されることは、酸素療法、

点滴、ポイントオブケア検査、医師の往診

など、利用可能な医療資源が不十分である

ことを示唆している。 

深刻な医師不足、看護師不足などの医療

課題を抱えている地域では、研修修了者の

活用が進められていた。一方で、特定行為

研修を受講するためには、代替看護師の派

遣は不可欠であり、研修修了者を代替看護

師として派遣することは効果的であると思

われた。 

こうした取り組みを全国的に推進するた

めには、研修修了者の役割や能力を明確化

する必要がある。今後は、特定行為の実施

状況だけでなく、当該看護師がどのような

実践能力を有しているのかを可視化すると

ともに、研修修了者の導入効果を検証する

ための指標の特定ならびに検証していくこ

との必要性が示唆された。 

 

2）特定行為研修に関する研究動向と評

価指標の検討 

分析対象とした 75 件の文献の発行年は、

2019 年以降に文献数の増加がみられた。

特定行為研修制度が 2015 年に開始され、

研修修了者の増加し、また、制度が周知さ

れ重要性が認識されるとともに、研究が活

発化したためと推測される。 

研究デザインに関しては、量的研究が全

体の過半数を占め、記述的研究が最も多く、

介入を伴う実験的研究は少数であった。こ

れは、制度開始から年数が浅く、まずは研

修修了者の活動状況や導入後の変化を把握

する基礎的な研究が求められてきたためと

考えられる。また質的研究も一定数みられ

たが、質的記述的研究が中心であった。 

 セッティングは、病院を対象とした研究

が半数以上を占めていた。特に手術部や循

環器などの急性期の診療科や病院が多かっ

た。これは、医師の業務負担が大きい急性

期領域での研修修了者のニーズが高いこと

や、2024 年度から施行された医師の働き

方改革を反映していると考えられる。次い

で、複数の所属先を対象としている研究が

多いことは、研修修了者の所属が病院、在

宅、施設など様々な医療現場となっている

ことを示している。また、研修機関・教育

機関を対象とした文献も 11 件と比較的多

いことから、研修カリキュラムや教育体制

そのものが研究対象として着目されている

ことがうかがえる。 

 研究対象は、NP・診療看護師・研修修

了者が最も多かったが、医師、管理者、患

者、事務担当者など、多様な視点から特定

行為研修が検討されていた。これは特定行

為が看護師個人の資格取得に留まらず、他

職種との連携、医療チームでの役割分担、

組織マネジメントなど複数の領域と関連し

ているためだと考えられる。また、研修生

に関する文献が 6 件と比較的少ない点は、

現時点では研修生の教育課程における課題

よりも、研修修了者の実践の分析が求めら

れていることが背景にあると考えられる。 

 

 3）訪問看護ステーションに勤務する研

修修了者の地理的分布と地域特性 

 訪問看護ステーションに所属する研修修



了者の配置状況から、二次医療圏間で大き

な偏在が存在していることが示唆される。

特に、二次医療圏の過半数に研修修了者が

配置されていない点は、在宅医療提供体制

の地域格差を反映していると考えられる。 

 研修修了者の９割以上が大都市型および

地方都市型の医療圏に集中している背景に

は、都市部における医療資源や教育機会の

集積が影響している可能性がある。一方、

過疎地域型二次医療圏では、医療人材不足

の深刻さが示されている。過疎地域では、

訪問看護ステーションの規模が小さいこと

や、人員配置に余裕がないことから、研修

参加への時間的・経済的負担が大きい。ま

た、研修修了後も医師との連携体制や特定

行為実施の機会が限られ、専門性を十分に

発揮できない可能性があることも、配置が

進まない要因として考えられる。 

 しかしながら、過疎地域こそ医師不足や

医療アクセスの制限が大きく、訪問看護師

による高度な在宅医療支援の必要性は高い。

研修修了者がこうした地域に配置されるこ

とで、タイムリーな医療処置や症状管理が

可能となり、在宅療養の継続支援や入院回

避への貢献が期待される。そのため、地域

偏在の是正は重要な課題である。 

 今後は、過疎地域における研修修了者配

置を推進するため、遠隔教育の活用、研修

費用への公的支援、代替要員確保への補助、

地域医療機関との連携強化などの支援策が

必要である。また、研修修了者が地域で継

続的に活動できるよう、役割の明確化や実

践機会の確保、キャリア支援体制の整備も

求められる。これらの取り組みにより、地

域における在宅医療提供体制の均てん化に

つながる可能性がある。 

 

 4）特定行為研修受講の実態・課題の把

握、研修受講効果の調査 

訪問看護ステーションを観察単位とした

調査結果から、開設から年数がたち、多く

の医療機関や医師から訪問看護指示書を受

けている、規模の大きい訪問看護ステーシ

ョンに従事する看護師が特定行為研修の受

講が進んでいる可能性が示唆された。 

 研修修了者の配置効果について、現時点

では、研修修了者が従事する訪問看護ステ

ーションと非従事施設との間で、患者アウ

トカムに明確な差は認められなかったもの

の、研修修了者の配置により、利用者・家

族の安心感の向上や、利用者の状態変化へ

の早期対応、救急外来受診や往診依頼の減

少といった効果が認識されていた。今後、

研修修了者の活動が定着することで、患者

アウトカムへの影響が顕在化する可能性が

示唆された。 

 訪問看護師を観察単位とした調査結果で

は、研修修了者の臨床推論能力について特

定行為研修を受講していない看護師よりも

各項目、合計得点ともに高い傾向が示され、

特定行為研修の受講経験が臨床推論能力の

向上に関連している可能性が考えられた。 

訪問看護師は、単独で患者宅を訪問し、

その場の限られた情報で患者の状態をアセ

スメントしたうえで、状況に応じた対応を

行うことが求められる。特定行為研修は、

利用者の状態変化を早期に捉え、必要な看

護介入や医師への報告を適切に判断する能

力が強化されると推察される。特に臨床推

論能力は質の高い在宅看護を提供するうえ

で重要な能力である。特定行為研修は訪問

看護師の実践能力向上に寄与している可能



性がある。 

 本研究の回収率は 16.0％であり、無回答

バイアスの影響は否定できない。しかしな

がら、回答はほぼすべての都道府県から得

られており、地域的な偏在は限定的であっ

た。また、特定行為研修受講者の配置の有

無による比較であり、低回収率が主要な結

果に与える影響は比較的小さいものを考え

られる。本研究は、単変量的な比較にとど

まっているため、今後は施設規模や地域特

性等を含めた多変量解析を行い、研修受講

者配置の独立した関連性を明らかにするこ

とが求められる。 

 

E 結論 

医療資源が限られた環境において、訪問

看護師は不可欠な役割を果たしており、体

系的な迅速対応システム、効果的な情報共

有、および早期介入への支援の必要性が明

らかになった。当該地域において、研修修

了者配置を推進するためには、遠隔教育の

活用、研修費用への公的支援、代替要員確

保への補助、地域医療機関との連携強化な

どの支援策が必要である。また、全国的に

取組を推進していくためには、研修修了者

の役割や能力を明確化する必要がある。 

今後は、特定行為の実施状況だけでなく、

当該看護師がどのような実践能力を有して

いるのかを可視化するとともに、研修修了

者の導入効果を検証するための指標の特定

ならびに患者アウトカムへの影響等、さら

なる検証が必要である。また、特定行為研

修が臨床推論能力に及ぼす影響をより明確

にするために、経験年数や職歴等を統制し

た分析や、研修前後での縦断的検討が必要

である。 
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要旨 

【目的】在宅ケア提供中に、医師と訪問看護師が急な容体悪化をどのように検出し、対

応しているかを明らかにした。 

【方法】2025 年 2 月、日本の医療資源が限られた農村部における 1,588 か所の診療所お

よび 299 か所の訪問看護ステーションの管理者を対象に、横断的調査を実施した。施設

特性、在宅医療の実施状況、検出方法、迅速対応マニュアルの整備状況、情報共有の実

践、および救急搬送の取り決めを含む自記式アンケートによりデータを収集した。過去

6 か月以内に在宅医療患者の急な容体悪化を報告した施設については、容体悪化の検

出、迅速対応、実施された処置、および有害転帰に関する詳細を収集した。量的データ

は記述的に分析し、自由記述の回答は質的記述的手法を用いた。 

【結果】診療所 120 か所および訪問看護ステーション 53 か所から回答を得た。過去 6 か

月以内に在宅医療患者の急な容体悪化が報告されたのは、診療所で 32.8%、訪問看護ス

テーションで 64.2%であった。診療所における最も頻度の高い徴候や症状は、呼吸状態

の悪化、意識レベルの低下、および心停止であり、訪問看護ステーションでは意識レベ

ルの低下と低酸素血症であった。診療所における患者の容体悪化の把握は、患者または

家族からの電話連絡（41.0%）、または訪問看護師からの連絡（30.8%）によるものが最

も多かった。一方、訪問看護ステーションにおける容体悪化の把握は、患者または家族

からの電話連絡（59.4%）だけでなく、訪問中の直接観察（37.5%）によるものも多か

った。救急搬送の手配が最も多い迅速対応であり、入院または死亡が最も頻度の高い転

帰であった。 

【結論】農村部や医療資源が限られた環境において、訪問看護師は急な容体悪化に対す

るファーストレスポンダーとして頻繁に機能している。これらの知見は、在宅医療従事

者の不可欠な役割と、体系的な迅速対応システム、効果的な情報共有、および早期介入

への支援の必要性を示している。これらの領域を強化することで、患者転帰の改善が期

待できる。 



A 目的 

容体悪化は、迅速な認識と対応を要する

医療上の緊急事態である。認識または対応

の遅延は、入院後の有害転帰リスクを高め

る[1]。さらに、早期認識とタイムリーな

介入は患者転帰を著しく改善しうる[2–4]。

豪州における 2,353 件の有害事象の分析で

は、15.8%が包括的な評価後の不適切な意

思決定または不作為に起因し、対照的に

11.8%は検査、処置、コンサルテーション

の依頼または手配の失敗によるものであっ

た[5]。 

ケアエスカレーション（care escalation）

とは、容体悪化の認識に関するコミュニケ

ーションを指し、世界中の病院で広く推奨

されている迅速対応システムの重要な構成

要素である[6–10]。しかしながら、患者の

20.7%〜47.1%においてケアエスカレーシ

ョンの遅延が生じており、その範囲は 1.15

〜56 時間に及ぶことが示されている[11–

12]。こうした遅延は一般に、階層的な組

織構造とコミュニケーション上の障壁に起

因するとされている[13–19]。 

在宅医療において、訪問看護師は臨床的

変化の検出に不可欠な役割を担っている。

訪問看護師は患者の徴候や症状を観察し、

状態が悪化しているかどうかを評価し、必

要に応じて医師へのケアエスカレーション

を行う[20–22]。質の高い在宅看護は、不

必要な再入院や救急受診を減少させ、患者

転帰を改善し、医療費を削減する[23–24]。 

訪問看護師は定期的に患者宅を訪問する

が、病院や診療所とは異なり、訪問看護ス

テーションには医師がいない。そのため、

医師とのコミュニケーション上の課題から、

臨床的変化への対応が遅れる可能性がある

[25]。 

医療資源の格差、特に農村部における医

療従事者不足は、世界的な問題となってい

る[26]。農村部の患者は都市部の患者と比

較して医療へのアクセスが遅れ、入院率や

救急受診率が高いことが研究により示され

ている[27–30]。医療資源が限られた地域

では、容体悪化をタイムリーに特定し、ケ

アエスカレーションを含む迅速対応は特に

困難である。 

日本では、2024 年度時点で、医療人材

と施設の不足により、147 市町村を包含す

る 37 の二次医療圏が医療資源の限られた

地域とみなされている。これらの地域は、

日本の 1,718 市町村の 8.6%を占める。在宅

医療を受けている患者の容体悪化を主に誰

が検出するのか、どのように悪化が検出さ

れるのか、そしていかに迅速対応が行われ

るのかについて、明確になっていない。 

さらに、これまでの研究の多くは入院患

者を対象としてきた。しかしながら、在宅

医療における容体悪化に対するケアエスカ

レーションとその有害転帰への影響を記述

したエビデンスは限られている[31]。 

そこで本研究では、医療資源が限られた

農村部において、医師と訪問看護師が容体

悪化をどのように検出し、対応するかを明

らかにすることを目的とした。 

 

B 方法 

1. 研究デザイン、研究対象 

本横断的研究は、147 市町村にわたる 37

の二次医療圏を包含する医療資源が限られ

た地域を対象とした。これらの地域では、

診療報酬算定基準の緩和など、特別措置が

講じられている[32]。研究対象は、2024年



10 月 1 日時点でこれらの地域に存在する診

療所および訪問看護ステーションとした。 

ただし、2024 年 1 月 7 日に発生した能登

半島地震、および 2024 年 9 月 20 日から奥

能登地域に発生した記録的大雨の影響を受

けた地域は本研究から除外した。これらの

災害は医療サービスの提供および対応行動

に多大な影響を与えた可能性があり、研究

結果にバイアスをもたらすおそれがある。

除外地域は石川県の輪島市、珠洲市、穴水

町、能登町である。最終的な調査対象は、

1,588 か所の診療所および 299 か所の訪問

看護ステーションの管理者とした。 

 

2. データ収集 

データ収集は 2025 年 2 月に自記式アン

ケートを用いて実施した。調査項目は診療

所と訪問看護ステーションで異なる。 

1）診療所の特性 

診療所の特性として、開設からの年数、

入院病床の有無、経営形態、および診療科

目を収集した。さらに、外来患者数、麻薬

を含む処方の実施状況、および職員構成に

ついてもデータを収集した。職員の区分は、

医師、看護師（RN）、准看護師（LPN）、

およびその他の職員とした。 

また、在宅医療サービスの実施状況と種

別、総患者数、オンライン医療サービスの

提供状況についても調査した。容体悪化に

対する迅速対応マニュアルの整備状況、情

報共有の実践、時間外を含む容体悪化の検

出方法についても情報を収集した。さらに、

救急搬送の状況および搬送時間に関するデ

ータを収集した。 

 

2）訪問看護ステーションの特性 

収集データには、開設からの年数、経営

形態、および医療機関との連携状況が含ま

れた。職員に関する変数として、看護師

（RN）、准看護師（LPN）、療法士、およ

び そ の 他 の 職 員 を 記録 し た 。 常 勤 換算

（FTE）看護職員数を記録した。24 時間対

応の緊急電話相談の提供状況および緊急訪

問依頼への対応能力についても情報を収集

した。 

サービス量の指標として、患者数および

総訪問件数を収集した。看護指示を発行し

ている医師、病院、または診療所を特定し

た。追加項目として、容体悪化に対する迅

速対応マニュアルの整備状況、情報共有の

実践、時間外を含む容体悪化の検出方法を

収集した。救急搬送の状況および搬送時間

を記録した。 

 

3）在宅医療における急な容体悪化の検出

と迅速対応 

在宅医療を受けている患者の急な容体悪

化に関する施設レベルの実践状況と直近の

事例を収集した。急な容体悪化とは、生理

的および/または精神的状態の急激な代償

不全を指す[33]。本研究では、患者の健康

状態の予期せぬ悪化と定義した。施設レベ

ルの項目には、迅速対応マニュアルの整備

状況、外部機関との連携、および容体悪化

の可能性に関する患者および家族との事前

協議が含まれた。施設は、時間外における

容体悪化の最も頻度の高い検出方法、最も

一般的に利用する救急搬送手段、および標

準的な搬送時間を報告した。 

過去 6 か月以内に急な容体悪化を少なく

とも 1 例報告した施設は、最も直近の事例

に関する詳細な情報提供を求めた。報告さ



れた変数には、検出時期と方法の両方が含

まれた。検出方法は、診療所または訪問時、

患者または家族からの連絡、訪問看護師か

らの連絡、またはその他の情報源として定

義した。追加データには、初期の迅速対応

とケアエスカレーション、容体悪化検出時

の患者の状態、実施した処置、および臨床

転帰が含まれた。ケアエスカレーション、

患者の状態、実施した処置、および臨床転

帰については自由記述で回答を収集した。 

 

3. データ解析 

量的データは中央値と四分位範囲（IQR）

で表し、カテゴリカルデータは頻度（n）

とパーセンテージ（%）で表した。量的分

析は SAS version 9.4（SAS Institute, Cary, 

NC, USA）を用いて実施した。 

患者の状態、実施した処置、および臨床

転帰を記述した自由記述の回答は、質的記

述的手法を用いて分析した。キーワードと

フレーズを抽出し、カテゴリ化し、要約し

た。 

 

4. 倫理的配慮 

本研究は、2025 年 1 月 30 日に東京科学

大学医学研究倫理委員会により承認を受け

た（承認番号：I2024-193）。調査は匿名で

行われ、参加者はオンラインフォームの最

初のページにあるチェックボックスを選択

することによりインフォームドコンセント

を提供した。 

 

Ｃ 結果 

1. 対象施設の特性 

診療所 120 か所（7.6%）および訪問看護

ステーション 53 か所（17.7%）から回答を

得た。 

 

1）診療所の特性 

診療所の開設からの年数の中央値は 24.5

年 （IQR、11–36） で あ っ た 。109 か 所

（87.9%）の診療所が病床を持たない外来

のみの施設であった。経営形態については、

医療法人が 46 か所（37.1%）、個人開業医

が 41 か所（33.1%）であり、合わせて全診

療所の約 70%を占めた。内科が最も多い診

療科であり、94 か所（74.6%）の診療所が

報告した。1 日あたりの外来患者数の中央

値は 40 人（IQR、20–70）であり、診療所

あたりの医師数の中央値は 1 人であった。

医師に加え、診療所には中央値 3 人の看護

師が勤務していた。 

在宅医療は 66 か所（52.8%）の診療所が

提供しており、うち 47 か所（78.3%）が定

期訪問と緊急訪問の両方を提供していた。 

サービス提供については、64 か所の診療所

（78.3%）が外来診療を在宅環境に拡大し

ていた。32 か所（49.2%）が 24 時間対応

を提供する在宅療養支援診療所として登録

されていた。訪問看護サービスについては、

22 か所（34.4%）の診療所が自院の看護師

による訪問を行っており、32 か所（49.2%）

が関連する訪問看護ステーションを運営し

ていた（表 1）。 

迅速対応マニュアルを整備している診療

所はわずか 20 か所（18.0%）であり、85

か所（76.6%）は整備していなかった。ま

た、43 か所（38.4%）の診療所が、容体悪

化への対応に関して患者との事前の情報共

有を実施していた（表 1）。 

 

2） 訪問看護ステーションの特性 



訪問看護ステーションの開設からの年数

の中央値は 11.0 年（IQR、5–21）であった。

経営形態については、営利法人が最も多く

20 か所（37.7%）であり、次いで地方自治

体の 9 か所（17.0%）であった。10 か所

（18.9%）が病院と連携しており、5 か所

（9.4%）が診療所と連携していた一方、37

か所（71.7%）はいかなる医療機関とも連

携していなかった。 

常勤換算看護職員数の中央値は 3.8 人

（IQR、2.8–6.5）であった。24 時間対応

の緊急電話相談および緊急訪問については、

46 か所（86.8%）がほぼすべての需要に対

応できると回答した。訪問看護サービスを

利用している月間ユーザー数の中央値は

45.5 人（IQR、30.0–82.0）であり、月間訪

問件数の中央値は 278 件（IQR、173–470）

であった。病院や診療所から月間に発行さ

れる訪問看護指示書の中央値は 4 件であっ

た（表 2）。 

迅速対応マニュアルを整備しているステ

ーションは 36 か所（67.9%）であり、15

か所（28.3%）は整備していなかった。さ

らに、32 か所（60.4%）が容体悪化への対

応に関する事前の情報共有を実施している

と回答した。対照的に、実施していないス

テーションはわずか 5 か所（9.4%）であっ

た（表 2）。 

 

2. 在宅医療を受けている患者の容体悪化

の検出 

過去 6 か月以内に急な容体悪化に遭遇し

たと報告したのは、112 か所の診療所のう

ち 41 か所（32.8%）、53 か所の訪問看護ス

テーションのうち 34 か所（64.2%）であっ

た。施設あたりの遭遇件数の中央値は診療

所で 3.0 件、訪問看護ステーションで 3.5

件であった（表 3）。 

診療所においては、急な容体悪化の検出

は患者または家族からの電話連絡（16 か

所；41.0%）、次いで訪問看護師からの連

絡（12 か所；30.8%）によるものが最も多

かった。訪問中に容体悪化を検出したと報

告した診療所はわずか 1 か所であった。 

訪問看護ステーションにおいては、容体

悪化の検出源として最も多かったのは患者

または家族からの電話連絡（19 か所；

59.4%）であり、次いで訪問中の検出（12

か所；37.5%）であった。 

時 期 に つ い て は 、19 か 所 の 診 療 所

（48.7%）が診療時間内に急な容体悪化を

検出したと報告した。対照的に、18 か所の

訪問看護ステーション（56.3%）が診療時

間内に急な容体悪化を検出していた（表 3）。 

 

3. 過去 6 か月間における容体悪化への迅

速対応 

医師が検出した急な容体悪化の徴候と症

状 の う ち 、 呼 吸 状 態の 悪 化 が 最 も 多く

（n=9；回答者の 22.5%）、次いで意識レ

ベ ル の 低 下 （n=7；17.5%）、 心 停 止

（n=5；12.5%）、発熱（n=4；10.0%）で

あった。訪問看護師については、意識レベ

ル の 低 下 が 最 も 多 く （n=11； 回 答 者の

32.4%）、 次 い で 低 酸 素 血 症 （n=7；

20.6%）、 発 熱 （n=6；17.6%） で あ っ た

（表 4）。 

急な容体悪化の事例において、医師の対

応として最も多かったのは救急搬送の手配

（n=11；42.3%）であり、次いで死亡確認

（n=6；23.1%）であった。最も多い転帰

は入院（n=16；57.1%）であり、次いで死



亡（n=10；35.7%）であった。 

訪問看護師が検出した急な容体悪化の徴

候と症状のうち、意識レベルの低下が最も

多く（n=11；回答者の 32.4%）、次いで低

酸 素 血 症 （n=7；20.6%）、 発 熱 （n=6；

17.6%）であった（表 5）。 

訪問看護師の対応として最も多かったの

は、主治医への連絡後に救急搬送を手配す

ること（n=10；33.3%）であった。その他

の対応には、緊急看護処置後に救急搬送を

手配すること（n=7；23.3%）、救急搬送の

みを手配すること（n=6；20.0%）が含ま

れた。最も多い転帰は入院（n=9；39.1%）

であり、次いで死亡（n=7；30.4%）であ

った。 

 

Ｄ 考察 

本研究では、医療資源が限られた農村部

において、容体悪化がどのように検出され、

医師と訪問看護師がどのように迅速対応す

るかを検討した。本研究の結果から、訪問

看護師が医師よりも高頻度に容体悪化に最

初に遭遇し、初期評価および早期管理の主

要な責任を担っていることが明らかとなっ

た。報告された徴候、症状は他国の研究で

記述されたものより重篤であり[23]、緊急

介入の必要性が示された。さらに、患者宅

での即時管理よりも、救急搬送による医療

機関への移送が多く行われていた。 

対照的に、訪問看護ステーションのうち、

他の医療専門職との連携不足がケアの遅延

をもたらし、患者に不利益を与えたと報告

したのは、わずか 3 か所（5.8%）であった。

このことは、訪問看護師が遭遇した容体悪

化による有害転帰が、必ずしもケアエスカ

レーションの遅延に起因するものではない

ことを示唆している。 

これらの知見は先行研究と一致しており、

在宅医療における看護師の不可欠な役割を

浮き彫りにしている。英国では、国民保健

サービス（NHS）のもとで、包括的な地域

密着型在宅医療システムが確立されており、

このシステムにおいて、地域看護師は容体

悪化の早期検出と、医師または急性期医療

サービスへの適切なケアエスカレーション

を担っている[34–35]。 

対照的に、日本の農村部に暮らす人々は

医師不足と医療資源の限界に直面している。

地域格差を検討したスコーピングレビュー

[26]では、こうした環境における医療への

アクセスの制限が記録されている。このよ

うな環境では、定期的に患者宅を訪問する

看護師が、容体悪化の検出においてファー

ストレスポンダーの役割を担うことが多い。

その結果、軽度から中等度の段階での介入

の機会が限られ、状態が重篤化してから容

体悪化が検出される可能性が高まる。 

患者宅での即時管理よりも救急搬送が頻

繁に利用されることは、酸素療法、点滴、

ポイントオブケア検査、医師の往診など、

利用可能な医療資源が不十分であることを

示 唆 し て い る 。 国 際 的 な 研 究 で は 、

Hospital-at-Home モデルを含む在宅急性期

ケアプログラムが、入院および死亡を減少

させることが示されている[34]。しかしな

がら、こうしたシステムは、日本の医療資

源が限られた農村部では未発達のままであ

る[36]。 

これらの知見は、3 つの構造的課題を浮

き彫りにしている。第一に、訪問看護師は、

農村部における容体悪化の早期検出におい

て重要な役割を担っている。第二に、在宅



医療における迅速対応の能力は、一般に限

られている。第三に、早期介入の機会が乏

しく、容体悪化してから検出されるという

結果をもたらしているかもしれない。した

がって、有害転帰をケアエスカレーション

の遅延のみに帰することなく、地域医療資

源の再配分、遠隔医療の拡充、多職種連携

プロトコルの標準化を含むシステムレベル

での介入が必要である。 

 

E 結論 

日本の医療資源が限られた農村部におい

て、訪問看護師は、医師が患者の状態を把

握する前に容体悪化を検出するという、フ

ァーストレスポンダーとしての不可欠な役

割を通常担っている。しかし、早期に検出

された場合であっても、患者宅での即時対

応には限界があり、医療機関への救急搬送

が頻繁に利用されている。検出時の重症度

は、在宅医療資源の制約と医療従事者不足

により、早期介入の機会が限られているこ

とを示唆している。 

これらの知見は、システムレベルでの支

援強化の必要性を示している。このような

支援には、多職種連携の強化、遠隔医療の

統合、および在宅急性期ケアプロトコルの

開発が含まれる。これらの取り組みを実施

することで、医療資源が限られた農村部に

おける適切なタイミングでの対応と患者転

帰が、改善につながると期待される。 
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表 1 対象となった診療所の特性（N＝124） 

Variable n % 

開設年数 (median, IQR） 24.5 11–36 

病床の有無   

なし（無床診療所） 15 12.1 

あり（有床診療所） 109 87.9 

開設主体   

医療法人 46 37.1 

個人 41 33.1 

その他 22 17.7 

診療科(複数回答) 
  

 内科 94 74.6 

 外科 35 27.8 

 小児科 37 29.4 

 産婦人科 5 4.0 

 眼科 8 6.4 

 皮膚科 9 7.2 

 耳鼻咽喉科 8 6.4 

 精神科 5 4 

 その他 44 34.9 

1 日あたりの外来患者数 (median, IQR） 40 20–70 

患者への処方 
  

処方なし 2 1.6 

院内処方（院内で調剤） 8 6.4 

院外処方（地域の薬局などで調剤） 80 63.5 

院内処方と院外処方の両方  36 28.6 

医療用麻薬の処方 
  

 処方あり 52 41.9 

 処方なし 72 58.1 

医師数(median, IQR） 
  

 常勤 1 1–1 

 非常勤 0 0–1 

医療従事者数 (median, IQR） 
  

 看護師 3 2–4 

 准看護師 1 0–2 

 薬剤師 0 0–0 

 その他 3 2–5 

   

在宅医療の実施   

 実施 66 52.8 

 未実施 59 47.2 



在宅医療のタイプ   

訪問診療のみ 9 15.0 

往診のみ 4 6.7 

訪問診療と往診 47 78.3 

在宅医療の位置づけ   

外来診療の延長 64 97.0 

主に在宅医療 2 3.0 

在宅療養支援診療所か   

 はい 32 49.2 

 いいえ 33 50.8 

診療所で訪問看護を提供しているか   

 はい 22 34.4 

 いいえ 42 65.6 

訪問看護ステーションを併設しているか   

 はい 32 49.2 

 いいえ 33 50.8 

在宅医療を受けている患者数 （2024 年 12 月時点; median, IQR) 9 2–20 

遠隔診療を実施しているか   

実施している 13 10.5 

実施していない 111 89.5 

患者の容体悪化に対する迅速対応マニュアルを整備しているか   

はい 20 18.0 

 いいえ 85 76.6 

その他 6 5.4 

事前の情報共有をしているか（患者の容体悪化に対する迅速対応)   

 共有している 29 25.9 

 一部共有している 40 35.7 

 共有していない 43 38.4 

事前の情報共有をしている職種   

 看護師 55 93.2 

 薬剤師 9 15.3 

 その他 13 22 

診療時間外に在宅患者の容体悪化を把握する方法   

外来診療 16 14.4 

患者宅訪問 2 1.8 

 患者・家族からの連絡 50 45.1 

 訪問看護師からの連絡 31 27.9 

 薬剤師からの連絡 1 0.9 

 その他 11 9.9 

医療機関への救急搬送手段   

 救急車 104 93.7 

 ヘリコプター 1 0.9 

 船舶 1 0.9 



 その他 5 4.5 

搬送にかかる時間 (median, IQR; h) 1 1–1 

過去 6 カ月間に医療職種と連絡がうまくいかずに最適なタイミングで必要な

医療が提供できないため、患者が不利益を被った事案があったか 

  

 はい 6 4.8 

 いいえ 118 95.2 

IQR = interquartile range. 

 

表 2 対象となった訪問看護ステーションの特性（N＝53） 

Variable n % 

開設年数 (median, IQR） 11 5–21 

開設主体 
  

医療法人 6 11.3 

営利法人 20 37.7 

看護協会 2 3.8 

自治体 9 17.0 

その他財団等 5 9.4 

その他 8 15.1 

医療機関併設 
  

 病院併設 10 18.9 

 診療所併設 5 9.4 

 併設なし 38 71.7 

従事者数 (median, IQR） 
  

 看護師 5 3–9 

 准看護師 e 0 0–1 

  リハビリ専門職† 1 0–2 

   その他 1 0–1 

看護職員常勤換算数 (median, IQR） 3.8 2.8–6.5 

24 時間緊急電話対応 
  

ほぼすべてのニーズに対応 (24 時間 365 日) 46 86.8 

 対応できない場合がある 2 3.8 

 対応不可 5 9.4 

24 時間緊急訪問 
  

ほぼすべてのニーズに対応 (24 時間 365 日) 46 86.8 

対応できない場合がある 4 7.6 

対応不可 3 5.7 

訪問看護利用者数・訪問件数(2024 年 12 月時点; median, IQR) 
  

 訪問看護利用者数 45.5 30.0–82.0 

 訪問件数 278 173–470 

訪問看護指示書を発行している医療機関数 (median, IQR) 
  

 病院 4 3–7 

 診療所 5 2–8 



訪問看護指示書を発行している医師数(median, IQR) 20 9–34 

   

患者の容体悪化に対する迅速対応マニュアルを整備しているか 
  

 はい 36 67.9 

 いいえ 15 28.3 

 その他 2 3.8 

事前の情報共有をしているか（患者の容体悪化に対する迅速対応) 
  

 共有している 32 60.4 

 一部共有している 16 30.2 

 共有していない 5 9.4 

事前の情報共有をしている職種 
  

 医師 38 95.0 

 薬剤師 6 15.0 

 その他 15 37.5 

診療時間外に在宅患者の容体悪化を把握する方法 
  

 患者宅を訪問 10 18.9 

 患者・家族からの連絡 42 79.2 

 その他 1 1.9    

医療機関への救急搬送手段 
  

 救急車 51 96.2 

 その他 2 3.8    

搬送に係る時間 (median, IQR; h)  1 1–1    

過去 6 カ月間に医療職種と連絡がうまくいかずに最適なタイミングで必要な医

療が提供できないため、患者が不利益を被った事案があったか 

  

 はい 3 5.8 

 いいえ 49 94.2 

IQR = interquartile range. 

†リハビリ専門職は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士を含む 

 

表 3 過去 6 か月間の在宅医療患者の容体悪化の検出とその方法 

  

診療所 

（N=112) 
  

訪問看護ステーション 

(N=53) 

ｎ ％   ｎ ％ 

過去 6 カ月間の間に患者の容体悪化に遭遇した

ことはあったか 
     

あった 40 35.7  34 64.2 

なかった 72 64.3  19 35.8 

      

→ 「あった」と回答      

患者の容体悪化に遭遇した件数(median, IQR) 3.0 (1-5)  3.5 (2.0-7.0) 



      

患者の容体悪化をどのように把握したか      

 患者の外来受診時 5 12.8    

 患者宅を訪問中 1 2.6  12 37.5 

 患者・家族からの連絡 16 41.0  19 59.4 

 訪問看護師からの連絡 12 30.8    

 その他 5 12.8  1 3.1 

      

患者の容体悪化をいつ把握したか      

 診療時間・営業時間内 19 48.7  18 56.3  

 診療時間・営業時間外 20 51.3  13 40.6 

 その他     1 3.1 

 

表 4 容体が悪化した在宅医療患者の症状・兆候、対応、転帰 

診療所（case＝40） 

  n 

 患者の症状・兆候(複数回答)  

  呼吸状態の悪化 9 

  意識レベルの低下 7 

  心停止 5 

  発熱 4 

  呼吸停止 3 

  血圧低下・血圧上昇 2 

 経口摂取不可 2 

  脳梗塞 2 

  低酸素状態 1 

 めまい 1 

 低体温 1 

  腰痛の悪化 1 

  胸の圧迫感 1 

  心筋梗塞 1 

  肺炎 1 

  全身痛 1 

  不快感 1 

  嘔吐 1 
  

 どのような対応を行ったか  

  救急搬送 14 

  死亡診断 6 

 往診後、救急搬送 4 

  診療所への受診を依頼 1 



  自宅訪問 2 

  訪問看護師に緊急訪問を指示する 2 
  

 患者の転帰  

  入院 16 

  死亡 10 

  救急搬送後、状態が回復し自宅に帰宅 2 

 

訪問看護ステーション（case=34） 

  n 

患者の症状・兆候(複数回答)  

  意識レベルの低下 11 

  低酸素状態 7 

 発熱 6 

  血圧低下・血圧上昇 3 

  呼吸状態の悪化 3 

  嘔吐 3 

 出血 3 

  心停止 2 

 言葉の不明瞭さ（ろれつがまわらない） 2 

  呼吸停止 1 

 吐血 1 

 血便 1 

 後頭部皮下血腫 1 

 半身麻痺 1 

  顕著な浮腫 1 

  激しい痛み 1 

  頻脈 1 

  頻呼吸 1 

  せん妄 1 
  

どのような対応を行ったか  

  訪問看護師による担当医に連絡後、救急搬送 10 

  訪問看護師による救急対応後、救急搬送 7 

 救急搬送 6 

  訪問看護師によるアセスメントと救急対応後、担当医に連絡 3 

  死亡を確認後、担当医に連絡 2 

  訪問看護師による救急対応後、福祉タクシーで医療機関搬送 1 

  訪問看護師が状態を確認し、担当医に連絡をし、その後、医師が往診 1 
  

患者の転帰  

  入院 9 

  入院後に死亡 4 



 死亡 3 

  外来受診後、自宅に帰宅 3 

  入院後、状態が回復し自宅に帰宅 2 

  状態回復 2 
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要旨 

【目的】深刻な医師不足などの医療課題を抱えている都道府県では、地域の実情を踏ま

えた効率的な医療提供体制を構築していくことが求められる。本研究では、現地視察を

行い、医師、看護師間でのタスク・シフト/シェアを推進するための課題ならびに解決

策を検討した。 

【方法】2025 年７月 11 日から 12 日、青森県健康医療福祉部（青森県庁）ならびに、特

定行為研修受講のための代替看護師派遣が行われている青森県下北地域の視察ならび関

係者にヒアリングを実施した。訪問施設は、一部事務組合下北医療センターむつ総合病

院、一部事務組合下北医療センター大間病院、一部事務組合下北医療センター東通村診

療所であった。 

【結果】青森県では、へき地医療拠点病院とへき地診療所にオンライン診療システムの

導入を支援する事業、オンライン診療の実施に必要なコンピュータ及び付属機器等の購

入費を支援する事業、介護サービス事業所が行う介護職員の身体的な負担軽減や業務の

効率化の実現に向けた ICT や介護ロボット等の介護テクノロジーを導入する際の経費を

支援する事業等が実施されていた。むつ総合病院では、特定行為研修の実習受け入れ

は、すでに他の養成機関からの実績、ならびに特定行為研修修了者が勤務しており、特

定行為研修の必要性を認識していた。そのため、東通村診療所に勤務している地域医療

振興協会の特定行為研修の実習生受け入れにも前向きであった。大間病院では、医師と

看護師のタスク・シフト/シェア推進において、重要な役割を担うであろう特定行為研

修受講者の実習受け入れに対して前向きであった。一方、医師ならびに看護師の確保が

非常に困難な地域であり、看護師の配置数も少ないため、特定行為研修受講にあたって

は、代替看護師の派遣は不可欠な状況であった。東通村診療所では、看護師が地域医療

振興協会の特定行為研修を受講中であり、当該看護師が集合研修参加にあたって、地域

医療振興協会から特定行為研修修了看護師１名が派遣されていた（以下、代替看護師の

派遣）。３名の特定行為研修修了者の代替看護師としての派遣が予定されており、視察

時は１人目の派遣であった。診療所からのニーズは、看護師１名が特定行為研修の集合



研修受講により夜勤看護師の補充であり、派遣された特定行為研修看護師は夜勤業務に

従事していた。特定行為研修修了者としての活動としては、医師が常駐していない白髭

診療所において、遠隔診療の機器を設置し、診療所にきた患者に対し、特定行為研修を

修了した看護師が補助し、オンライン診療する D to P with N の試行を予定しているとの

ことであった。特定行為研修修了者の能力を活かした活用のためには、併設の介護保険

施設を含めた従事者に対する特定行為研修修了者の実践能力の周知が課題であることが

明らかになった。 

【結論】深刻な医師不足、看護師不足などの医療課題を抱えている地域では、医師、看

護師間でのタスク・シフト/シェアの一方策として、特定行為研修修了者の活用が進め

られていた。当該地域において、特定行為研修を受講するためには、代替看護師の派遣

は不可欠であり、研修修了者がスムーズにその活動を行うためには、特定行為研修修了

者を代替看護師として派遣することは効果的であると考えられた。こうした取り組みを

全国的に推進していくためには、特定行為研修修了者の役割や能力を明確化する必要が

ある。今後は、特定行為の実施状況だけでなく、当該看護師がどのような実践能力を有

しているのかを可視化するとともに、特定行為研修修了者の導入効果を検証するための

指標の特定ならびに検証していくことの必要性が示唆された 

A 目的 

深刻な医師不足などの医療課題を抱えて

いる都道府県では、地域の実情を踏まえた

効率的な医療提供体制を構築していくこと

が求められる。本研究では、青森県で現地

視察を行い、医師、看護師間でのタスク・

シフト/シェアを推進するための課題なら

びに解決策を検討した。 

 

B 方法 

１．期間 2025 年７月 11 日から 12 日 

２，対象施設 

 対象施設は、青森県健康医療福祉部（青

森県庁）ならびに、特定行為研修受講のた

めの代替看護師派遣が行われている青森県

下北地域であった。具体的には、一般事務

組合下北医療センターむつ総合病院、一般

事務下北医療センター大間病院、一般事業

組合下北医療センター東通村診療所であっ

た。 

３．ヒアリング内容 

 青森県健康医療福祉部では健康福祉部長、

医療業務課長、医療業務課医務指導グルー

プのマネジャーならびに主査、医療薬務課

長から、医師、歯科医師、薬剤師が人口 10

万対で全国を下回る青森県の医療提供体制、

医療 DX の取り組み等について、ヒアリン

グした。 

むつ総合病院では、病院長、看護局長、

事務局長から、大間病院では、病院長、副

病院長、事務長から、東通村診療所では、

診療所長、医師、特定行為研修修了看護師、

事務長らから、過疎地域での在宅医療を含

む医療提供体制、医療 DX（オンライン診

療、D to P with N）の取り組みの現状、特

定行為研修者の実習ならびに代替派遣され

ている特定行為研修修了者の活動等につい

て、ヒアリングを行った。 



 

Ｃ 結果 

１， 青森県（健康医療福祉部） 

１）青森県の医療の概況 

8 次青森県保健医療計画（概要）を参照

した。人口等の概況は、令和５年に 120 万

人を下回り、今後も人口減少や少子・高齢

化の進行が予測される。主要死因は、悪性

新生物、心疾患、老衰である。平均寿命は

年々伸びてはいるが、男女ともに、全国最

下位である。一方、健康寿命は年々伸びて

おり、男性 42 位、女性 13 位である。 

保健医療圏は、第７次計画と同様に、一

次保健医療圏は市町村単位、二次保健医療

圏は６圏域（津軽地域、八戸地域、青森地

域、西北五地域、上十三地域、下北地域）、

三次保健医療圏は県全体となっている。二

次保健医療圏ごとの基準病床数（【 】は第

７次計画との比較）は表 1 のとおりである。 

外来患者延べ人数（人口 10 万対）の県

平均は、病院及び一般診療所において全国

平均を上回っている。二次保健医療圏ごと

にみると、病院では津軽、八戸、上十三、

下北地域、一般診療所では津軽、八戸、青

森地域において全国平均を上回っている。 

外来施設数（人口 10 万対）の県平均は、

病院では全国平均を上回っているが、一般

診療所では全国平均を下回っている。二次

保健医療圏ごとにみると、病院では西北五、

上十三、下北地域、一般診療所では全ての

地域において全国平均を下回っている。 

１施設当たりの外来患者延べ人数（①外

来患者延べ人数÷②外来施設数）の県平均

は、病院では全国平均を下回っているが、

一般診療所では全国平均を上回っている。

二次保健医療圏ごとにみると、病院では津

軽、上十三、下北地域、一般診療所では全

ての地域において全国平均を上回っている。 

時間外等外来患者延べ人数（人口 10 万

対）の県平均は、病院では全国平均を上回

っているが、一般診療所では全国平均を下

回っている。二次保健医療圏ごとにみると、

病院では津軽、西北五、上十三、下北地域

において全国平均を上回っているが、一般

診療所では全ての地域において全国平均を

下回っている。 時間外等外来施設数（人口

10 万対）の県平均は、病院では全国平均を

上回っているが、一般診療所では全国平均

を下回っている。二次保健医療圏ごとにみ

ると、病院では津軽、八戸、青森、西北五、

上十三地域において全国平均を上回ってい

るが、一般診療所では全ての地域において

全国平均を下回っている。 

１施設当たりの時間外等外来患者延べ人

数（①時間外等外来患者延べ人数÷②時間

外等外来施設数）の県平均は、病院及び一

般診療所において全国平均を下回っている。

二次保健医療圏ごとにみると、病院では西

北五、上十三地域、一般診療所では上十三

地域において全国平均を上回っている。 

訪問診療施設数（人口 10 万対）県平均

は、病院では全国平均を上回っているが、

一般診療所では全国平均を下回っている。

二次保健医療圏ごとにみると、病院では津

軽地域、一般診療所では全ての地域におい

て全国平均を下回っている。１施設当たり

の訪問診療患者延べ人数（①訪問診療患者

延べ人数÷②訪問診療施設数）の県平均は、

病院及び一般診療所において全国平均を下

回っている。二次保健医療圏ごとにみると、

病院では全ての地域において全国平均を下

回っているが、一般診療所では八戸、青森、



上十三地域において全国平均を上回ってい

る。 

 

２）青森県の医療機関数 

（１）病院 

県内には、 令和４年 10 月１日現在、90

施設が設置されている。人口 10 万対の病

院数は 7.5 で、全国の 6.5 より若干上回っ

ている。開設者別にみると、市町村の開設

が、全国 7.3％に対して、青森県は 24.4％

と多いのが特徴である。 

（２）診療所 

青森県内には、令和４年 10 月１日現在、

一般診療所 859 施設（うち有床診療所 117 

施設）、歯科診療所 493 施設が設置されて

いる。人口 10 万対の施設数は、一般診療

所が 71.3 で、全国の 84.2 を下回っている

が、有床診療所は 9.7 で、全国（4.8）の２

倍以上である。歯科診療所は 40.9 で、全国

の 54.2 を下回っている。 

（３） 薬局 

令和４年度衛生行政報告例（厚生労働省）

によると、令和４年度末で全国では 62,375

施設、本県では 624 施設となっている。ま

た、人口 10 万対薬局数は、全国の 49.9 に

対し、本県は 51.8 と若干上回っている。 

（４）その他の医療関係施設 

介護老人保健施設は、令和５年４月１日

現在、58 施設ある（青森県高齢福祉保険課

調べ） 。助産所は、令和５年４月 1 日現在、

18 施設（うち分娩取扱い１施設）ある（青

森県医療薬務課調べ）。訪問看護ステーシ

ョンは令和５年４月１日現在、136 施設あ

る（青森県医療薬務課調べ） 。 

 

３）青森県の在宅医療の状況 

訪問診療患者延べ人数（人口 10 万対）

の県平均は、病院及び一般診療所において

全国平均を下回っている。二次保健医療圏

ごとにみると、病院では八戸、青森、上十

三地域において全国平均を上回っているが、

一般診療所では全ての地域において全国平

均を下回っている。往診患者延べ人数（人

口 10 万対）の県平均は、病院では全国平

均を上回っているが、一般診療所では全国

平均を下回っている。二次保健医療圏ごと

にみると、病院では八戸、青森地域におい

て全国平均を上回っているが、一般診療所

では全ての地域において全国平均を下回っ

ている。 

往診施設数（人口 10 万対）の県平均は、

病院及び一般診療所において全国平均を下

回っている。二次保健医療圏ごとにみると、

病院では津軽、青森地域、一般診療所では

全ての地域において全国平均を下回ってい

る。１施設当たりの往診患者延べ人数（④

往診患者延べ人数÷⑤往診施設数）の県平

均は、病院では全国平均を上回っているが、

一般診療所では全国平均を下回っている。

二次保健医療圏ごとにみると、病院及び一

般診療所において八戸、青森地域で全国平

均を上回っている。 

 

４）ヒアリング結果 

 青森県では、へき地医療拠点病院とへき

地診療所にオンライン診療システムの導入

を支援する事業、オンライン診療の実施に

必要なコンピュータ及び付属機器等の購入

費を支援する事業、介護サービス事業所が

行う介護職員の身体的な負担軽減や業務の

効率化の実現に向けた ICT や介護ロボット

等の介護テクノロジーを導入する際の経費



を支援する事業等が実施されていた。 

 

２．むつ総合病院 

１）むつ総合病院の概況 

本州の最北端、青森県の太平洋側、下北

半島のほぼ中央に位置している。医療圏内

には民間病院はなく、１市１町３村で一部

事務組合を構成し、３病院と９診療所を経

営している。むつ総合病院は、一部事務組

合下北医療センター及び下北地域保健医療

圏の中核的基幹病院である。標ぼう診療科

は 24 科、令和 6 年度は、病床数は 434 床

で一般病床 376 床、精神病床 54 床、感染

症病床 4 床である。1 日平均患者数は 318.3

人、外来 1096.4 人、病床利用率は一般

71.3％、精神 76.4％、計 72.9％である。 

救急車搬送は一日 7.9 件、救急外来数は

1 日 30.6 人（令和 5 年は 26.1 人、令和 4

年は 26.7 人）、手術件数（全身麻酔のみ）

月 62.8 件である。 

令和 7 年 4 月 1 日現在の職員総数は 718

人、職種別の内訳は、医師 59 人、歯科医

師 1 人、保健師 2 人、助産師 16 人、看護

師 278 人、准看護師 21 人、薬剤師 12 人、

診療放射線技師 24 人、臨床検査技師 23 人、

臨床工学技士 6 人、理学療法士 22 人、作

業療法士 15 人、言語聴覚士 4 人、管理栄

養士 7 人、栄養士 1 人、精神保健福祉士 2

人、社会福祉士 7 人、その他技師 3 人、事

務職員 147 人、その他職員 68 人である。 

令和元年 7 月 1 日より「地域がん診療病

院」として国の指定を受けている。 

 

２）ヒアリング結果 

 特定行為研修の実習受け入れは、すでに

他の養成機関からの実績、ならびに特定行

為研修修了者が勤務しており、特定行為研

修の必要性を認識していた。そのため、東

通村診療所に勤務している地域医療振興協

会の特定行為研修の実習生受け入れにも前

向きであった。 

 

３．大間病院 

１）大間病院の概況 

 大間病院は本州最北端に位置し、青森県

下北半島の北通り 3 町村（大間町、風間浦

村、佐井村）の包括医療を担う中核的自治

体病院である。標ぼう診療科は、内科、外

科、小児科、整形外科、泌尿器科（人工透

析）、リハビリテーション科の６科、病床

数 48 床（一般）である。令和 6 年度の一

日平均患者数は、入院が 27.2 人、外来が

130.8 人である。病床利用率は 56.8%、令

和 6 年度の救急外来数は 1日 4.2人である。 

令和 7 年 4 月 1 日現在の職員総数は 93

人、職種別の内訳は、医師 7 人、看護師 28

人、准看護師、6 人、薬剤師 1 人、臨床検

査技師 3 人、診療放射線技師 2 人、理学療

法士 2 人、作業療法士 3 人、栄養士 1 人、

その他技師 1 人、事務職員 14 人、その他

職員 25 人である。 

 

２）ヒアリング結果 

 医師と看護師のタスク・シフト/シェア

推進において、重要な役割を担うであろう

特定行為研修受講者の実習受け入れに対し

て前向きであった。一方、医師ならびに看

護師の確保が非常に困難な地域であり、看

護師の配置数も少ないため、特定行為研修

受講にあたっては、代替看護師の派遣は不

可欠な状況であった。 

 



３．東通地域医療センター 

１）東通地域医療センターの概要 

東通地域医療センターは、東通村診療所

を中心とし、東通村保健福祉センター・東

通村介護老人保健施設のはなしょうぶから

成る複合施設と医師が常駐していない白糠

診療所、そして研修医棟を含む医師住宅群

を運営している。 

東通村診療所は、一般病床 19 床、標ぼ

う診療科は、内科、外科、小児科、整形外

科の 4 科である。東通村介護老人保健施設

は、長期入所 45 床 短期入所 5 床である。

通所介護事業所は、定員 30 名、通所リハ

ビリテーションは、定員 30 名、他に訪問

診療、訪問看護、居宅介護事業所、地域包

括支援センターがある。 

 

２）ヒアリング結果 

東通村診療所では、看護師が地域医療振

興協会の特定行為研修を受講中であり、当

該看護師が集合研修参加にあたって、地域

医療振興協会から特定行為研修修了看護師

１名が派遣されていた（以下、代替看護師

の派遣）。３名の特定行為研修修了者の代

替看護師としての派遣が予定されており、

視察時は１人目の派遣であった。診療所か

らのニーズは、看護師１名が特定行為研修

の集合研修受講により夜勤看護師の補充で

あり、派遣された特定行為研修看護師は夜

勤業務に従事していた。 

特定行為研修修了者としての活動として

は、医師が常駐していない白髭診療所にお

いて、遠隔診療の機器を設置し、診療所に

きた患者に対し、特定行為研修を修了した

看護師が補助し、オンライン診療する D to 

P with N の試行を予定しているとのことで

あった。特定行為研修修了者の能力を活か

した活用のためには、併設の介護保険施設

を含めた従事者に対する特定行為研修修了

者の実践能力の周知が課題であることが明

らかになった。 

 

Ｄ 考察 

 本研究では、現地視察を行い、医師、看

護師間でのタスク・シフト/シェアを推進

するための課題ならびに解決策を検討した。

深刻な医師不足、看護師不足などの医療課

題を抱えている地域では、医師、看護師間

でのタスク・シフト/シェアの一方策とし

て、特定行為研修修了者の活用が進められ

ていた。一方で、特定行為研修を受講する

ためには、代替看護師の派遣は不可欠であ

り、特定研修修了者がスムーズにその活動

を行うためには、特定行為研修修了者を代

替看護師として派遣することは効果的であ

ると思われた。 

こうした取り組みを全国的に推進してい

くためには、特定行為研修修了者の役割や

能力を明確化する必要がある。今後は、特

定行為の実施状況だけでなく、当該看護師

がどのような実践能力を有しているのかを

可視化するとともに、特定行為研修修了者

の導入効果を検証するための指標の特定な

らびに検証していくことの必要性が示唆さ

れた。 

 

E 結論 

 深刻な医師不足、看護師不足などの医療

課題を抱えている地域では、医師、看護師

間でのタスク・シフト/シェアの一方策と

して、特定行為研修修了者の活用が進めら

れていた。当該地域において、特定行為研



修を受講するためには、代替看護師の派遣

は不可欠であり、研修修了者がスムーズに

その活動を行うためには、特定行為研修修

了者を代替看護師として派遣することは効

果的であると考えられた。 

 

F 健康危険情報 

なし 

 

G 研究発表 

なし 

 

H 知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表 1 二次保健医療圏ごとの基準病床数 

 療養病床及び一般病床 精神病床 結核病床 感染症病床 

津軽地域 2,917 【- 319】 

県全体  

 

3,498  

【+ 26】 

県全体  

 

19  

【- 14】 

県全体 

 

28 

【- 2】 

八戸地域 2,893 【- 99 】 

青森地域 2,939 【- 123】 

西北五地域 726 【- 205】 

上十三地域 1,321 【 + 62 】 

下北地域 521 【- 79 】 

合計 11,317 【- 763】 
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要旨 

【目的】本研究では、特定行為研修に関する研究動向を概観し、今後、どのような研究

が必要かの示唆を得ることを目的とした。 

【方法】医学中央雑誌 Web 版を用いて、「特定行為研修」をキーワードに、原著論文に

絞って 2025 年 7 月に文献検索をし、76 件が該当した。これに加え、ハンドサーチによ

り得られた 2 件を加えた 78 件が該当論文として抽出された。78 件のうち、抄録、特定

行為研修に関連がない文献、重複文献、特定行為研修制度の開始前の研究の計 11 件を除

外した結果、67 件となった。さらに、日本の Nurse Practitioner に関連する文献 6 件

と、それらの文献で引用されている文献２件（海外１件、国内 1 件）を追加した計８件

を分析対象に含め、最終的に計 75 件が分析対象となった。分析対象とした文献は、発行

年、研究デザイン、セッティング、研究対象、目的や結果に分け、分類した。さらに、

研究の内容ごとに研究動向を整理した。 

【結果】年ごとの件数は、2015 年 3 件、2017 年 5 件、2018 年 4 件、2019 年６件、2020

年 10 件、2021 年９件、2022 年 12 件、2023 年９件、2024 年 12 件、2025 年 5 件で、

2019 年以降に増加傾向がみられた。セッティングは、病院を対象とした文献が 38 件

で、半数以上を占めていた。研究内容では、特定行為研修修了者と NP の実践や活動に

関する文献が 26 件と最も多かった。次いで、特定行為研修制度、特定行為研修修了者、

NP における意識や認識に関連した文献が 15 件、特定行為研修の教育および研修・教育

機関に関する文献が 11 件であった。医師と特定行為研修修了者のタスクシェアやタスク

シフトに関する文献、看護管理者からみた特定行為研修に関する文献がそれぞれ 8 件ず

つであった。そのほかは、ICT 活用に関する文献が 4 件、文献レビューが 3 件であっ

た。 

【結論】本研究では、特定行為研修に関する研究動向を概観した。2019 年以降に増加傾

向がみられ、病院を対象とした研究が半数以上を占めていた。特定行為研修の教育およ

び研修・教育機関に関する研究が多く報告されていた。一方、特定行為研修修了者の導

入効果を検証した研究は少なく、在宅医療における報告は見当たらなかった。今後、在



宅医療における特定行為研修修了者の導入効果の検証が求められる。 

A 目的 

特定行為とは、「特定行為研修」を受講

した看護師が、医師または歯科医師から手

順書の発行を受けて行う 38 の医行為であ

る「特定行為を行う看護師の研修制度（以

下、特定行為研修）」は、保健師助産師看

護師法（昭和 23 年法律第 203 号）の一部

改正を含む「地域における医療及び介護の

総合的な確保を推進するための関係法規の

整備等に関する法律」（平成 26 年法律第 83

号）により、2015 年 10 月に施行された。 

 特定行為研修の修了者数は年々増加して

おり、令和 7 年 3 月現在で 11840 人と報告

されている。本研究では、特定行為研修に

関する研究動向を概観し、今後、どのよう

な研究が必要かの示唆を得ることを目的と

する。 

 

B 方法 

 医学中央雑誌 Web 版を用いて、「特定行

為研修」をキーワードに、原著論文に絞っ

て 2025 年 7 月に文献検索をし、76 件が該

当した。これに加え、ハンドサーチにより

得られた 2 件を加えた 78 件が該当論文と

して抽出された。78 件のうち、抄録、特定

行為研修に関連がない文献、重複文献、特

定行為研修制度の開始前の研究の計 11 件

を除外した結果、67 件となった。さらに、

日本の Nurse Practitioner に関連する文献 6

件と、それらの文献で引用されている文献

２件（海外１件、国内 1 件）を追加した計

８件を分析対象に含め、最終的に計 75 件

が分析対象となった。 

 分析対象とした文献は、発行年、研究デ

ザイン、セッティング、研究対象、目的や

結果に分け、分類した。さらに、研究の内

容ごとに研究動向を整理した。 

 なお、用語の表記については、特定行為

研修修了者は、文献によって特定看護師と

表現しているものもあるが、本研究では、

特定行為研修修了者とし、統一して表記し

た 。 ま た 、Nurse Practitioner は NP、

Japanese nurse practitioners は JNP と省略

して表記した。 

 

Ｃ 結果 

1. 発行年 

 文献の発行年は、2015 年から 2025 年ま

でであった。年ごとの件数は、2015 年 3 件、

2017 年 5 件、2018 年 4 件、2019 年６件、

2020 年 10 件、2021 年９件、2022 年 12 件、

2023 年９件、2024 年 12 件、2025 年 5 件

で、2019 年以降に増加傾向がみられた。 

 

2. 研究デザイン 

 分析対象とした文献 75 件中、最も多か

ったのは量的研究で 43 件であった。次い

で、質的研究は 17 件、事例研究は 5 件、

文献レビューは 3 件、活動報告書は 4 件、

症例報告 2 件、マルチメソッド・リサーチ

1 件であった。 

量的研究 43 件の内訳は、記述的研究が

27 件で最も多く、次いで横断研究が 7 件、

後ろ向き観察研究が 4 件、縦断研究が 1 件、

前後比較研究が 2 件、実験研究が 1 件、相

関研究が 1 件であった。 

 質的研究 17 件の内訳は、質的記述的研

究が 14 件（1 件重複）と最も多かった。そ



のほかは、質的帰納的研究が 4 件（1 件重

複）、後方視的事例研究が 1 件であった。 

 

3. セッティング 

 分析対象とした文献 75 件中、文献レビ

ュー3 件を除いた、72 件のセッティングで

最も多かったのは、病院を対象とした文献

で 38 件であった。次いで、複数の所属先

を対象とした文献が 12 件、訪問看護ステ

ーションや在宅、介護施設を対象にした文

献が 11 件であった。また、研修機関（研

修機関としての病院 2 件を含む）や研修セ

ンター、教育機関を対象にした文献は 11

件であった。 

病院を対象とする文献 38 件の内訳とし

て、診療科や病院が限定されている文献が

21 件であった。その内容は、手術部、周術

期、救急外来、集中治療室、クリティカル

領域、周術期、消化器外科、心臓血管外科、

心不全チーム、外科、急性期病院があり、

急性期の診療科を対象としているものが 18

件と多かった。加えて、へき地の診療所や

へき地医療拠点病院を対象とする文献が 2

件、災害拠点病院が対象となっている文献

が 1 件みられた。 

複数の所属先を対象とした文献 12 件の

内訳は、特定行為研修修了者の所属、活動

場所すべてを対象にしたものが 5 件，病院

および在宅または訪問看護ステーションが

4 件、重症心身障害児(者)施設と病院が 1

件、病院と研究センターが 2 件であった。 

 

4. 研究対象 

 分析対象の 75 件中、文献レビュー3 件を

除いた、72 件のうち、NP、診療看護師、

特定行為研修修了者や、特定記録行為の記

録を含む文献は 22 件、特定行為研修生や

研修生の記録物を対象としている文献は 6

件であった。そのほかの文献の対象は、医

師、看護管理者（病院、訪問看護ステーシ

ョン、施設）、認定看護師教育機関の責任

者、特定行為研修担当者、看護師（病院所

属、訪問看護ステーション所属、認定看護

師）、患者、事務担当者、記録（訪問看護

記録、受診記録、診療記録、症例）、その

他がみられ、対象は多岐に渡っていた。 

 

5. 研究内容 

 分析対象の 75 件中、特定行為研修修了

者と NP の実践や活動に関する文献が 26 件

と最も多かった。次いで、特定行為研修制

度、特定行為研修修了者、NP における意

識や認識に関連した文献が 15 件、特定行

為研修の教育および研修・教育機関に関す

る文献が 11 件であった。医師と特定行為

研修修了者のタスクシェアやタスクシフト

に関する文献、看護管理者からみた特定行

為研修に関する文献がそれぞれ 8 件ずつで

あった。そのほかは、ICT 活用に関する文

献が 4 件、文献レビューが 3 件であった。 

 

 

1) 特定行為研修修了者や NP の効果や実

践内容に関する文献（26 件） 

(1) 特定行為研修修了者の導入効果に着目

した研究（9 件） 

 まず、水川らによる心不全チームに関す

る文献 2 件が該当した。1 件目の研究

（2025a）では、国内の心不全チームの実

態とチームが対象としている患者の特徴に

ついて、日本循環器学会指定循環器専門医

研修施設・研修関連 1006 施設に勤務し、



心不全チームにおいて心不全患者のケアに

携わっている看護師等を対象に質問紙調査

を実施した。分析対象は 243 施設(有効回

答率 24%)であった。チーム発足前後の 1

年再入院率を測定している 17 施設の中央

値は 25.5%から 17.0%と有意に低減してい

た(p=0.003)。再入院低減効果有と無の 2

群比較では、効果有群で標準化プログラム

による療養指導と電話訪問、専門・認定看

護師による成果の可視化の実践割合が有意

に高かった。また、効果有群で施設に所属

する心不全療養指導士、特定行為研修修了

者、心臓リハビリテーション指導士の人数

が有意に多かったことが明らかとなった。  

２件目の研究（2025b）では、心不全チー

ムの活動や看護師等多職種の活動の実態と

再入院予防効果を明らかにするため、日本

循環器学会指定循環器専門医研修施設・研

修関連 1006 施設に勤務し、心不全のケア

に携わっている者（職種は問わない）を対

象に質問紙調査を実施した。分析対象 243

施設のうち、120 施設(49.4%)が心不全チ

ームを有していた。再入院低減効果有と無

の 2 群比較では、効果有群で施設に所属す

る心不全療養指導士、特定行為研修修了者、

心臓リハビリテーション指導士の人数が有

意に多かった。介入対象患者はステージ C

が 7～8 割を占めていた。患者を層別化し

た介入基準は 53 施設が設定しており、そ

の基準は 9 つのカテゴリに分類された。 

 次に、Mori ら（2022）は、NP が集中治

療チームに参加する前後における、人工呼

吸器を装着した術後患者の転帰を比較した。

ICU に 2 日以上滞在し、人工呼吸管理を受

けている術後患者の診療記録の分析を行っ

た結果、NP と医師によるケアを受けた患

者群は、ICU 滞在期間が有意に短いという

結果が示された（4.8±4.8 日 対 6.7±10.3

日、p<0.021）。人工呼吸器使用日数、総入

院日数、リハビリテーション処方、ICU お

よび病院死亡率、ICU 再入院率は、医師の

みによるケアを受けた患者群と類似してい

た。多重回帰分析では、NP による集中治

療への参加が ICU 滞在期間を 2.6 日短縮す

ることが示唆された（p = 0.003）ことが報

告された。 

 次に、本持ら（2022）は、外科領域での

診療看護師(NP)の活動実績を明らかにし、

有用性を検討すること目的に、特定行為の

記録を集計し、NP や特定行為研修修了者

のいない前施設を経験した当院外科に所属

歴のある医師 23 名にアンケート調査を実

施した。15 区分 22 行為、732 回の特定行

為が実施され、褥瘡、慢性損傷の治療にお

ける血流のない壊死組織の除去、創部ドレ

ーンの抜去が高頻度であったこと、特定行

為に関する合併症やインシデントは認めら

れなかったこと、また、パッケージに含ま

れない特定行為の実施も多く、創傷に対す

る陰圧閉鎖療法、人工呼吸器からの離脱が

多かった。さらに、Dr 群と NP 群で PICC

留置に関して比較したところ、NP 群の方

がカテーテル関連血流感染症の発生率は有

意に低下したことを報告した。また、NP

と協動する外科医の満足度については、医

師 23 名中、17 名から回答を得て、当院の

方が全て優れていると満足度は高かったこ

とが報告された。 

 次に、Uranaka ら（2021）は、二次救急

外来における患者の滞在時間について、

JNP 主導のケアと研修医主導のケアを比較

するため、2016 年 4 月から 2018 年 3 月の



間に東京都西部で救急外来へ搬送された患

者（n=1419、平均年齢＝63.9 ± 23.4 歳、

男性 52.3％）の診療記録の二次分析を実施

した。患者の約半数（n=763、53.8％）が

JNP 主導のケアを受けた。患者の滞在時間

は、研修医主導のケア群と比較して、JNP

主導のケア群で有意に短く、6 分短縮され

た（非標準化係数：6.81、95％信頼区間：

13.35～0.26、p＜0.05）ことが報告された。 

 次に、里光ら（2019）は、特定行為看護

師の行う気管カニューレ交換の成果を概観

するため、A 研修機関で本科目の修了認定

を受けた看護師で同じ対象の気管カニュー

レの交換を看護師のみで 2 回以上行った経

験を有する看護師 3 名（所属は訪問看護ス

テーションと病院）を対象に、半構成化イ

ンタビューを実施した。抽出された成果は、

【カニューレ閉塞の回避へ】【手に伝わる

感覚を掴み確実なカニューレ交換】【呼吸

状態のトータルな観察・判断】【観察に基

づき継続される適切な看護ケア】【医師と

の連携強化】【看護師との連携強化】【患

者・家族からの信頼獲得】であった。 

 次に、Ono ら（2015）は、役割導入前

の通常実践と比較した NP 介入による複数

の成果、すなわち入院と救急搬送の減少を

明らかにするため、政府指定の臨床試験期

間中に介護施設で勤務した 1 名の NP を対

象に、記録の分析を行った。介入後データ

収集期間中に施設に居住した入居者 219 名

（男性 63 名、女性 156 名）の平均年齢は

84.0 歳（標準偏差±9.2）であった。必要

な介護の平均レベルは 3.21（介護レベル 1

～5）であった。平均滞在期間は 6.5 ヶ月で

あった。219 名の入居者のうち、介入後期

間中に 66 名（30.1%）が入院のため施設を

退所し、5 名（2.3%）が救急車で病院へ搬

送された。 NP 介入前の入院率 45.8%から

実 施 後 は 30.1%へ と 有 意 に 低 下 し た

（Fisher’s exact test、P < 0.001）。救急搬

送率も 7.3%から 2.3%へと有意な減少を示

した（Fisher’s exact test、P = 0.006）。入

院の誘因となる複数の要因（発熱、骨折、

意識障害、胸部痛、高血圧／低血圧）の発

生率も低下した。胸部痛の発生率比較では

有意差が認められた（Fisher’s exact test、

P < 0.05）ことが報告された。 

 訪問看護をセッティングとした研究は以

下の 2 件であった。浅井ら（2025）は、訪

問看護ステーションに勤務する特定行為研

修修了者の特定行為の実施に関する活動を

明らかにするため、A 県内の訪問看護 ST

に勤務している研修終了者 9 人を対象に半

構造化面接を実施した。その結果、【療養

者の状態や生活などから特定行為の実施を

検討する】、【安全な特定行為の実施のため、

療養者に対する特定行為の手技や注意点を

確認し,リスクを想定した対応を検討する】、

【研修修了者として,研修で学んだ知識・技

術や自己のアセスメント内容を訪問看護

ST の看護師に同行訪問やカンファレンス

を通して伝達する】、【訪問看護 ST を含む

他施設の研修修了者と積極的にコンタクト

をとり、情報共有・情報発信・相談をする】

などの 10 カテゴリが形成された。 

 佐藤ら（2024）は、訪問看護での特定行

為研修修了者による特定行為を推進する方

策を検討するため、特定行為研修修了者の

実践に繋がらない要因(阻害要因)および実

践に繋がった要因(促進要因)について、全

国の訪問看護ステーションに所属する特定

行為研修修了者 8 名を対象に、オンライン



による半構成的インタビュー調査を実施し

た。阻害要因は【医師の無理解と無関心】

【医師のメリットやニーズの無さ】【他施

設の医師との関係性の欠如】【特定行為の

ニーズが無い地域】【医薬品や医療材料確

保の困難さ】【診療報酬上の評価の無さ】

【関係職種・住民への周知の低さ】【組織

の特定行為に対する積極性の欠如】に整理

された。促進要因は【医師の特定行為への

理解の促し】【医師に実践の手順を提示】

【医師から実践者としての信頼を獲得】

【医師や多職種との連絡・連携体制の構築】

【理解のある医療機関との協働】【特定行

為のニーズがある地域への対応】【利用者

の同意取得と信頼関係の維持】【周知のた

めの継続的な啓発活動】【職場内の理解の

浸透】に整理された。 

 

（2）特定行為研修修了者の実践内内容に

着目した研究（6 件） 

 溝渕ら（2024）は、特定行為研修修了者

業務の症例数の推移や業務内容を集積し、

現状と今後の課題を評価するため、救急・

集中治療領域における特定行為研修修了者

と施行した特定行為業務を対象に調査した。

特定行為研修修了者の人数は 2021 年度 3

人、2022 年度 7 人、2023 年度 7 人で、特

定行為の施行数は、2021年度286件、2022

年度 351 件、2023 年度 350 件、3 年間の合

計は 987 件であった。また、救急・集中治

療領域に関連する特定行為数で最も多いの

は、直接動脈穿刺法による採血であること

が報告された。 

茂呂ら（2021）は、集中治療部門に勤務

している認定看護師，専門看護師，特定行

為研修修了者について、多職種チーム活動

への参画を含め，役割発揮における活動内

容について、特定集中治療室管理料を算定

している集中治療部門に勤務する、集中ケ

ア認定看護師、救急看護認定看護師、小児

救急認定看護師、急性・重症患者看護専門

看護師、特定行為研修修了者を対象に Web

を使用した質問紙調査を実施した。分析対

象は 265 名、特定行為研修修了者は 35 名

で、呼吸器関連 3 区分と「循環動態に係る

薬剤投与関連」、栄養・水分管理に係る 2

区分の取得が多かった。203 名が、呼吸ケ

アサポートチーム、院内迅速対応システム

などの多職種チーム活動へ参画していたこ

とが報告された。 

 後藤ら（2024）は、特定行為研修修了者

の実践内容と就労状況を明確にし、効果的

な活用を検討するため、病院や医療施設を

管理する看護管理者と所属する特定行為研

修修了者を対象にWebによるアンケート調

査を実施した。特定行為研修修了者 92 名

の実践内容は、呼吸器関連、血液ガス関連、

創部関連が多く、その効果は「人工呼吸器

離脱までや創傷治癒にかかる期間の短縮」、

入院期間の短縮、短縮傾向にある」などで

あった。配属先は一般病棟が 22.0%と多く、

ICU が 14.9%、看護管理室が 14.2%であっ

た。73 施設の看護管理者からは、特定行為

研修修了者の活用に関して「横断的な活動

が必要で活動時間が必要である」、「活用方

法自体がわからない」という回答があった

ことが報告された。  

杉山ら（2019）は、国立高度専門医療病

院および国立病院機構における、特定行為

研修修了者の活動実態を明らかにし、キャ

リア形成への取り組みについて検討するた

め、国立高度専門医療研究センター8 病院、



国立病院機構 143 病院、国立ハンセン療養

所 13 施設の計 164 施設に所属する特定行

為研修了者 28 名を対象に Web アンケート

調査を実施した。その結果、活動実態につ

いて、特定行為を実施する頻度が週 4 日以

上は 50%であった。また、特定行為研修修

了後に所属変更があったのは 89.2%で、直

属の上司は指導医が 46.4%で最も多かった。

職務満足度について、以前より満足してい

る割合が 39.1%にとどまり、進学はすぐに

で は な い が い ず れ と 考 えて い る 割 合 は

63.6%であったことが報告された。 

 Igarashi ら（2021）は、日本の expert 

NPs を効果的にするコンピテンシーを特定

するため、expert NPs 12 名（平均年齢 44.8

歳、NP の平均経験年数 7.5 年、女性 8 名）

を対象に、半構造化インタビュー（オンラ

イン会議システム Zoom™を使用）を実施

した。テーマ分析により、5 つのテーマ：

physicians' contexts（医師の業務枠組み）

に沿って働くこと、専門職間の協働、看護

師業務への関与、医療への貢献、効果的な

業務のための個人的資質を明らかにした。 

中根ら（2015）は、看護師の役割拡大に

ついて臨床現場の視点から検討するために、

A 県内の医療施設に勤務する看護師の医行

為の実態と特定行為研修に関する認識につ

いて、A 県内の 8 医療施設に勤務する臨床

経験 5 年以上の看護師 637 名を対象に質問

紙調査を実施した。1.100～299 床施設の看

護師が実施している医行為については、臨

時薬剤の投与の 3 項目が 6 割を超え、38 項

目のうち 5 項目については、300～499 床

施設の看護師よりも実施している割合が高

かった。2.100～299 床施設の看護師の特定

行為研修に関する認識については、指定研

修を受けた看護師が実施可能とする医行為

は、最も割合が高い項目「急性血液浄化に

係る透析・透析濾過装置の操作・管理」等

も 2 割程度であったことが報告された。 

 

（3）事例・症例報告や活動報告に該当す

る文献（9 件） 

 出穂ら（2024）は、特定行為研修を修了

した手術室看護師の知識・技術を活かした

せん妄予防のための周術期看護について、

肝切除術を受ける高齢患者２事例を対象に

事例研究を行った。手術室の特定行為研修

修了者がせん妄予防を意図した看護実践と

して、せん妄予防の意識化、脳虚血予防、

疼痛緩和を意図し、臨床推論を用いたアセ

スメントに基づき、せん妄因子の低減とい

う実践を行った結果、2 事例ともせん妄ハ

イリスクであったが発症はしなかったこと

が報告された。 

奥山ら（2023）は、脳幹出血を発症し、

集中治療を経て一般病棟で侵襲的陽圧換気

を受けている 50 歳代男性の症例報告を行

った。入浴中は人工呼吸器の患者データと

間欠的な SpO2 値と身体所見を把握し、人

工呼吸器には防水・防湿対策を行い、有害

事象は発生しなかったこと、入浴後に患者

の笑顔がみられ、快刺激を与えられたこと

が報告された。 

松岡（2021）は、がん性疼痛看護認定看

護師が在宅訪問で特定行為を実践すること

で、患者とその家族、在宅部門に与える影

響を明らかにするため、A 病院外来通院中

のがん患者（のちに在宅医に紹介の事例含

む）4 名を対象に事例研究を行った。その

結果、安定した症状コントロールが図れ、

在宅療養の継続や在宅環境整備、在宅部門



との連携強化につながったことから、がん

性疼痛看護認定看護師が在宅での特定行為

を行うことで、病院と地域の看護をつなぐ

キーパーソンとして、がん患者の在宅環境

整備や在宅看取りへの重要な役割を担うこ

とができたことが報告された。 

木下ら（2020）は、訪問看護における膀

胱ろうカテーテル交換の特定行為の実践事

例を振り返り，研修修了訪問看護師が特定

行為を安全に継続していく上での課題を明

らかにするため、頸髄損傷で ADL はすべ

て介助が必要な寝たきり療養者で要介護５

であった 80 歳代男性を対象に事例研究を

行った。膀胱ろうカテーテル交換導入 1 年

後に、下腹部から下肢にかけての痙性が

徐々に強くなるなど異常症状が出現したが、

対象者やその家族の理解があり、主治医を

介して専門医と連携し、診療を受けられた

ことで、研修修了訪問看護師によるカテー

テル交換を安全に継続することができたこ

とを報告した。 

渡辺（2018）は、診療看護師の泌尿器科

外来、糖尿病内科外来での活動報告を行な

った。①膀胱瘻、腎瘻、尿管皮膚瘻等留置

カテーテル交換 5 人前後／日、総介入患者

39 人、月のべ約 65 回程度の実施、②薬剤

の膀胱内注入（抗癌剤や乾燥 BCG 膀胱内

用液、DMSO など）週 1～2 回、3 人／日

程度を実施した。また、診療看護師があら

かじめ医療面接を行うことや泌尿器科で診

療看護師がカテーテル交換を行うことに不

満や不安が聞かれた事例もあったが、回数

を重ねることで逆に診療看護師を指名して

くれる患者が増えたことや、診療看護師な

ら遠慮しなくていいとカテーテル閉塞を予

測して早めに受診する患者もおり、夜間の

救急外来受診頻度が減ったこと等が報告さ

れた。 

松脇ら（2017）は、訪問看護師と特定行

為研修修了者を中心とした協働による在宅

でのチーム医療の効果について、A 訪問看

護ステーションの系列病院から退院してき

た重症多発褥瘡の利用者(70 代女性)を対象

に事例研究を行った。患者の夫は自宅での

褥瘡ケアに不安があったが、特定行為研修

修了者が専門的ケアを行うことで安心感を

得ていた。この関係を基盤として訪問看護

師が特定看護師と協働し、毎日の褥瘡ケア

を行うことで、訪問看護師との信頼関係も

構築され、さらに、管理栄養士や理学療法

士が栄養面や拘縮予防・ポジショニングな

どの専門的な知識と技術を提供し、褥瘡治

癒に至ったことが報告された。 

 川村（2023）は、2 ヵ月間で実践した特

定行為 13 件のうち 1 例の症例報告を行っ

た。特定行為として単純に呼吸器設定を変

更するだけではなく、呼吸器のウィーニン

グを進めるうえで必要な観察、リハビリ、

安全管理について全スタッフで共有し統一

した介入を行い、また、観察の視点では、

侵襲的陽圧換気の設定変更の手順書に沿い、

丁寧に患者の状態を観察し、個別性のある

中止基準を医師と共に導き出したことが報

告された。 

毛利ら（2022）は、消化器外科で過去 1

年間に実施した「創傷に対する陰圧閉鎖療

法」の特定行為の件数と実践内容を明らか

にするため、消化器外科で「創傷に対する

陰圧閉鎖療法」の特定行為を実施した患者

を対象に電子カルテから情報を得て、後方

視的に分析した。過去 1 年間に実施した特

定行為「創傷に対する NPWT」は 13 例で



あり、13 例全ての症例に対し，医師の診察

後に「創傷に対する陰圧閉鎖療法」の特定

行為を実施していた。うち 5 例が NPWT 開

始までに 8 日以上を要していた。NPWT 開

始に至る経緯については，術前に医師から

依頼があった件数は 4 件，創傷の診断後に

医師から依頼を受けた件数は 5 件，特定行

為研修を修了した看護師が回診で創傷を評

価し医師に NPWT について相談した件数

は 4 件であったことが報告された。 

 中光ら（2019）は、2019 年 5 月～8 月に

おける外科での NP の業務内容について、

活動報告を行った。業務内容は、「手術執

刀までの準備（体位・消毒）」43 件、「スコ

ピスト（手術助手）」29 件、「術後症状マネ

ジメントと評価」29 件、「表創の縫合（手

術助手）」26 件、 「気管支鏡介助」19 件、

「体表面創の抜糸・抜鉤」 10 件、「胸腔ド

レーン抜去」8 件、「直接動脈血穿刺による

採血及び評価」5 件、「RI 注射」3 件、「気

管カニ ューレ交換」2 件、「硬膜外カテー

テル抜去」2 件であった。NP の実践内容

としては、「術後症状マネジメントと評価」

以外は、指導からの直接的指示で行われ、

全項目において合併症などの発生はなかっ

たことが報告された。 

 そのほか日本創傷・オストミー・失禁管

理学会会員による活動調査報告が 2 件あっ

た。間宮ら（2020）は、2017 年度(回答

732 名)、2018 年度(回答 699 名)の ET、

WOCN、皮膚・排泄ケア認定看護師を対

象とした調査で、特定行為研修修了者数は、

2017 年度の 81 名(11.1%)から 2018 年度は

124 名(17.7%)と増加傾向にあったことが

報告された。清藤ら(2022)は、2019 年度

の特定行為の実践について、自施設内の実

践延べ件数は「11～50 件」が最も多く 51

件（32.3%）であったことや、自施設以外

の 活 動 場 所 は 、 在 宅 が 最 も 多 く 26 名

（70.3%）、 つ い で 介 護 施 設 が 21 名

（56.8%）であったことが報告された。 

 

2）特定行為研修制度、特定行為研修修了

者、NP の意識や認識に着目した研究 

（1）NP・特定行為研修修了者の意識や認

識に着目した研究（4 件） 

 Suzuki ら（2024）は、大学院教育を受け

た NP がさまざまな環境で果たしている現

在の役割を探究するとともに、日本におけ

る NP 役割の導入に関する障壁と促進要因

についての NP 自身の認識を明らかにする

ため、2011 年から 2020 年の間に NP 認定

試験に合格し、2021 年 1 月時点で認定を更

新していた看護師 487 名を対象に、Web に

よる質問紙調査を実施した。有効回答は

101 名の NP から得られた（回答率：

40.7%）。そのうち 34%が男性であった。

回答者は大学院 NP プログラム入学前に平

均 12 年以上の正看護師経験を有していた。

53%は当初から NP として雇用され、25%

は正看護師として雇用された後 NP へ昇格

し、11%は依然として正看護師として勤務

していた。大多数は病床を有する病院で勤

務していた。多くの NP は、NP の全国的

な免許制度の欠如と償還上の利点の不足を

NP 導入の障壁と認識していた。一方、上

司や組織からの認知は促進要因と見なされ

ていたことが報告された。 

植田ら（2024）は、特定行為研修修了者

の職業的アイデンティティと自尊感情およ

び職務満足感との関連について、特定行為

研修修了者を対象に質問紙調査を実施した。



回答は 102 名より得られ、回収率は 25.5%

であった。職業的アイデンティティ尺度得

点は平均 44.2(SD=7.2)であった。職業的

アイデンティティを従属変数、単変量解析

で有意であった項目を独立変数とした重回

帰分析の結果、特定行為研修満足度が高い

こと(標準偏回帰係数 β=0.210,p=0.003)、

自尊感情が高いこと(β=0.512,p<0.001)お

よ び 全 体 的 職 務 満 足 感 が 高 い こ と

(β=0.305,p<0.001)は、職業的アイデンテ

ィティが高いことと関連していた。一方で、

特定行為のうち「持続点滴中の利尿剤の投

与量の調整」を実施していないこと(β=-

0.271,p<0.001)および「末梢留置型中心静

脈注射用カテーテルの挿入」を修了してい

ないこと(β=-0.185,p=0.010)は、職業的

アイデンティティが低いことと関連してい

たことが報告された。 

Sugiyama ら（2020）は、特定行為研修

修了者（JNP）が医療行為における自らの

法的責任をどのように理解しているかを明

らかにするため、総合病院で 2 年以上の勤

務経験がある JNP 3 名を対象に、インタビ

ュー調査を実施した。JNP の医療行為にお

ける法的責任に関して、「JNP が割り当て

られた医療処置を実施する能力を有するか

どうかの判断」、「医師に代わって医療処置

を行う際の慎重な対応」、「ケア終了まで適

切な医療行為を継続する義務感」の three 

themes understanding が観察されたことが

報告された。 

樋口ら（2020）は、ジェネラリスト看護

師が特定行為研修を修了したことによって，

医療チームの中で自らの看護実践がどのよ

うに変化したと認識しているかを明らかに

するため、ジェネラリスト看護師で、かつ、

大学院修士課程以外で当該研修を修了し、

修了後半年以上経過している者 10 名を対

象に半構造化面接を行った。データ分析の

結果、【医学的な推論や判断ができるよう

になる】【フィジカルアセスメントを行う

視点が広がる】【診断や治療に踏み込んだ

発言ができるようになる】【特定行為が行

えるからこその提 案を医師にできるように

なる】【特定行為が行えるからこそ提供で

きるケアが増える】等の 7 カテゴリーが抽

出された。 

 

（2）特定行為研修修了者以外による特定

行為研修修了者に対する意識や認識に着目

した研究（１件） 

 研修を受けていない看護師を対象にした

文献 1 件であった。齋藤ら（2019）は、特

定行為研修修了者が災害時に医療行為を実

施することに対し、研修を受けていない看

護師がどのように捉えているのかについて、

災害拠点病院の救急病棟・慢性期病棟の看

護師 140 名を対象に質問紙調査を実施した。

有効回答は 95 部（有効回答率 67.9％）で

あった。災害時に特定看護師が「侵襲的陽

圧換気の設定の変更」を「医師の包括的支

持の下行う必要がある」と答えたのは、救

急病棟 92.30%、慢性期病棟 66.70%などで

あったと報告された。 

 

(3) 特定行為研修制度への認識に着目し

た研究（4 件） 

 細海（2022）は、A 病院認定看護師の特

定行為研修に対する認識、受講に関連した

施設への要望について、A 病院に在籍する

11 領域 19 名の認定看護師を対象に質問紙

調査を実施した。特定行為研修制度につい



ての概要は 18 名が理解していると回答し、

特定行為研修に活動意欲があると回答した

対象者は 48%であった。特定行為研修の認

識のコアカテゴリは「特定行為研修の必要

性」「取得困難な要因」「管理業務との両立」

「活動体制整備」が抽出された。要望のコ

アカテゴリは「組織の方向性」「研修に係

る支援」が抽出され、全部で 6 カテゴリ、

17 サブカテゴリが抽出された。取得困難の

要因として、30 代から 40 代の子育て期に

ある課題や、年齢との葛藤、別のキャリア

選択などの要因があげられた。50 代の認定

看護師では、若い認定看護師への期待や、

師長・主任としての「管理業務との両立」

の課題を抱えていたことが報告された。 

大梶ら（2020）は、広島県内の第 3 次救

急医療機関のクリティカル領域で働く看護

師の特定行為に対する認識と、施設により

認識に差が生じるかを検討するため、第 3

次救急医療機関 3 施設のクリティカルケア

領域で働く看護師 203 名を対象に、質問紙

調査を実施した。特定行為研修の必要につ

いては、対象者の 72.1%が「必要」と回答

し、研修の必要の理由は、「看護師が治療

や臨床判断ができる状況が日常業務の中で

多々あることも事実である」の割合が高か

った。特定行為研修制度を不要とする看護

師の割合は 16.7%から 38.5%と施設によっ

て差がみられた。不要とする理由は「看護

師は看護師としてほかにすべきことがある。

制度の推進により医師と看護師の役割がわ

からなくなるような気がする」との回答の

割合が 3 施設ともに多かったことが報告さ

れた。 

 佐藤ら（2020）は、在宅における特定行

為とその導入に対する訪問看護師の認識を

明らかにするため、A 県の訪問看護師 8 人

を対象に半構造インタビュー調査を実施し

た。特定行為とその導入に対する訪問看護

師の認識は、【特定行為への期待】として

《利用者・家族の負担軽減》《タイムリー

な特定行為による回復効果の期待》《特定

行為ができないことによるロス発生の抑

止》《看護の質向上に貢献》《在宅医療体制

充足に貢献》《医師の負担軽減》が抽出さ

れた。【特定行為への懸念と抵抗感】とし

て《現状の医療体制で対応可能》《看護師

の役割を超えた医行為拡大への懸念》《制

度導入への疑問と抵抗》《本来の看護ケア

の質低下への懸念》《地域医療体制の底上

げが優先》が抽出された。【特定行為運用

の課題】では《看護師の判断力・技術力の

担保》《特定看護師の負担増大》《責任の所

在と安全管理の課題》《主治医との連絡・

意思疎通の課題》が抽出された。 

畠山ら（2015）は、「特定行為に係る看

護師の研修制度」に関する訪問看護師の意

識を明らかにするため、首都圏の訪問看護

ステーションに勤務する訪問看護師を対象

に質問紙調査を実施した。有効回答は 86

名で、71%が「特定行為に係る看護師の研

修制度」導入が必要であると回答した。ま

た、必要理由 8 項目のうち、「2.看護師が治

療や離床判断ができる状況が日常業務の中

で多々あることも事実である」と「3.患者

のより身近にいる看護師にしかできない判

断や行為がある」に強い関連性が認められ

たことが報告された。 

 

（4）医師による特定行為研修修了者に対

する意識や認識に着目した研究（2 件） 

 江角ら（2020）は、特定行為研修修了者



の活動による影響を修了者が所属する施設

管理者および修了者が協働している医師の

捉え方について、2017 年 9 月までに修了者

が所属する施設の管理者又は管理者に準ず

る者並びに修了者が特定行為を実施する上

で最も協働している医師を対象に、質問紙

調査を実施した。その結果、施設管理者及

び医師が共通して捉えている修了者の活用

による患者および家族への影響は、{患者

の苦痛・負担の軽減と安心感の高まり}、

{修了者の説明や相談対応による患者・家

族の病気や治療の理解促進}等であった。

修了者の所属施設の管理者及び修了者と協

働している医師が捉えている医師への影響

は、{特定行為に関わる医師の業務量の減

少}、{多重業務および患者への早期対応に

よる医師の負担軽減}、{看護師からの診断

や治療に必要な情報について報告への信頼

の高まり}、{重症度・緊急度の高い患者等

医師が対応しなければならない業務時間の

確保ができるようになった}等であったと

報告された。 

村上ら（2022）は、へき地診療所に勤務

する常勤医師の特定行為研修ならびに特定

行為研修修了者に関する認知度や期待、お

よび特定行為に準ずる医行為の実施状況や

必要だと考える区分などについて、全国

1,018 のへき地診療所に勤務する常勤医師

を対象に質問紙調査を実施した。有効回答

は 172 部(16.9%)で、研修制度の認知度は

「聞いたことがある」が約 5 割であった。

医師の医行為の実施状況は、創傷管理関連

が最も多く、血糖や感染などの各種薬剤投

与・調整管理が続いた。また、研修修了看

護師への期待は【エビデンスに基づく適切

な医療及び看護の提供】、【医師がタイムリ

ーに動けない時や不在時の対応】などで高

く、【医師の負担軽減や診療支援】は低い

傾向があったことが報告された。 

 

（5）特定行為に対する患者の意識や認識

に着目した研究（1 件） 

 畠山ら（2015）は、看護師による気管カ

ニューレの交換を受けた患者の意識調査の

ため、「気管カニューレ交換」の特定行為

研修を修了した看護師 1 名が交換を実施し

た患者2 名(いずれも疾患は筋強直性ジスト

ロフィ)にアンケート調査をインタビュー

方式で実施した。1 回目インタビューの結

果、両名とも「看護師特定行為について知

らなかった」「医師や看護師から説明があ

った」と回答し、看護師特定行為に対する

評価(4 項目についてそれぞれ 0～3 点の 4

段階評定)は A 氏が平均 2.5 点、B 氏が平均

2.8 点であった。2 回目と 3 回目の評価では

両名とも平均 3.0 点であったことが報告さ

れた。 

 

(6) 特定行為研修の受講ニーズに着目し

た研究（3 件） 

 富田ら（2021）は、訪問看護師が特定行

為研修制度に対してどのように認識し、そ

れらが研修受講希望に関連するかを明らか

にするため、全国訪問看護事業協会の正会

員リストに登録している訪問看護ステーシ

ョンに従事する看護師を対象に質問紙調査

を実施した。459 名の回答からは、制度に

対しある程度の関心はあるが、内容を理解

している割合は高いとは言えず、受講希望

は低かった。特定行為への期待と制度への

関心が高いと必要性の認知が高く、懸念と

抵抗感が高いと認知が低かった。また、必



要性の認知の高さは受講希望の持ちやすさ

に関連がみられた。制度を導入する上での

課題や受講する上での妨げがあるとする割

合は高いが、それらと制度の必要性や受講

希望との直接的な関連は認められなかった

ことが報告された。 

八木ら（2018）は、特定行為研修の協力

施設の看護師における特定行為研修に対す

る関心や受講ニーズに着目し、特定行為研

修受講を促進する方策を検討するための示

唆を得るため、質問紙調査を実施した。対

象は、特定行為研修の指定研修機関である

A 施設の協力機関 13 施設に勤務する看護

師で、10 施設、842 名から回答が得られた。

「特定行為研修を知っているか」との問い

には全体で 68.5%が「はい」と回答した。

「特定行為研修に関心をもったか」との問

いには全体で 48.5%が「もった」と回答し

た。「所属施設での実習に魅力を感じるか」

との問いには全体で 61.6%が「感じる」と

回答した。施設規模ごとで受講を希望する

特定行為区分に違いがあった。また、受講

への障害として「受講費用」「仕事との両

立」といった複数の要因があることと、施

設規模ごとの傾向があることが示された。

受講を希望する科目に関しては、「創傷管

理関連」「動脈血液ガス分析関連」が多か

ったことが報告された。 

八木ら（2017）は、急性期病院に勤務す

る看護師の特定行為研修への受講ニーズや

受講の阻害要因について、急性期病院 2 施

設に勤務する 2 年目以上の看護師を対象に

質問紙調査を実施した。1207 名(看護師経

験年数平均 11.9±8.3 年)より有効回答が得

られた。その結果、64.8%が「特定行為研

修を知っている」、26.9%が「特定行為研

修に関心をもった」と回答した。また、関

心をもたなかった理由として、「内容が難

しそう」「納付金が高い」「研修後どのよう

な立場で働くことになるのか分からない」

「自分にとって必要だと感じる特定行為が

ない」などが挙げられたことが報告された。 

 

3）特定行為研修の教育および研修・教育

機関に関する研究（11 件） 

(1) 特定行為研修の教育に着目した研究

（6 件） 

 川谷ら（2024）は、特定行為研修におけ

る PICC 留置の On the job training （OJT）

の安全性を検討するため、2021 年 4 月から

2022 年 3 月までに当院で施行された 636 例

の PICC 留置症例の全てを対象とし統計学

的分析を行なった。88 例の OJT が行われ，

548 例が指導者による留置であった。OJT

群では留置困難が 53 例（60.2％）に認め

られ、指導者群の 101 例（18.4％）と比較

して高頻度であった（p< 0.001）。手技時

間が OJT では平均 37.2 分で指導者群の

23.9 分 と 比 べ て 長 時 間 を 要 し た （p< 

0.001）。PICC 使用日数，合併症において

両群に有意差を認めなかったことが報告さ

れた。 

中釜ら（2024）は、特定行為に係る看護

師の研修における、倫理教育の内容や方法

の実態について、特定行為研修担当者を対

象に記述統計を行った。研究対象者 51 名

の所属研修機関は、病院が多く、大学院は

なかった。倫理教育実施者は、看護実践者

の次に医師が多かった。研修機関において、

「看護倫理」科目名はほとんど立てられず、

厚生労働省が提示する「医療安全」や「特

定行為実践」科目とし倫理教育が行われて



いた。倫理教育内容に関して、研修実施者

は指定外の内容も「教えている」という認

識をもち、倫理教育の必要性を感じていた。

倫理教育方法は E ラーニングが多かったが、

「多職種協働とコミュニケーション」など、

事例検討やテーマディスカッションで実施

している内容もみられた。研修実施者は、

受講者の倫理教育のレディネスの差を感じ

ていたことが示された。 

上野ら（2023）は、愛知医科大学病院看

護師特定行為研修修了者を対象に、研修に

対するニーズを把握し、研修体制の改善へ

の示唆を得ることを目的として、Web シス

テムによる質問紙調査を実施した。対象者

は 60 名で、41 名から回答が得られた。実

技演習を除く授業の受講形態は、すべて対

面は 4%、すべてオンライン 4%、対面とオ

ンライン併用が 92%であった。より時間を

割いてほしい共通科目として「フィジカル

アセスメント」23 名、「臨床推論」21 名、

「疾病・臨床病態概論」9 名などがあげら

れた。より時間を割いてほしい区分科目は

「脱水症状に対する輸液の補正」22 名、

「侵襲的陽圧換気の設定変更」12 名などで

あった。受講期間中に感じた困難は「仕事

との両立が難しい」28 名、「プライベート

との両立が難しい」25 名などであったと報

告された。 

長谷川ら（2023）は、特定行為研修の指

定研修機関の研修体制の実態について、

2020 年 2 月時点で特定行為研修を行うすべ

ての指定研修機関 191 施設を対象にアンケ

ート調査を実施した。研修開始から修了ま

での受講期間は 60 施設(90.9%)が 6 ヵ月以

上 1 年半未満で、おおよそ 1 年に渡って受

講生を教育していた。研修開始時から調査

時までの受講者の総数の平均は 25.6±46.6

名(最大 273 名,最小 2 名)で 33 施設(50.0%)

が 10 名以下であった。研修修了者の総数

は、平均 13.6±28.9 名(最大 205 名、最小

0 名)で、47 施設(71.2%)が 10 名以下であ

った。2019 年度の総修了者数を総応募数

で除した修了率について、最も高値であっ

たのは栄養及び水分管理に係る薬剤投与関

連 70.8%、最も低値であったのは皮膚損傷

に係る薬剤投与関連21.1%で、21区分中15

区分が 50%未満であった。総修了者数を総

定員数で除した輩出率も同様の傾向で、12

区分が 50%未満であった。研修指導者につ

いて専従のスタッフ数は 0.7±1.0 名(最大 4

名)で、配置しているのは 28 施設(42.4%)

であった。また、専任として正規雇用して

い る 研 修 指 導 者 が い る 施 設 は 43 施 設

(65.2%)で平均 3.4±6.4 名(最大 36 名)、専

任として定期雇用している研修指導者がい

る施設は 5 施設(7.6%)で平均 0.2±0.8 名

(最大 6 名)であった。収支差額の平均は-

188.8±582.8 万円で、収支に回答が得られ

た 64 施設中 33 施設(51.6%)が赤字での運

営であったことが明らかとなった。 

鈴木ら（2021）は、A 研修センターの研

修生が実習Ⅱで得た学びと実践への活用か

ら看護教員の指導の効果について、研修生

で共通科目の実習Ⅰと実習Ⅱを修了し，実

習Ⅱの直後にインタビュー調査に同意が得

られた 5 名を対象にインタビュー調査を実

施した。その結果、実習 II の学びと実践へ

の活用は 4 つのカテゴリー、【医師のチー

ムでの学び】【これまでの看護やチーム医

療の振り返り】【チーム医療のあり方のイ

メージ】【実習の学びを自分なりに実践】

に集約され、実習で学んだことを自施設の



チームで実践したことが示された。 

関山ら（2020）は、特定行為研修研修生

(以下、研修生)が認識する意思決定支援に

ついて明らかにし、研修生に必要となる

Shared Decision Making（SDM）の教育内

容について考察するため、特定行為研修共

通科目における意思決定支援の学習課題と

して電子媒体で提出された記録物を対象に

定性的内容分析を実施した。分析の結果、

意思支援 100 場面から 150 コードが抽出さ

れ、意思決定支援は 13 のカテゴリーに分

類され、カテゴリーは，患者への意思決定

支援とそれ以外の支援に大別された。患者

への意思決定支援は、【患者の思いの確認】

【理解の確認】【選択肢の追加】【患者と共

に検討】【患者，家族，医療者と共に検討】

【時間の確保】【感情が不安定な患者への

支援】【エンパワメント】【意思決定支援ツ

ールの使用】【患者が十分理解し納得でき

るような情報提供】の 10 カテゴリーから

構成された。患者以外の意思決定支援患者

以外の意思決定支援には，【代理意思決定

者への意思決定支援】【家族への意思決定

支援】【多職種との連携】の 3 カテゴリー

が該当した。 

 

（2）特定行為研修の教材・トレーニング

に着目した研究（3 件） 

Yamada ら（2023）は、医師向け US シ

ミュレーションコースが JNP の画像取得・

読影能力向上につながるか、またその効果

が持続するかについて、JNP と JNP 研修生

を対象に、テストや自己記録、質問紙によ

り評価した。21 施設から 33 名の参加者が

プログラムを修了した。コース前と直後の

画像解釈テスト、画像取得テスト、自信度

の ス コ ア は そ れ ぞ れ 有 意 に 上 昇 し た

（37.1→72.6：P＜0.001）、（13.7→53.6：

P＜0.001）、（15.8→35.7：P＜0.001）。 コ

ース直後と 4 か月後のフォローアップテス

トを比較したところ、画像解釈テスト、画

像取得テスト、自信のスコアに低下は見ら

れ なかっ た（72.6、71.8：P=1.00）（53.6、

52.9：p=1.00）（35.7、33.0：P=0.34）。コ

ース前 3 ヶ月とコース後 3 ヶ月を比較する

と、超音波検査の総実施回数およびカテゴ

リー別（心臓、肺、下肢深部静脈血栓症、

腹部）の超音波検査実施回数ともに統計的

に有意な増加（P < 0.001）が認められたこ

とが報告された。 

鈴木ら（2019）は、オリジナルで開発し

た練習用パッドの有用性と今後の課題につ

いて、練習用パッドの開発ならびに特定行

為研修での活用状況を踏まえて実験研究を

行った。研修生 16 名が、外科的デブリー

ドマンのトレーニングと実技試験で練習用

パッドを使用した。臨地で実践したデブリ

ードマンの観察評価では全員が合格基準を

満たしており、約 1/4 の症例で出血状況の

際に適切な対処を行えたことが明らかとな

った。 

里光ら（2018）は、A 研修機関で実施さ

れている気管カニューレ交換に係る教材に

ついて、研修を修了した看護師の評価をも

とに教材の改善点について検討した。A 研

修機関のプログラムで呼吸器関連（長期呼

吸療法；気管カニューレの交換）の修了認

定を受けた看護師を対象とし、インタビュ

ー調査を行った。対象となった看護師は 7

名で、全員が医師の指導を受け、看護師単

独での実施の場合も事故なく実施されてい

た。教材に追加されるとよい情報は、1)気



管カニューレ抜去時に感じる抵抗、2)気管

カニューレ挿入時に感じる抵抗、3)気管孔

に発生した肉芽の視覚的情報、4)気管孔の

状態と術式との関連、5)気管カニューレの

種類と用途に関する詳細、6)人工呼吸器装

着患者の気管カニューレ交換の手順、7)気

管カニューレ交換時のフランジの固定手技、

8)カニューレを固定する紐の結び方、9)ス

タンダードプリコーションの重要性であっ

たことが報告された。 

 

（3）特定行為研修を組み込んだ認定看護

師教育課程に着目した研究（2 件） 

 狩野ら（2022）は、特定行為研修を組み

込んでいる認定看護師教育課程(以下、B

課程)への移行に関する認定看護師教育機

関(以下、教育機関)の現状と課題について、

教育機関の責任者を対象に質問紙調査を実

施した。その結果、9 教育機関中 B 課程移

行予定は 2 機関だったが、B 課程に対する

ニーズや課題を検討し方向性を決定すると

の回答が 2 機関からあった。B 課程に移行

する機関の課題は、運営費および教育施設

の整備、指導医の確保などのハード面と、

受講生確保であったことが報告された。 

前澤ら（2022）は、B 課程に対する A 県

内の看護師のニーズについて、A 県内の医

療機関および訪問看護ステーションに勤務

し、臨床経験 5 年以上の看護師 667 名を対

象に質問紙調査を実施した。その結果、B

課程受講に関する看護師の認識は【チャン

スと看護力向上への動機づけによる受講】

【県内受講による学習時間と環境の保持】

【職場の理解不足による受講のためらい】

【修了認定後の不安】【リモート受講や聴

講システムの要望】【認定看護師を目指す

若い看護師を応援】であった。 

 

4）医師と特定行為研修修了者のタスクシ

ェアやタスクシフトに関する研究（8 件） 

（1）特定行為研修修了者による特定行為

実施に着目した研究（5 件） 

亀田ら（2025）は、心臓血管外科医と特

定行為研修修了看護師とのタスクシェアの

現状と課題について、40 歳以下の心臓血管

外科医および心臓血管外科に専従する特定

行為研修修了者を対象にアンケート調査を

実施した。調査の結果、心臓血管外科医 63

名、特定行為研修修了者 83 名から回答が

得られた。術後管理や処置の一部において

はタスクシェアが進んでいたが、手術関連

業務や緊急対応では限定的であることが示

された。看護師側からは、自身の役割や処

遇、教育体制に対する課題が多くあげられ

たことが報告された。 

内田ら（2024）は、看護師の特定行為に

よるタスクシフトに関連した検査オーダー

の実施状況およびその効果について、医師

と共同し作成したプロトコールに沿って検

査オーダーを実施した件数及びタスクシフ

トの実施状況を評価した。その結果、特定

行為研修修了者６名により、期間中に 30

件(脳卒中 57%、急性冠症候群 20%、ショ

ック 7%、外傷 3%、急性腹症 105、呼吸不

全 3%)のオーダーがなされた。診療科は救

急科が 26 件と多かったが、脳神経外科 2

件、消化器内科 1 件、消化器外科 1 件と救

急科以外の診療科でもオーダーがあった。

看護師の特定行為により救急科以外の診療

科においてもタスクシフトが実現したこと

が報告された。 

山崎ら（2022）は、特定行為研修修了者



導入による医師の時間外労働の変化につい

て、診療看護師ならびに特定行為研修修了

者導入前の 2017 年 1 月～3 月の症例と、導

入後の 2021 年 1 月～3 月の症例を対象に比

較検討を実施した。月間入院件数（p=0.1）、

「 手 術 件 数 （p=0.15） 平 均 在 院 日 数

（p=0.15）、と 2021 年、2017 年と有意差

を認められなかったが、常勤医師一人あた

りの平均時間外 2017 年 106 時間、2021 年

89.2 時間と有意に減少していた（p=0.04）

ことが明らかにされた。 

中原ら（2022）は、外科配属 NP の現状

を示すことで特定行為実践の有効性を明ら

かにするため、外科配属 NP1 名が実施し

た特定行為の実施件数と手術助手として外

科医と協働した手術件数と時間を調査した。

外科配属 NP1 名は、外科領域に関連した

六つの特定行為を年間 162 件実施し、各種

ドレーンの抜去は全体の 6 割以上と実施頻

度が高く、PICC の挿入は月 1 件以上の頻

度で実施していた。また、外科配属 NP が

助手やスコピストの役割で参加した手術件

数は年間 116 件で，手術参加時間は年間

454 時間であったことが報告された。 

江島ら（2024）は、2022 年、2023 年と

規制開始施行前のタスクシェア／シフトの

現状について、全国国立大学病院手術部会

議を通じ全国の国立大学病院 43 施設（外

科医師，麻酔科医師，看護師）を対象に、

アンケート調査を実施した。回答者の内訳

は，2022 年と 2023 年を併せて手術部部長

18.1％，手術部副部長 55.4％，手術部看護

師長 24.5％，職種は外科医師 13.8％，麻酔

科医師 64.9％，看護師 21.3％であった。

2023 年 6 月 1 日において働き方改革に取り

組んでいる施設は 81.4％であった。外科医

師から多職種へのタスクシェア／シフトの

取り組みは 4 項目延べ 8 施設でと少数であ

り、他職種による手術助手は特定行為研修

修了者による 1 施設のみであった。一方、

術中麻酔補助業務は、特定行為研修修了者

など看護師などによって 20 施設で行われ

ていた（特定部分のみ抜粋）。また、手術

部看護師に対する取り組みは、27 業務、延

べ 94 施設で実施され、看護師への最多の

取り組みは、手術器材のピッキング、手術

器械準備、麻酔器材ピッキングの延べ 14

施設であったことが報告された。 

 

（2）特定行為を実施していない文献（特

定行為研修修了者の導入によるタスクシフ

トの効果・意識・期待に関する文献）（3 件） 

 中村ら（2024）は、積極的にタスクシフ

トを導入した 2020 年 1 月以降 2022 年 12

月までに開心手術を施行した 75 歳以上の

95 例(平均年齢 80.1 歳)の周術期リスクス

コア EuroSCORE II および JapanSCORE2

と心臓血管外科医師の時間外勤務時間の推

移について検討した。開心手術例 95 例に

つ い て 、EuroSCORE II は 3.9%、

JapanSCORE2 による予測死亡率は 3.7%、

死亡および主要合併症発生率は 18.1%であ

った。術後 30 日以内死亡は 1 例(1.1%)、

病院死亡は 4 例(4.2%)であり、ICU 入室期

間の中央値は 3 日、術後入院期間の中央値

は 24 日とされた。2020 年時点で常勤医は

2 名であったが 2021 年より 1 名増え、

Semiclosed ICU、医療事務作業補助者、特

定行為研修修了看護師 1 名の導入により、

医師の病院滞在時間は 207 時間から 185 時

間に、時間外勤務時間は 64 時間から 41 時

間に減少したことが示された。 



長嶺ら（2020）は、麻酔科医以外のメデ

ィカルスタッフが麻酔業務にどのように関

わっているかについて、鹿児島県県域麻酔

科関連の麻酔科部長を対象にアンケート調

査を実施した。20 施設中 18 施設から回答

を得られ（回答率 90％）、麻酔科医は周術

期業務 21 項目のうち 10 項目（47％）にお

いて改善の余地があると感じていた。術前

管理に関する業務では、5 項目のうち 3 項

目（60％）において業務改善の余地がある

とされ、麻酔科医から特定行為研修修了者

への業務移譲が期待されているのは 1 項目

（（1）術前状態の診察と評価）であった。

麻酔の導入・維持・術中管理に関する業務

では、11 項目のうち 5 項目（45％）におい

て業務改善の余地があるとされた、5 項目

のうち 1 項目（（12）生体情報のモニタリ

ング）は麻酔科医から一般看護師への業務

移譲が期待され、4 項目（（13）麻酔深度

の調節、（14）静脈内への薬物投与、（15）

呼吸、循環、代謝管理、（16）麻酔記録の

記載）は麻酔科医から特定行為研修修了者

への業務移譲が期待されていたことが示さ

れた。 

伊富貴（2021）は、日本の地域医療に米

国の NP と特定行為研修修了者を導入した

場合の診察料シミュレーションを行うとと

もに、訪問看護師 3 名へのインタビューを

通じて日本の地域医療の課題と NP 導入に

よって期待される効果について調査した。

診察料シミュレーションは訪問看護記録お

よび受診記録から実施された。その結果、

NP 導入により平均して介護保険で 29%、

医療保険で 21%、特定行為研修修了者導入

により介護保険で 2%、医療保険で 5%の削

減効果が確認された。また、訪問看護師に

対するインタビューから、医師の指示の範

囲でしか対応できないことなど課題を感じ

ており、NP などの高度実践者の導入によ

り在宅医療におけるコーディネートとして

活動するなどの効果が期待されていること

が明らかとなった。 

 

5) 看護管理者からみた特定行為研修に関

する研究（8 件） 

(1) 看護管理者の特定行為研修に対する

認識や意向に着目した研究（3 件） 

 草野ら（2022）は、重症心身障害児(者)

施設・病院 204 ヶ所の看護管理者を対象に、

特定行為を必要とする入所者の状況と特定

行為に関する見解について、質問紙調査を

実施した。その結果、施設内の特定行為を

必要とする対象者数の平均値では,「胃ろ

うカテーテル等の交換」が 23.9 人と最も多

かった。看護管理者は「気管カニューレの

交換」に対して特定行為を行うことに肯定

的な回答は 63.4%であった。また,「特定看

護師は施設内で必要か」については,肯定

的な回答が 55.1%であり、「特定行為研修

を受講させたいか」の質問については、否

定的な回答が 53.6%であった。 

村上ら（2021）は、へき地医療拠点病院

の看護管理者の特定行為に係る看護師の研

修の認知度や期待、研修状況、必要と考え

る特定行為区分などについて、へき地医療

拠点病院の看護管理者またはそれに準ずる

者を対象に、質問紙調査を実施した。回収

数(率)は 142 部(47.6%)であった。看護管

理者の研修制度の認知度は 96.2%で、80%

前後がへき地医療において活動に「大変期

待」「期待している」であった。さらに、

必要だと考えている特定行為区分は、「創



傷管理関連」「栄養及び水分管理関連に係

る薬剤投与関連」「血糖コントロールに係

る薬剤投与関連」「感染に係る薬剤投与関

連」の順で多かったことが明らかとなった。 

渡部ら（2019）は、訪問看護師が特定行

為研修を受講する際の課題を明らかにする

ため、A 県の訪問看護ステーション管理者

8 名を対象に半構造的面接調査を実施した。

その結果、訪問看護師が特定行為研修を受

講する際の課題は【本人のレディネス】

【負担の大きさ】【受講の条件】の 3 つの

カテゴリーに整理された。研修を受講する

には、受講者の明確な意思や受講に値する

看護師の実践能力といった【本人のレディ

ネス】が重要であり、遠方での受講が困難、

長期間受講することの負担、受講により現

状の業務継続や両立が困難といった【負担

の大きさ】を考慮する必要性が示された。

さらに【受講の条件】として家庭環境を考

慮すること、所属機関の承認、同僚の理解、

受講費用の負担、事業所が受講環境を整え

ることが必要であることが示された。 

 

（2）看護管理者の特定行為研修修了者に

対する認識や支援に着目した研究（2 件） 

 山本ら（2023）は、病院における特定行

為研修修了者の導入・配置が，病院の看護

管理者（看護部長）の特定行為研修に対す

る認識や期待とどのように関係するかを明

らかにするため、全国 300 床以上の全病院

の看護管理者(看護部長)412 名を対象に、

オンライン調査（調査票）を行った。その

結果、特定行為研修の効果への期待につい

ては，因子 3「協働の推進」のオッズ比が

1.32（p＜0.001）となっており、得点の増

加に伴い研修修了者がいる確率が高いこと

が示された。一方で、有意ではないものの

因子 1 「看護師のスキルアップ」はオッズ

比が 0.87（p＝0.069）と負の関係となって

いた。特定行為研修の意義に関する認識は、

項目 1 「自院の診療・ケアに良い影響を与

えうる制度である」のオッズ比は 1.66（p

＝0.008）であり、得点の増加に伴い研修

修了者がいる確率が高くなっていたことが

報告された。 

佐伯ら（2023）は、急性期病院に修了者

を導入し、複数の修了者の活動を支援する

管理者の管理実践の要素を明らかにするこ

とを目的に、急性期病院で修了者の活動を

支援する管理実践に関する全国調査を 300

床以上の病院の施設管理者と看護管理者を

対象に、オンラインで半構造的面接法によ

る個別インタビューを実施した。その結果、

特定行為研修修了者の活動を支援する管理

者の管理実践には、「組織における修了者

の活躍を期待する」「組織における修了者

活用のニーズを把握する」「特定行為研修

制度及び修了者に対する理解を得る」「組

織の機能に応じた修了者の配置計画を立案

する」「特定行為研修に看護師を送り出し

て受講継続を支援する」「組織の構想に応

じて修了者を配置する」「組織で修了者が

活動継続するための環境を整える」「修了

者の活用による効果を見出す」「組織の構

想に応じて修了者の活動を調整する」「修

了者の活動を多様な対象に周知する」が含

まれていたことが明らかとなった。 

 

（3）看護管理者からみた特定行為研修修

了者のキャリア形成と能力活用に着目した

研究（3 件） 

 中込ら（2022）は、特定行為研修を受講



した認定看護師の育成に関する看護管理者

の意向を明らかにするため、A 県内の病院

60 施設ならびに訪問看護ステーション 53

施設の看護管理者に質問紙調査を実施した。

看護管理者 40 名から回答が得られた（回

収率 35.4％）。施設に所属する認定看護師

に特定行為研修を勧める意向を示したのは、

病院看護管理者が 6 名、訪問看護ステーシ

ョン管理者が 2 名であった。研修を勧めな

い意向を示したのは、病院看護管理者が 16

名、訪問看護ステーション管理者が 5 名で

あった。受講を勧めるのは、認定看護師の

【さらなるキャリアアップ】【組織内外の

看護の質向上に貢献】等で、勧めないのは

【組織では必要としていない】【活用する

組織内の環境が整っていない】【特定行為

への懸念】【活動がつかめない】【マンパワ

ー不足】等が理由であったことが示された。 

杉山ら（2020）は、国立高度専門医療研

究センターおよび国立病院機構における特

定行為研修修了者の活動を明らかにし、キ

ャリア形成のための支援のあり方を検討す

るため、特定行為研修修了者が複数所属す

る国立高度専門医療研究センターまたは国

立病院機構の看護管理者 5 名を対象にイン

タビュー調査を実施した。対象者の活動は

卒後教育背景によって大きく 2 種に分類さ

れ、共通点や相違点が見出された。インタ

ビューから生成された 6 テーマのうち、修

士課程を修了しすべての特定行為研修を修

了した看護師に特化したテーマは「日々の

経験を活かして役割を模索する」「看護師

とは異なる立ち位置で診療を補助する」で

あった。一方、認定看護師として専門領域

の特定行為研修を修了した看護師看護師に

特化したテーマは「チームの一員として看

護を実践する」であった。共通するテーマ

は「医師の指導や医師との連携で自分のア

セスメントを向上させる」「特定行為を単

独で実施する」「高度実践看護師として看

護師ケアを行う」であったことが報告され

た。 

高尾ら（2024）は、病院の看護管理者が

認識する特定行為研修修了者の能力活用の

実態について、就職先施設種別が病院とな

っている特定行為研修修了者の所属する関

東甲信越の 364 施設の看護管理者、特定行

為研修修了者を対象に質問紙調査を実施し

た。回答は看護管理者 90 名、特定行為研

修 修 了 者 170 名 か ら 得 ら れ た(回 収 率

18.6%)。看護管理者が認識する能力を活

用できている群（以下、活用群とする）は

107 名(68.6%)、能力を活用できていない

群(以下、非活用群とする)は 43 名(27.5%)

であった。活用群では「後続の研修修了者

のサポート・指導」「研修制度や研修修了

者の活動についての組織的な周知活動」

「修了者の活動内容や問題の共有ならびに

改善策の検討」「組織ビジョンに基づく修

了者の活動体制の調整」「横断的活動がで

きるようにした」と回答した者、制度につ

いて積極的である者、組織のニーズをもと

にした派遣者の決定をした者の割合が統計

学的に有意に多かった。非活用群では特定

行為研修修了者の能力活用が困難と回答し

た者の割合が統計学的に有意に多かったこ

とが報告された。 

 

6）特定行為研修における ICT 活用に関す

る研究（4 件） 

 ICT 活用に関する文献は 4 件であり、そ

のうち３件は研修センターにおける教育に



関する研究で、いずれも鈴木らによって報

告されていた（３件の共著者はそれぞれ異

なる）。 

1 件目の研究（2017）では、ICT を活用

した遠隔教育による「演習」と集合研修の

「シミュレーション実習」の企画の評価を

目的に、自治医科大学看護師特定行為研修

センターで特定行為基礎実習Ⅰを履修でき

た研修生 52 名を対象に、質問紙調査を実

施した。その結果、ARCS モデルの注意、

関連性、満足感は肯定的評価を得ており、

遠隔教育による演習から集合研修のシミュ

レーション実習へ繋ぐ企画の効果はあった

ことが示された。 

２件目の研究（2018）では、ICT を活用

して行った看護教員の指導の効果を研修生

が得た学びから考察し、共通科目の実習指

導の看護教員の関わりと今後の課題を見出

すことを目的に、自治医科大学看護師特定

行為研修センターで共通科目の 7 科目の試

験に合格した研修生 83 名を対象に、課題

レポートよりデータを得て分析が行われた。

その結果、7 つの基礎実習 II の実習の学び

が見いだされ、看護教員の指導により実習

目的・到達目標が達成できることが明らか

になった。 

３件目の研究（2017）では、ICT を中心

に学習を行う科目の受講に注目し、就労し

ながら、ICT を活用した看護師特定行為研

修を遠隔で受講するうえでの困難な思いを

明らかにし、ICT を活用した遠隔教育の推

進に向けた学習の支援方法を検討すること

を目的に、自治医科大学看護師特定行為研

修センターの研修生 24 名を対象に、半構

成面接法によるグループインタビューが実

施された。就労継続支援型で特定行為に係

る看護師の研修を受講するうえでの 10 の

困難な思いは、【事前の全体概要の理解不

足】【ネット環境の調整不備】【使いこなせ

ていない Moodle への歯がゆさ】【顔の見え

ない者同士の意見交換での遠慮】【学習内

容の多さ】【思うように進まない自分の理

解度を自覚】【モチベーション野維持困難】

【学習時間の確保の難しさ】【特定行為に

係る看護師の研修制度の認知度の低さ】

【職場や家族のサポート不足・理解不足】

であった。 

残りの 1 件は、看護職を対象とした ICT

を用いた教育・研修の実態と課題に関する

文献であった。江角ら（2017）は、看護職

を対象とした ICT による教育・研修の実態

と課題を明らかにし、看護師が就労する地

域や施設の規模による受講機会や研修内容

の格差を最小限にする方策を検討するため、

特定機能病院全 83 施設、へき地医療拠点

病院全 258 施設、へき地医療拠点病院以外

で単科ではない 100 床以上 400 床未満の病

院全 459 施設、計 800 施設の看護職教育に

ついて責任ある立場にある各施設の代表者

を対象に質問紙調査を実施した。回収数

（ 率 ） は 、 特 定 機 能 病 院 は 34 施 設

（41.0％）、へき地医療拠点病院 113 施設

（43.8％）、100 床以上 400 床未満の病院

165 施 設 （35.9％ ）、 合 計 で 312 施 設

（39.0％）であった。ICT 教育等を実施し

ているのは特定機能病院では約 7 割で、へ

き地医療拠点病院及び 100 床以上 400 床未

満の病院よりも有意に割合が高かった。実

施群の教育対象者の課題である「モチベー

ションが続かない」は、へき地医療拠点病

院及び 100 床以上 400 床未満の病院では特

定機能病院よりも有意に割合が高かった。



未実施群の組織上・実施上の課題は、病院

種別に関わらず「運用・管理の経費が大き

い」、「ICT 環境が整っていない」の順に多

かったことが報告された。 

 

7）レビュー論文（3 件） 

 橋野ら（2025）は、診療看護師や認定看

護師などの資格を有しない特定行為研修修

了者の実践や活動についてのスコーピング

レビューを実施した。その結果、491 件が

抽出され、重複の除外、研究内容との合致

などを確認し、最終的に 6 件を分析対象と

した。対象文献は、症例・事例報告 3 件、

研究が 3 件であった。症例・事例報告での

特定行為区分は呼吸器関連 1 件、ろう孔管

理関連 1 件、創傷管理関連が 1 件であった。

研究報告は全て特定行為研修修了者による

特定行為の効果に関する研究であり、研究

デザインは質的研究、比較研究、後方視的

調査研究であった。特定行為区分・特定行

為は気管カニューレの交換、人工呼吸器か

らの離脱、精神および神経症状に係る薬剤

投与関連であったと報告された。 

小泉（2023）は、特定行為研修修了者が

看護の関わりの中で活躍していくために、

今後どのような研究課題が求められている

かについて文献レビューを実施した。122

件が抽出され、看護師の特定行為に関する

研究論文 15 件を分析対象とした。看護師

の特定行為に関する研究の動向について、

「特定行為研修制度への認識や研修を修了

した看護師への期待に関すること」、「特定

行為を行う看護師の看護実践に関すること」

や「特定行為研修の教育に関すること」に

ついて研究されていたことが報告された。 

樋口ら（2021）は、特定行為研修修了生

の活動や成果に関する研究の動向と課題に

ついて文献レビューを実施した。252 件が

抽出され、最終的に 9 件を分析対象とした。

そのうち 2 件は試行事業修了生を対象とし、

4 件は当該研修修了生が対象と明記されて

いた。残りの 2 件について明記はなかった

が、記載より当該研修修了生が対象である

と判断された。研究方法は、質的研究 4 件

(インタビュー法 3 件、参加観察法 1 件)、

量的研究が 5 件(質問紙法 2 件など)であっ

た。研究の内容を整理したところ、試行事

業修了生あるいは当該研修修了生の活動の

実態を明らかにすることを目的とした研究

と活動の評価を行うことを目的とした研究

に大別できることが報告された。 

 

Ｄ 考察 

1. 特定行為研修に関する研究の概観 

 分析対象とした 75 件の文献の発行年は、

2019 年以降に文献数の増加がみられた。

特定行為研修制度が 2015 年に開始され、

研修修了者の増加し、また、制度が周知さ

れ重要性が認識されるとともに、研究が活

発化したためと推測される。 

研究デザインに関しては、量的研究が全

体の過半数を占め、記述的研究が最も多く、

介入を伴う実験的研究は少数であった。こ

れは、制度開始から年数が浅く、まずは研

修修了者の活動状況や導入後の変化を把握

する基礎的な研究が求められてきたためと

考えられる。また質的研究も一定数みられ

たが、質的記述的研究が中心であった。 

 セッティングに関しては、病院を対象と

した研究が半数以上を占めていた。特に手

術部や循環器などの急性期の診療科や病院

が多かった。これは、医師の業務負担が大



きい急性期領域での研修修了者のニーズが

高いことや、2024 年度から施行された医師

の働き方改革を反映していると考えられる。

次いで、複数の所属先を対象としている研

究が多いことは、特定行為研修者の所属が

病院、在宅、施設など様々な医療現場とな

っていることを示している。一方で、在宅

や訪問看護ステーションを対象とした文献

も一定数みられた。また、研修機関・教育

機関を対象とした文献も 11 件と比較的多

いことから、研修カリキュラムや教育体制

そのものが研究対象として着目されている

ことがうかがえる。 

 研究 対象 に関しては 、NP・ 診療 看護

師・特定行為研修修了者が最も多かったが、

医師、管理者、患者、事務担当者など、多

様な視点から特定行為研修が検討されてい

た。これは特定行為が看護師個人の資格取

得に留まらず、他職種との連携、医療チー

ムでの役割分担、組織マネジメントなど複

数の領域と関連しているためだと考えられ

る。また、研修生に関する文献が 6 件と比

較的少ない点は、研修生の教育課程におけ

る課題よりも、現時点では、研修修了者の

実践の分析が求められていることが背景に

あると考えられる。 

 

2. 研究デザイン別にみた研究内容 

 分析対象の 75 件中、特定行為研修修了

者と NP の実践や活動に関する文献が最も

多かった。その中で、研修修了者導入によ

る効果の検証が行われていたのは量的研究

と質的研究を含めて 27 件中 15 件で、すべ

ての研究において、効果あり、または、医

師のみの群と同等の効果があったと報告さ

れていた。また、事例・症例報告や活動報

告に該当する文献において、効果について

言及されていたのは、9 件中６件であった。

以上から、活動や実践に関する文献のうち、

効果検証を行っている研究は、エビデンス

レベルが低い可能性のある報告も含めて半

数以上存在することが明らかとなった。 

量的研究では、心不全患者の 1 年再入院

率や再入院低減効果（水川ら、2025a,b）、

人工呼吸管理を受けている術後患者の ICU

滞在期間、人工呼吸器使用日数、総入院日

数、リハビリテーション処方、ICU および

病院死亡率、ICU 再入院率（Mori ら、

2022）、カテーテル関連血流感染症の発生

率（本持ら、2022）、二次救急外来の滞在

時間（Uranaka ら、2021）、介護施設での

入 院 率 、 救 急 搬 送 率、 胸 部 痛 の 発 生率

（Ono ら、2015）が検証されており、再

入院率、ICU 滞在期間、人工呼吸器使用日

数、感染症発生率、救急外来滞在時間など、

患者アウトカムに関する指標が用いられて

いた。 

質的研究では、気管カニューレ交換の成

果（里光ら、2019）、訪問看護ステーショ

ンに勤務する特定行為研修修了者の特定行

為の実施（浅井ら、2025）、特定行為研修

修了者の実践に繋がらない要因(阻害要因)

および実践に繋がった要因（促進要因)

（佐藤ら、2024）が検証され、特定行為の

実施状況や阻害・促進要因が明らかにされ

ており、導入後の課題に関する示唆が得ら

れていた。 

 

3. 特定行為研修制度、特定行為研修修了

者、NP における意識や認識 

 意識や認識については、特定行為研修修

了者および NP と、それ以外で分類された。 



特定行為研修修了者、NP の意識や認識で

は、日本における NP 役割の導入に関する

障壁と促進要因（Suzuki ら、2024）、職業

的アイデンティティと自尊感情および職務

満足感との関連（植田ら、2024）、医療行

為における法的責任（Sugiyama ら、2020）、

医療チームの中で自らの看護実践の変化

（樋口ら、2020）と、さまざまな視点から

検証されていた。一方、特定研修を受けて

いない看護師の認識（齋藤ら、2019）では、

災害時に研修修了者が特定行為を実施する

必要性が認識されていた。受講ニーズに関

する文献では、訪問看護師は内容理解と受

講希望は低く、懸念と抵抗感が高くなると

認知が低いこと（富田ら、2021）が示され、

病院看護師は、施設規模ごとで受講を希望

する特定行為区分に違いがあり、受講への

障害は「受講費用」「仕事との両立」など

があること（八木ら、2018）、急性期病院

に勤務する看護師は、特定行為研修に対し

て関心が低いことが示された。受講ニーズ

が低い要因について、ニーズ以前の問題で

ある、制度への理解不足、受講費用、通常

の業務負担が大きいこと等があることが明

らかとなった。 

特定行為研修制度自体に対する意識や認

識では、病院看護師と訪問看護師を対象に

した文献がみられた。病院看護師は、特定

行為研修制度の必要性を認識しているが、

キャリア選択や子育て期の要因、管理業務

との両立など、受講が困難になる課題が示

されていた。訪問看護師は、特定行為制度

の導入が必要（畠山ら、2015）と認識して

おり、導入を期待する一方、懸念や抵抗感、

運用の課題（佐藤ら、2020）が示されてい

た。 

医師の意識や認識については、患者や家

族に対する精神的な負担軽減や治療への理

解促進、医師の負担軽減、看護師からの報

告精度の向上、医師対応の業務時間確保

（江角ら、2020）が報告されていた。また、

へき地診療所の医師は、研修修了者導入に

期待していたが、医師の負担軽減や診療支

援への期待は低い傾向がある（村上ら、

2022）ことが示されていた。患者を対象と

した文献は 1 件であったが、特定行為に対

しては高評価が得られていた（畠山ら、

2015）。 

以上から、研修を受けていない看護師や

他職種からの特定行為研修に対する意識や

認識は、全体的に導入の必要性が認識され、

特に医師からは、導入が自らの業務負担に

直結することから、研修修了者への期待が

高いことが明らかとなった。しかし、研修

を受けていない看護師に関しては、現時点

での立場における通常業務の負担がある中

で、受講への抵抗感があることがうかがわ

れ、制度理解の促進や、受講環境の整備へ

の取り組みが求められることが示唆された。 

 

4. 教育および研修・教育機関 

 教育、研修の教材・トレーニング、認定

看護師教育課程に組み込んだ研修など多面

的な視点から研究が行われていた。教育に

関しては、PICC 留置の On the job training 

（OJT）の安全性（川谷ら、2024）、倫理

教育の内容や方法の実態（中釜ら、2024）、

研修に対するニーズ（上野ら、2023）、研

修体制の実態（長谷川ら、2023）、看護教

員の指導の効果（鈴木ら、2021）、研修生

に 必 要 と な る Shared Decision Making

（SDM）の教育内容（関山ら、2020）と、



手技の安全性や教育・研修体制の実態が示

されていた。 

教材・トレーニングに関しては、医師向

け US シミュレーションコースが JNP の画

像 取 得 ・ 読 影 能 力 向 上 に つ な が る か

（Yamadaら、2023）、オリジナルで開発し

た練習用パッドの有用性（鈴木ら、2019）、

気管カニューレ交換に係る教材の改善点

（里光ら、2018）について検討され、シミ

ュレーション教育や練習用パッドの活用が

学習効果を高める可能性が示されていた。 

認定看護師教育課程に組み込んだ研修に

関しては、B 課程への移行における現状と

課題（狩野ら、2022）、B 課程に対する A

県内の看護師のニーズ（前澤ら、2022）に

ついて検討され、受講生のニーズの把握や

研修機関のハード面での課題が明らかにさ

れていた。 

 

5. 医師と特定行為研修修了者のタスクシ

ェアやタスクシフト 

 特定行為研修修了者が特定行為を実施し

ている文献と、特定行為を実施していない

が、研修修了者の導入によるタスクシフト

の効果・意識・期待に関する文献の二つに

分けられた。特定行為研修修了者が特定行

為を実施している文献では、特定行為研修

修了者導入による医師の時間外労働の変化

（山崎ら、2022）、外科配属 NP による特

定行為実践の有効性（中原ら、2022）、規

制開始施行前のタスクシェア／シフトの現

状（江島ら、2024）が検討され、これらの

文献では、具体的な実施件数や業務内容が

報告され、研修修了者の活動が医師の業務

負担軽減に寄与していることが明らかとな

った。 

一方、特定行為を実施していない文献で

は、開心手術を施行した患者の周術期リス

ク ス コ ア EuroSCORE II お よ び

JapanSCORE2 と心臓血管外科医師の時間

外勤務時間の推移（中村ら、2024）、麻酔

科医以外のメディカルスタッフの麻酔業務

への関わり（長嶺ら、2020）、診察料シミ

ュレーションを行った日本の地域医療の課

題と NP 導入によって期待される効果（伊

富貴、2021）が検討され、これらは医師の

立場から導入効果を評価したもので、研修

修了者の配置が業務効率化や医師の働き方

改革に寄与する可能性が示されていた。 

 

6. 看護管理者からみた特定行為研修 

看護管理者の特定行為研修に対する認識

や意向、看護管理者の特定行為研修修了者

に対する認識や支援、看護管理者からみた

特定行為研修修了者のキャリア形成と能力

活用の 3 つに分類された。 

看護管理者の特定行為研修に対する認識

や意向については、重症心身障害児(者)施

設・病院の入所者の状況と特定行為に関す

る見解（草野ら、2022）、へき地医療拠点

病院の特定行為に係る看護師の研修の認知

度や期待、研修状況、必要と考える特定行

為区分（村上ら、2021）、訪問看護師が特

定行為研修を受講する際の課題（渡部ら、

2019）が検討されていた。これらの研究か

ら、一般病院とは異なる特定の領域の看護

管理者が、特定行為実施については肯定的

な認識をしている一方、受講をさせたいか

については慎重な意見があり、課題が多い

ことが確認された。 

特定行為研修修了者に対する認識や支援

については、山本ら（2023）は、病院の看



護管理者の認識や期待について、特定行為

研修修了者の配置は、協働への期待や制度

への肯定的な認識と関連があるが、看護師

のスキルアップへの期待とは一致していな

いことを示した。佐伯ら（2023）は、特定

行為研修修了者の活動を支援する管理者の

管理実践は、組織内で人材活用のための多

角的な働きかけで構成されていることを明

らかにした。 

研修修了者のキャリア形成と能力活用で

は、特定行為研修を受講した認定看護師の

育成に関する看護管理者の意向（中込ら、

2022）、特定行為研修修了者の活動からの

キャリア形成のための支援のあり方（杉山

ら、2020）、特定行為研修修了者の能力活

用の実態（高尾ら、2024）が検討されてい

た。これらから、研修修了者の活用には、

管理者の特定行為への理解促進や組織の環

境整備、研修修了者の卒後教育背景を踏ま

えたキャリア形成が必要であることが示唆

された。また、能力活用を積極的に取り組

んでいる管理者が多い一方で、能力活用が

困難であると認識する管理者も一定数存在

することが確認された。 

 

7. ICT 活用 

 ICT 活用に関する文献は、鈴木らによる

自治医科大学看護師特定行為研修センター

における教育に関する研究が 3 件報告され

ていた。これらの文献では、ICT を活用し

た遠隔教育による「演習」と集合研修の

「シミュレーション実習」の企画の評価、

ICT を活用した看護教員の指導の効果、就

労しながら ICT を活用した看護師特定行為

研修を遠隔で受講するうえでの困難な思い

について検討され、ICT 活用による教育効

果や、ICT で遠隔教育を受けるうえでの課

題について示されていた。 

看護職を対象とした ICT 教育の実態と課

題については、江角ら（2017）が報告して

おり、特定機能病院では ICT 教育の実施率

が高い一方、へき地や中規模病院ではモチ

ベーション維持の困難さや ICT 環境の不備

が課題として確認された。 

 以上から、研修受講において ICT は重要

な教育手段となりつつあるが、受講者の支

援や ICT 環境の整備に課題があることが示

唆された。 

 

E 結論 

 本研究では、特定行為研修に関する研究

動向を概観した。2019 年以降に増加傾向

がみられ、病院を対象とした研究が半数以

上を占めていた。特に手術部や循環器など

の急性期の診療科や病院が多いことが明ら

かになった。特定行為研修の教育および研

修・教育機関に関する研究が多く報告され

ていた。一方、特定行為研修修了者の導入

効果を検証した研究は少なく、特定行為研

修者の導入効果が期待されている在宅医療

における報告は見当たらなかった。今後、

在宅医療における特定行為研修修了者の導

入効果の検証が求められる。 

 

F 健康危険情報 

なし 

 

G 研究発表 

なし 

 

H 知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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要旨 

【目的】本研究では、海外の NP 研究で用いられているアウトカム指標を整理し、日本

の訪問看護および高齢者施設における特定行為研修修了者の導入効果を評価するための

アウトカム指標を検討することした。 

【方法】文献検索は、PubMed を用いた。検索語は、“nurse practitioner”, “primary 

care”, “home healthcare”, “skilled nursing facility”, “outcome” “indicator”, “systematic 

review”, “review”を組み合わせて用いた。検索対象期間は、2016 年 4 月以降、原著論文

についてはレビュー論文に含まれない最新知見を補完するためにレビューの対象となっ

ていなかった 2020 年以降とした。収集した文献は重複を除去した後、タイトル・抄録

スクリーニングを実施した。その後適格性がある論文の全文レビューを行なった。 

【結果】スクリーニングの結果、23 件の一次論文が本レビューの対象として選定され

た。分析結果は表 1～3 に示す。NP の導入効果の測定指標としては、入院が 15 論文、救

急外来受診が 14 論文、再入院が 5 論文で使用されていた。研究デザイン、設定、および

サンプルにはばらつきがあったものの、NP 主導の在宅プライマリケアは、概して入院

率の低下および救急外来受診回数の減少と関連していた。主観的な健康状態、機能状

態、症状などの患者報告アウトカムに関しては、エビデンスは一貫していなかった。費

用や患者・介護者の満足度も検討されたが、その結果にはばらつきが見られた。 

【結論】プライマリケアにおける NP の導入効果 23 件の一次論文のレビューを行った結

果、入院、救急外来受診、再入院が導入効果を測定する指標として、使用されていた。

研究デザイン、実施環境、対象集団にはばらつきが見られたものの、ナースプラクティ

ショナー主導の在宅プライマリケアは、概して入院や救急外来受診の減少と関連してい

た。 



A 目的 

 世界的に人口の高齢化と慢性疾患の増加

が進み、医療ニーズはより複雑化している

[1]。多くの国ではプライマリケア医の不

足や地域偏在が深刻化しており[2-4]、医

師のみでは増大する医療需要に十分対応で

きない状況にある。このような状況の中、

在宅医療を提供する看護師は、医師の直接

的な関与が限られる環境において、患者の

状態を包括的に評価し、自ら判断・意思決

定を行いながらケアを提供する重要な役割

を担っている[5-7]。 

海外では、プライマリケア領域における

ナースプラクティショナー（NP）の導入

効果について、多数の研究が蓄積されてい

る。特に、北米や西欧諸国では、診療範囲

が拡大された看護専門職を組み込んだプラ

イマリケアモデルが導入されており、シス

テマティックレビューでは、予定外の入院、

救急外来受診、ナーシングホーム入所の減

少や健康状態の改善などが主要アウトカム

として報告されている[8-9]。一方、日本

においては、特定行為研修修了者の活用が

進められているものの、訪問看護ステーシ

ョンや高齢者施設における導入効果をどの

ような指標で評価すべきかについては明確

ではない。海外の NP 研究で用いられてき

たアウトカム指標を整理し、日本の在宅・

高齢者ケア領域に適用可能な指標を検討す

ることは、今後の導入評価や制度設計に資

する重要な課題である。 

そこで本研究では、海外の NP 研究で用

いられているアウトカム指標を整理し、日

本の訪問看護および高齢者施設における特

定行為研修修了者の導入効果を評価するた

めのアウトカム指標を検討することした。 

 

B 方法 

 本研究では、プライマリケア領域におけ

る Nurse practitioner（NP）の導入効果を

検討したレビュー論文および原著論文を対

象とし、用いられているアウトカム指標を

抽出・整理し、日本の訪問看護ステーショ

ンおよび高齢者施設における特定行為研修

修了者の導入効果に適応可能なアウトカム

指標を検討した。 

 文献検索は、PubMed を用いた。検索語

は 、“nurse practitioner”, “primary care”, 

“home healthcare”, “skilled nursing facility”, 

“outcome” “indicator”, “systematic review”, 

“review”を組み合わせて用いた。検索対象

期間は、2016 年 4 月以降、原著論文につい

てはレビュー論文に含まれない最新知見を

補完するためにレビューの対象となってい

なかった 2020 年以降とした。採択基準な

らび除外基準は以下の通りであった。 

1）採択基準 

 NP または高度実践看護師（Advanced 

Practice Nurse）を対象としている 

 プライマリケア領域のうち、訪問看護ス

テーション、高齢者施設（日本でいう、

高 齢 者 施 設 （Skilled nursing facility, 

Nursing home）での実践を扱っている 

 NP 導入効果に関するアウトカムを報告

している 

 レビュー論文または原著論文である 

 英語または日本語で記載されている 

2）除外基準 

 訪問看護ステーションならびに高齢者施

設以外を対象とした研究 

 教育プログラム評価を目的とした研究 

 特定の疾患や特定の状態の患者を対象と



した研究 

 アウトカム指標の記載が不十分な研究 

 会議録、論説、レター 

 

収集した文献は重複を除去した後、タイ

トル・抄録スクリーニングを実施した。そ

の後、適格性がある文献について全文レビ

ューを行なった。 

 

Ｃ 結果 

 スクリーニングの結果、23 件の一次論文

が本レビューの対象として選定された。分

析結果は表 1～3 に示す。 

 NP の導入効果の測定指標としては、入

院が 15 論文、救急外来受診が 14 論文、再

入院が 5 論文で使用されていた。 

研究デザイン、設定、およびサンプルに

はばらつきがあったものの、NP 主導の在

宅プライマリケアは、概して入院率の低下

および救急外来受診回数の減少と関連して

いた。主観的な健康状態、機能状態、症状

などの患者報告アウトカムに関しては、エ

ビデンスは一貫していなかった。費用や患

者・介護者の満足度についても検討された

が、その結果にはばらつきが見られた。 

 

Ｄ 考察 

 研究デザイン、実施環境、対象集団には

大きなばらつきが見られたものの、ほとん

どの研究で NP 主導の在宅プライマリケア

に関するアウトカムが評価されており、再

入院率の低下や救急外来受診回数を低下さ

せる可能性があることが示された。しかし、

健康状態に関するアウトカムについては、

結果に一貫性がなかった。 

 

E 結論 

 プライマリケアにおける NP の導入効果

23 件の一次論文のレビューを行った結果、

入院、救急外来受診が、再入院が導入効果

を測定する指標として、使用されていた。 

 研究デザイン、実施環境、対象集団には

ばらつきが見られたものの、ナースプラク

ティショナー主導の在宅プライマリケアは、

概して入院や救急外来受診の減少と関連し

ていた。 

 

F 健康危険情報 

なし 

 

G 研究発表 

なし 

 

H 知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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表 1 NP による Home-based inetervention によるアウトカム（14 文献）：Sun et al（2023）による Systematic Review から 
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No First 

author, Year 

Design/

Timelin

e 

Population 

age/focus 

Sample 

demographics 

NPs’ role in home-

based 

Intervention/Visits 

schedule 

Main Outcome 

[measurement] 

Main findings 

1 Bryant, 

2014 

準実験 

前後/6

カ月後 

高齢者 (65+)/心

不全の在宅患者 

N=18 

Mean age: not 

reported 

Female: 72.2% 

Education ≥ 

high school 

graduate 50.0% 

Race/ethnicity: 

not reported 

個別カウンセリン

グ教育、疾病管理

（治療・評価）、薬

剤調整、ケア調整/ 

3 回のスケジュー

ル訪問（初回、5

週間後、10 週間

後） 

入院 [health 

record], 

 

セルフケア行動 

[self-reported self-

care of heart 

failure index] 

介入前と比較し、入院率が減少（0 vs 1.39 

[SD1.539]） 

セルフケア行動の増加（維持 5.7 (df:16), p 

< .001; 管理 4.9 (df:4), p < .01; 自信 6.9 

(df:17), p < .001.） 

2 Coppa, 

2018 

準実験 

前後 

成人/入院後 7 日

以内に、かつ／ま

たは CMS による

高リスク・高利用

者の基準を満た

し、当該医療圏内

に居住する者 

N=95 

Mean age: 60.6 

Female: 73% 

Education: not 

reported 

Race/ethnicity: 

White 86% 

NP は病歴聴取、

バイタルサイン測

定, 身体診察、薬剤

調整、プライマリ

ケア計画ケア調整/

必要に応じて訪問 

入院、救急外来受

診、緊急診療利用

[insurance claims, 

health records] 

前後比較：救急外来受診回数の減少（1.24

（SD 0.30）対 0.55（SD 0.11）、p <.001）。

入院（0.58（SD0.12）対 0.35（SD.0.07）、p 

>.05）緊急診療受診（0.03（SD0.63）対 

0.04（SD0.02）p >.05) 



3 Counsell, 

2006, 2007, 

2008 

無 作 為

化 比 較

試験 

成 人 (65+)/ 

年収が連邦貧困基

準の 200％未満 

N=951 

介入群 (n=474) 

Mean age: 71.8 

Female: 75.5% 

Education 

>high school 

graduate 37.5% 

Race/ethnicity: 

Black 57.6% 

 

Control 

(n=477) 

Mean age: 71.6 

Female: 76.5% 

Education 

>high school 

graduate 40% 

Race/ethnicity: 

Black 62.4% 

NP はケアプランを

実施し、対面訪問

や電話連絡を通じ

て、医療提供者と

患者、家族または

介護者間のケアを

調整する/ケアプラ

ンの確認のための

初回訪問（自宅）、

月 1 回以上の電話

または対面での連

絡、救急外来受診

または入院後の対

面訪問、および必

要に応じて 

入院、救急外来受

診 [regional health 

information 

exchange] 

 

日 常 生 活 動 作

（ADL）、 生 活の

質 （QOL） 

[AHEAD, SF36 

questionnaire] 

介入群における 2 年間の累積救急外来受診率

（患者 1000 人当たり）は対照群より低かっ

た（1445 vs 1748、p <.05）。2 年間の累積入

院率（患者 1000 人当たり）は両群間で差が

認められなかった（700 vs 740、p >.05）。 

 

2 年間の平均変化量（機能的 ADL および基

本 ADL） は 群 間 で 差 が な か っ た （0.4 

(3.3)/0.2 (2.7) 対 0.6 (3.6)/0.4 (2.7)、p 

>.05）。2 年間の SF-36 身体的健康尺度平均

変 化 量 は 群 間 で 差 が 認 め ら れ な か っ た

（−1.1 (8.9) vs −1.6 (8.8), p >.05）。介入群

は SF-36 精神的健康において 2 年間の改善度

が優れていた（2.1 (10.2) vs -0.3 (10.8), p 

<.001）。 

4 Dick, 2006

（Studies 

were 

provider-

focused） 

質 的 研

究 

成 人 (65+)/ 

虚弱で外出困難な

人 

N=36 

Mean age: 48.2 

Female 100% 

Education 

master 100% 

Race/ethnicity: 

White 97.2% 

NP は健康問題の管

理、ケア調整、指

導・コーチング機

能を担当/必要に応

じて訪問 

入院、救急外来受

診 [Qualitative 

interview] 

 

転倒、死 

[qualitative 

interview] 

 

薬剤投与エラー 

NP は、薬剤投与エラー、転送、救急外来受

診、入院、死亡を予防できていると信じてい

た（インタビュー）。 



[qualitative 

interview] 

5 Hahn, 2005 準 実 験 

前後 

成 人/研 究 対 象 地

域から半径 25 マ

イル圏内に居住す

る知的障害および

発達障害のある成

人 

N=70 

Mean age: 41.3 

(20–65) 

Female: 51.4% 

Education: 

≥high school 

graduate 63.5% 

Race/ethnicity: 

White 75.7%, 

Black 10%, 

Latino 14.3% 

NP は包括的老年期

評価（病歴、身体

診察、聴力スクリ

ーニ ング、歩行 ・

平衡機能、予防的

ケ ア 、 栄 養 リ ス

ク、日常生活動作

機 能 評 価 、 抑 う

つ、社会的支援、

精神状態）を実施

し、処方薬および

市販薬を確認し、

初期の在宅安全評

価を行い、問題点

と推奨事項につい

て郵送で連絡・確

認した/初回、その

後 3 か月ごとに 2～

3 回訪問 

健康リスクの低減 

[questionnaire] 

健 康 リ ス ク が 低 減 し た (前 vs 後 4.7 vs 

3.5, p <.05) 

6 Jones, 2017 準実験 成 人, 85% 70+/ 

在宅患者で高リス

N=1,114 

介入群(n=87) 

NP は退院後 7～14

日以内に訪問を実

入院, 30 日以内の

再入院 

入院件数の減少（治療前 vs 治療後 1.38 vs 

0.74、p <.001）、再入院率の低下（治療前 vs 



クかつ高利用（頻

回な入院、救急外

来 受 診 、 病 状 悪

化） 

Mean age: 

72.31 

Female: 70.1% 

Education: not 

reported 

Race/ethnicity: 

White 33.3% 

 

コントロール群

(n=1,027) 

Mean age: 

80.30 

Female: 76.8% 

Education: not 

reported 

Race/ethnicity: 

White 38.2% 

施し、症状管理、

薬物療法管理、生

活の質向上、ケア

調整および移行支

援を行った。急性

問題発生時の電話

連絡対応/少なくと

も月 1 回訪問 

[questionnaire] 治療後 0.38 vs 0.15、p <.05）。 



7 Kobb, 2003 準 実 験 

前向き 2

群比較 

退 役 軍 人 の 成 人

（Veteran adults）

/慢 性 疾 患 を 有

し、高額な医療費

（25,000 ドル）を

必要とし、過去 1

年間に高頻度で医

療サービスを利用

（2 回 以 上 の 入

院 、 救 急 外 来 受

診、予定外の外来

受診、処方箋 10

回以上） 

N=1401 

介入群(n=451) 

Mean age: 72 

Female: 2% 

Education: not 

reported 

Race/ethnicity: 

White 65% 

 

コントロール群 

(n=1120) 

Mean age: 70 

Female: 2% 

Education: not 

reported 

Race/ethnicity: 

White 70% 

NP は在宅遠隔医療

機器を用いて患者

をモニタリング・

教育し、健康上の

危機を予防する/週

単位および月単位

の連絡、毎日の血

圧測定、重大な変

化があった場合に

は随時訪問 

入院, 救急外来受

診 [medical 

records] 

 

機能的健康 [SF 36 

V questionnaire] 

介入群はコントロール群と比較して入院数が

少なく（−60 vs +27、p 値：未報告）、救急

外来受診数も少なかった（−66 vs +22、p

値：未報告）。 

介入群 281 名において、ベースラインから

12 か月後の身体的健康感の改善が認められ

た（28 vs 40、p 値：未報告）。 

8 Muramatsu 

2004 

質 的 研

究 

成 人/メ デ ィ ケ ア

の在宅療養の定義

を満たしている患

者 

N= unknown 

Interview 

(n=unknown) 

3 つのフォーカ

ス グ ル ー プ 

(n=27) 

NP は家庭環境を評

価し、診断を確定

し、包括的な治療

計画を策定し、そ

の他のサービス調

整を行う/必要に応

じて訪問 

入院, 救急外来か

ら の 入 院 

[Qualitative] 

 

主 観 的 健 康 状 態 

[Qualitative] 

 

コミュニケーショ

ン 

このプログラムは病院及び救急医療サービス

の 利 用 を 減 ら す 。 

介護者は患者の健康状態についてより詳しい

情報を得ていた。 



9 Palfrey 

2004 

準 実 験 

前 後 比

較 

子 ど も/特 別 な 医

療ニーズを有する

（過去 1 年間に 3

回以上の入院歴が

ある、車椅子依存

状態、発達障害に

対する早期介入、

在宅または学校で

の医療サービスが

継続的に必要であ

る） 

N=150 

Mean age: 5.6 

(SD4.5) 

Female 33.3% 

Mother’s 

Education: ≥ 

high school 

graduate 67.4% 

Race/ethnicity 

White 58.7% 

NP によるニーズ評

価のための初回自

宅 訪 問 、 病 状 訪

問、薬剤・消耗品

の注文効率化、診

察予約調整、小児

医療記録の統合/記

載なし 

入院, 救急外来受

診 [questionnaire] 

 

健康状態−疾患測

定 （Illness 

measure） 

[questionnaire, 保

護者の仕事や学校

欠席] 

入院率の減少（前 vs 後 57.7% vs 43.2%、p 

<.01）。救急外来受診率に差なし（前 vs 後 

53.1% vs 53.9%、p >.05）。 

保護者の欠勤日数は減少した（介入前

26.3%→介入後 14.1%、p<.05）。20 日以上

の欠席率は変化なし（介入前 10.4%→介入

後 11.7%、p>.05）。 

10 Stone 2010 Random

ized 

controll

ed trial 

退 役 軍 人 の 成 人

/diabetes with an 

A1C ≥ 7.5% 

N=137 

介入群 (n=64) 

Age: ≥45yo 

95.3% 

Female: 0% 

Education: ≥ 

high school 

graduate 89% 

Race/ethnicity 

White 71.9% 

 

コントロール群 

(n=73) 

Age: ≥45yo 

94.5% 

Female: 2.7% 

Education: ≥ 

NP による在宅テレ

モニタリング機器

の電話での確認、

服薬調整、カウン

セリング/月 1 回の

訪問 

A1C, 血 圧, 体 重, 

空腹時資質プロフ

ァ イ ル [medical 

records] 

 

入院、ナーシング

ホ ー ム 入 所 

[Medicare claims] 

Greater decrease in A1C at 3 months 

(intervention vs control 1.7% vs. 

0.7%, p <.001), 6 months (1.7% vs 

0.8%, p <.001). 



high school 

graduate 89% 

Race/ethnicity 

White 80.8% 



11 Stuck, 1995 Random

ized 

controll

ed trial 

高 齢 者 (75+)/ 

在宅で生活 

N=414 

Intervention 

(n=215) 

Mean Age: 81 

(SD3.9) 

Female: 69% 

Education: ≥ 

high school 

graduate 80% 

Race/ethnicity: 

not reported 

 

Control 

(n=199) 

Mean Age: 81.4 

(SD4.2) 

Female: 71% 

Education: ≥ 

high school 

graduate 76% 

Race/ethnicity: 

not reported 

NP は包括的高齢

者評価

comprehensive 

geriatric 

assessment（病歴

聴取、身体検査

（検査データ、機

能状態、口腔ヘル

ス、精神状態、歩

行と平衡感覚、理

想体重に対する割

合、視力、聴力、

社会的ネットワー

クの広さ、ソーシ

ャルサポートの

質、家庭内の安全

性および外部環境

へのアクセスの容

易さ）、薬剤レビュ

ーを含む）、推奨事

項の作成/年次包括

評価、3 ヶ月ごと

のフォローアッ

プ、必要に応じた

電話連絡 

健康状態 

[questionnaire] 

急性期治療入院（介入群 vs コントロール群 

99 (46) vs 93 (47) aOR 1.0 (0.8–1.4) p 

<.05）* 

ナーシングホーム入所（介入群 vs コントロ

ール群 9（SD4） vs 20（SD10））aOR 0.4

（0.2–0.9）p <.05）* 

 

*aOR は年齢、性別、ベースライン時の自己

申告健康状態、ベースライン時の機能状態で

調整済み。 

 

basic ADL の改善（介入群 vs コントロール

群）basic ADL（介入群 vs コントロール群）

96.8 (94.8–98.8) vs 95.4 (93.4–97.4) p 

<.05）、IADL（介入群 vs 対照群 92.3 (69.0–

75.6) vs 69.3 (66.0–72.6), p <.05）； basic 

ADL およ IADL（介入群対コントロール群 

75.6 (73.2–77.9) 対 72.7 (70.2–75.2) p 

<.05） 



12 Swartz, 

2019 

準実験 子ども/慢性喘息 N=37 

Mean age: 9.1 

(range 6–16) 

Female: 43% 

Education: not 

reported 

Race/ethnicity: 

48% Black, 

35% White, 

21% Hispanic 

NP は症状アセスメ

ントの評価、身体

診察の実施、薬剤

投与の評価、喘息

誘 因 の 特 定 と 軽

減、専門医療チー

ムおよびプライマ

リケア提供者との

計画調整と情報共

有、集中的な教育

の提供を行う/記載

なし 

入院、救急外来受

診 、ICU 入 院 

[medical records] 

 

夜間症状の頻度、

挿管回数、経口ス

テロイド療法の投

与回数、喘息の重

症度レベル、管理

レ ベ ル [medical 

records] 

入 院 件 数 の 減 少 （t test 4.399 df 26 

p<.001）、集中治療室（ICU）入院件数の減

少（t 検定 3.077 df 25 p <.05）、プライマリ

ケア提供者受診件数の減少（t test 2.179 df 

14 p <.05）、 救急外来受診回数に差なし

（t test 1.638, df 25, p >.05） 

 

小児の 予後改善：夜 間症状の減少 （t test  

3.966 df 19 p<.05）、経口ステロイド投与期

間の短縮（t test  3.750 df 18 p<.05）、治療遵

守率の向上（z スコア -3.272, p <.05）、管理

レベル（z スコア -4.132、p <.001）*有意差

なし、ただし欠席日数が 4 日減少（t test  

1.928 df 15 p >.05） 

13 Wajnberg,  

2010 

Quasi-

experim

ent 

高 齢 者 (65+)/ 

メディケアの定義

による在宅療養 

N=179 

Mean age: 79.0 

(SD10.6) 

Female 70% 

Education: not 

reported 

Race ethnicity: 

49% Black, 

26% White, 

12% Hispanic, 

14% other 

主治医 primary care 

physician (PCP)に

よる初回包括診療

（継続的アセスメ

ント、検査、薬剤

提供を含む）の実

施後に、NP が毎月

訪問を行う/NP の

訪問（毎月）、PCP

の 訪 問 （3 ヶ 月

毎） 

入院、ナーシング

ホ ー ム 入 所 

[medical and 

billing records] 

入院が 1 回以上あった患者数は減少した（実

施前 vs 実施後 61% vs 38%、p <.05）、介護

施設への入所が 1 回以上あった患者数は減少

し た （ 実 施 前 vs 実 施 後 38% vs 18%、p 

<.05） 



14 Zimmer, 

1985 

Random

ized 

controll

ed trial 

成 人/慢 性 疾 患 ま

たはターミナル疾

患、または障害を

もつ在宅療養患者 

N=158 

介入群 (n=82) 

Mean age: 73.8 

Female: 61.0 

Mean 

education: 9.6 

(years) 

Race/ethnicity: 

white 73.2% 

 

コントロール群 

(n=76) 

Mean age 77.4 

Female: 76.3% 

Mean 

education: 8.9 

(years) 

Race/ethnicity: 

White 85.5% 

NP による内科医、

ソーシャルワーカ

ーによる初回の訪

問アセスメント、

緊急相談のための

24 時間電話サービ

ス/初回、必要に応

じて 

入院, ナーシング

ホーム入所, 救急

外来受診 [diary] 

 

[The sickness 

impact profile] 

患者と介護者のモ

ラル／生活の満足

度［フィラデルフ

ィア老年期モラル

尺度］ 

介入群は月当たりの入院日数が少なく（2.04 

vs 3.29、p 値：未報告）、ナーシングホーム

利用日数も少なかった（0.55 vs 1.32、p 値：

未報告）。一方、月当たりの救急外来受診日

数は多かった（0.26 vs 0.15、p 値：未報告） 

 

健康状態：年齢、性別、初期健康状態スコア

を調整後、介入群と対照群の間に 3 か月後

（55 vs 49）および 6 か月後（39 vs 34）で

差は認められなかった 

 

患者のモラル／生活の満足度：介入群とコン

トロール群の初期値（介入群 25.6、コント

ロール群 26.8）および 6 か月後（介入群

25.9、コントロール群 25.8）に差は認められ

なかった。介入群では経時的な変化も認めら

れなかった（初期値 25.6、6 か月後 25.9）。 

 

表 2 NP による Home-based inetervention によるアウトカム(7 文献、うち 2 文献は Sun のレビュー論文と重複）：Osakwe et al（2020）に

よる Systematic Review から 

Zainab Toteh Osakwe, Sainfer Aliyu, Olukayode Ayodeji Sosina, Lusine Poghosyan. The outcomes of nurse practitioner (NP)-Provided home 

visits: A systematic review. Geriatr Nurs. 2020 Jul 24;41(6):962–969. 



No. Author Year 

County 

Study 

Design 

Sample Setting Study 

Period 

NP Model 

HBPC†⁎ TCM†

⁎⁎ 

Study Outcomes Results 

15 Ansari 2009, 

UK 

準 実 験

研究 

N = 90 Age(years): 72±

9.0 NP-Home group, 

77.3 ± 6.7 hospital 

group Race/ethnicity: 

NR 

2–3months # of NP-home 

visits not defined 

健康関連 QOL 介入群では、回復時に SGRQ 総スコ

ア の 有 意 な 減 少 は な か っ た

（P=0.06）一方、活動領域が有意に

改善した（p<0.05）。 

16 Coppa 2018, 

USA 

準 実 験

研究 

N = 82 Age(years): 60.6 

± 16.5 Race/ethnicity: 

86% White 

1 year HBPC 1–5 home 

visit during study 

period 

再 入 院 率 

救急外来受診率 

NP による HBPC の実施により、救急

外来受診が 23.7％減少し、再入院が

34.9％減少した 

17 Enguidanos 

2012, USA 

無 作 為

化 比 較

試験 

NP home visit 

group N = 100; 

Physician office 

visit N = 99 Age(years): 

73.58±10.53 

Race/ethnicity: White 

38.7% 

6 months TCM 1–3 home 

visits 

救 急 外 来 受 診 回

数、入院回数、診

療所受診回数、再

入院率、医療的ケ

アへの満足度、疾

病管理における自

己効力感 

NP による HBPC の実施により、救急

外来受診が 23.7％減少し、再入院が

34.9％減少した 

18 Hall 2014, USA コ ホ ー

ト ス タ

ディ 

NP home visit 

group N = 169; Cardiac 

surgery clinic and 

visiting nurse 

group=232 Age(years): 

NP Home Visit 66.1 ±

 10.0; Usual Care: 66.2 

± 9.8; Race/ethnicity: 

White (Intervention 

87%) White (Usual Care 

15 months TCM 2 home visits 

First week 10 days 

post discharge 

退院後 30 日以内

の再入院/死亡 

30 日以内の再入院・死亡率は 3.85％

と、コントロール群（通常ケア）の

11.54％ に 比 べ て 低 か っ た

（p=0.023）。通常ケア群の患者は、

FYH 群の患者に比べて再入院する確

率が 2.99 倍高かった（p=0.015）。 



79.3%) 

19 Stuck 1995, 

USA 

無 作 為

化 比 較

試験 

NP home visit group 

=215; intervention= 

199. Age (years): NP 

Home Visit 81.0 ± 3.9; 

Usual Care: 81.4 ± 4.2 

Race=NR 

3 years CGA 1 home 

visit/year x 3 years 

障 害 の 予 防

（ADL/IADL の

低 下 防 止 ） 

ナーシングホーム

入所 

介入群では 20 名、対照群では 32 名が

ADL の 実 行 に 支 援 を 必 要 と し た

（p=0.02）。介入群では 9 名、コント

ロール群では 20 名が恒久的にナーシ

ングホームに入所した（p=0.02）。急

性期医療入院および短期のナーシン

グホーム入所については、両群間で有

意差は認められなかった。 

20 Tung 2012, 

Canada 

準 実 験

研究 

N = 39 30: intervention 

9: control Age (years): 

73.6 ± 13.1 

Race/ethnicity=NR 

2months HBPC At least 1 

Home visit 

救急外来受診回数 介入群では 2 週間後および 4 週間後の

救急外来受診件数が減少した（それ

ぞれ p=0.0005、p=0.0055）。介入群

とコントロール群の死亡率には統計

学 的 に有 意 な差 は 認め られ な かっ

た。 

21 Ornstein 2011, 

USA 

ミ ッ ク

ス メ ソ

ッド 

N = 532 Age (years): 

81.1 ± 13.8 

Race/ethnicity=White(

33.5%), Black(29.6%). 

2 years HBPC 1 post 

discharge home 

visit 

 ケ ー ス ミ ッ ク ス

イ ン デ ッ ク ス

（CMI）、 再 入 院

率、病院の財務ア

ウトカム 

入 院 日数 の 減少 は 認め られ な かっ

た。介入期間中に CMI は 1.25 から

1.35 に上昇した（p=0.005）。再入院

率は低下したが、統計的に有意では

なかった。 

NP* = Nurse Practitioner. 

HBPC†* = Home based primary care. 

TCM†** = Transitional care mode. 

 



表 3 レビュー論文に含まれない 2020 年以降の論文 

No First author, 

Year 

Design/Ti

meline 

Coun

try 

Population 

age/focus 

Sample 

demograph

ics 

NPs’ role in 

home-based 

Intervention/Vis

its schedule 

Main Outcome 

[measurement

] 

Main findings 

22 Perloff J, 

2024 

観察研究 アメ

リカ 

成人（65

＋）／

HBPC 利用

者（HBPC 

≥4 回/年）

／施設（ナ

ーシングホ

ーム等）非

居住者／

Medicare 

Part A・B 継

続加入者

（年間）／

末期腎不全

（ESRD）新

規加入者除

外 

N=574,567

人（HBPC 

≥4 回/年） 

年齢：約半

数が 85 歳

以上 

性別：主に

女性 

人種：主に

White 

社会的特

徴：約 1/3

が

Medicare

＋Medicaid 

dual 

eligible 

群構成： 

NP のみ：

37% 

医師のみ：

37% 

HBPC は CPT

コードに基づく

在宅訪問 

provider 分類： 

NP のみ（NP-

only） 

医師のみ 

NP＋医師 

分類方法：年間

のすべての訪問

の提供者から判

定 

 

NP は、HBPC

訪問の請求提供

者として分類；

介入内容・役割

は明確に定義さ

れていない；訪

問頻度は利用ベ

ース（年間 4 回

以上）で規定 

入院（acute 

inpatient 

stays） 

avoidable 

admissions 

救急外来受診

（ED visits） 

avoidable ED 

visits 

再入院

（readmission

s） 

転倒による受

診（falls 

requiring 

care） 

 

proxy として： 

転倒関連イベ

ント、フレイ

ル指標（共変

量として） 

HBPC を利用する高齢 Medicare 受益者におい

て、NP 単独によるケアは、患者背景（年齢、

併存疾患、フレイル、地域など）を調整した

後でも、医療の質の多くの指標において医師

単独ケアと大きな差は認められなかった。 

急性期医療利用に関しては、NP 単独ケアは入

院（OR 1.20）および回避可能な救急外来受診

（OR 1.14）の増加と関連していたが、回避可

能な入院については減少（OR 0.82）と関連し

ていた。 

予防医療に関しては、NP 単独ケアはインフル

エンザワクチン接種の実施と関連していた一

方で、予防サービス全体の利用は低い傾向

（OR 0.82）を示した。 

終末期ケアに関しては、NP 単独ケアは ACP

の実施、死亡直前のホスピス利用、および 1

年以内死亡と有意に関連していた。 



NP＋

MD：27% 

 

予防医療利

用：フルーワ

クチン接種 

ACP

（advanced 

directives） 

終末期ケア：

hospice（死亡

前 3 日）、死亡

場所（hospital 

death） 

ケアアクセス

指標 



23 Ernecoff NC, 

2021 

後ろ向きケ

ースコント

ロール研究

（retrospec

tive case-

control 

study） ／

マッチング

解 析

（nearest-

neighbor）

／ 対 象 期

間 ：2018

年 7 月 1 日

～2019 年 9

月 30 日

（AIC 群） 

ア メ

リ カ

（ ペ

ン シ

ル ベ

ニ ア

州） 

成 人 ／ 重 症

疾 患 を 有 す

る 在 宅 患 者

／ 高 齢 者 中

心（平均 77

歳 ） ／ 入 院

歴あり患者 

AIC 群 ：

N= 110 

対 照 群 ：

N= 371 

平均年齢：

77.0 歳 

男 性 ：

40.9% 

白 人 ：

79.1% 

平均併存疾

患 数 ：6.0 

在宅医療利

用：79.1% 

Advanced Illness 

Care（AIC） プ

ログラムは、重

篤または複雑な

慢性疾患を抱え

る人々に対し、

特に緩和ケアの

ニーズに焦点を

当て、患者のプ

ライマリケアお

よび専門医療提

供者と連携しな

がら、ナースプ

ラクティショナ

ー主導の在宅ケ

アを提供するも

の 

ED 受診（30

日・90 日） 

入院（30 日・

90 日） 

 

ホスピス移行 

死亡率（30

日・90 日） 

対照群と比較して、AIC 登録者は 30 日時点

[15.1 パーセントポイント、信頼区間（CI）

4.9～25.3、P = 0.004]および90 日時点（27.8

パーセントポイント、CI 16.0～39.6、P < 

0.001）で救急外来受診の可能性が高く、 30

日時点での入院確率は低かった（11.4 パーセ

ントポイント、CI -17.7～-5.0；P < 0.001）；

また、ホスピスへの移行確 率は高かった

（22.4 パ ー セ ン ト ポ イ ン ト 、CI 11.4～

33.3；P < 0.001）。 



24 Smits M, 

2020 

準実験研究

（準ランダ

ム化なし）

／非ランダ

ム化比較研

究／介入期

間：約 6 か

月 （2016

年 9 月 ～

2017 年 3

月、初月除

外） 

オラ

ンダ 

成 人 （ 年 齢

制 限 な し ）

／out-of-

hours 

primary care

に お け る 在

宅 訪 問 患 者

／低複雑性の

24 の健康問

題 （ 上 肢 の

不 調 、 下 肢

の 

不 調 、 脳 卒

中 、 鼻 血 、

四 肢 の 外

傷 、 頸 部 の

外 傷 、 背 部

の 外 傷 、 頭

蓋 外 傷 、 胸

部 外 傷 、 顔

面 外 傷 、 腹

部 外 傷 、 熱

傷 ・ 吸 入 外

傷 、 中 毒 、

呼 吸 困 難 、

動 悸 、 神 経

機 能 障 害 、

糖 尿 病 の 悪

患者総数：

1601 例 

NP による

訪 問 ：386

例 

GP による

訪問：1215

例 

 

主な疾患：

呼 吸 困 難

（ 最 頻 ）、

外 傷 （NP

群で多い） 

 

緊急度：主

に U2（急

性 ） ・U3

（緊急） 

NP は GP の代

替として在宅訪

問を実施

（supervision

下）；24 種類の

あらかじめ定義

された複雑度の

低い健康問題に

ついて、時間外

訪問診療を提

供；電話トリア

ージ後に症例選

択され訪問；訪

問時間帯は平日

夕方および週末 

 

NP5 名が参加

（全員救急救命

士としての経験

あり） 

補足： 

GP が監督

（supervision） 

訪問主体は NP 

必要時：GP へ

の電話相談

（21.5%） 

稀に GP 再訪問

救急外来紹介

（referral to 

ED） 

薬剤処方率 

フォローアッ

プ受診（72 時

間／1 か月） 

 

 

プロトコル遵

守率 

診療の適切性

（処方・対

応） 

missed 

diagnosis / 合

併症 

訪問時間 

patient 

satisfaction

（PREM） 

NP は GP と比較して、薬剤処方の頻度が有

意に低く（19.9％ vs 30.6％）、病院救急外来

への紹介は有意に多かった（24.1％ vs 

15.9％）。また、訪問時間は NP で有意に長

かった（34.1 分 vs 21.1 分）。NP は 21.5％

の症例で監督する GP に相談していた。 

プロトコル遵守に関しては、NP は GP より

も有意に高い遵守率を示した（84.9％ vs 

76.2％）。フォローアップの記録レビューで

は、missed diagnosis および合併症の頻度に

有意差は認められなかった。また、72 時間

以内および 1 か月以内のフォローアップ受診

頻度にも差は認められなかった。 

患者満足度に関しては、NP は複数の項目で

GP より有意に高く評価され、総合評価も

NP の方が高かった（8.6 vs 8.3）。 



化 、 胸 部

痛 、 背 部

痛 、 尿 路 疾

患 、 創 傷 、

失 神 、 め ま

い 、 お よ び

頭痛） 

あり（1 例） 
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要旨 

【目的】本研究では、特定行為研修修了者の地理的分布を示すとともに、訪問看護に所

属する特定行為研修修了者の配置における地域の特徴を明らかにすることを目的とし

た。 

【方法】研究デザインは、横断研究である。対象は、厚生労働省が公表している「看護

師の特定行為研修制度ポータルサイト」に収載されている「特定行為研修者名簿」に

2025 年 4 月 10 日時点で収載されていた特定行為研修修了者のうち、就業先施設種別が

「訪問看護ステーション」であった特定行為研修修了者で、就業先が特定可能な者とし

た。訪問看護に所属する特定行為研修修了者の就業先住所から、二次医療圏コードを付

与しデータとした。二次医療圏コードは e-GOV データポータルの二次医療圏一覧を参

照した。人口は 2025 年 1 月 1 日時点の住民基本台帳人口にある市区町村別人口を用い、

二次医療圏コードと突合したデータを作成し活用した。二次医療圏の 3 つの地域区分ご

とに、訪問看護に所属する特定行為研修修了者が配置されている二次医療圏数、訪問看

護に所属する特定行為研修修了者数を算出した。 

【結果】訪問看護に所属する特定行為研修修了者 398 名が分析対象となった。全二次医

療圏 330 のうち、訪問看護に所属する特定行為研修修了者が配置されている二次医療圏

は 146 であり、大都市型二次医療圏では 39、地方都市型二次医療圏では 88、過疎地域

型二次医療圏では 19 の地域に特定行為研修修了者が配置されていた。特定行為研修修了

者が配置されていない二次医療圏は 184 であった。大都市型二次医療圏 48 のうち特定

行為研修修了者が配置されている大都市型二次医療圏は 39（81.3％）、地方都市型二次

医療圏 158 のうち特定行為研修修了者が配置されている地方都市型二次医療圏は 88

（55.7％）、過疎地域型二次医療圏 124 のうち特定行為研修修了者が配置されている過疎

地域型二次医療圏は 19（15.3％）であった。訪問看護に特定行為研修修了者が配置され

ている二次医療圏の地域区分は、大都市型二次医療圏は 141 名（35.4％）、地方都市型二

次医療圏は 230 名（57.8％）、過疎地域型二次医療圏は 27 名（6.8％）であった。 

【結論】訪問看護に所属する特定行為研修修了者が配置されている二次医療圏は、大都



市型および地方都市型二次医療圏が 9 割以上であり、過疎地域型二次医療圏での配置は

少なく、大きな偏在が生じていることが示唆された。今後は、過疎地域における修了者

配置を推進するため、遠隔教育の活用、研修費用への公的支援、代替要員確保への補

助、地域医療機関との連携強化などの支援策が必要である。 

 

A 目的 

世界的に人口の高齢化と慢性疾患の増加

が進み、医療ニーズはより複雑化している 

[1]。一方、多くの国ではプライマリケア

医の不足や地域偏在が深刻化しており[2-

4]、医師のみでは増大する医療需要に十分

対応できない状況にある。その結果、在宅

医療（HBMC）へのアクセスの障壁を減ら

す た め に 、physician assistants や Nurse 

Practitioners（ 以 下 、NP） な ど の 他 の

health care providers への依存が高まってい

る[5]。 

米国では、NP は、最大都市圏を除いた

大都市圏、都市部、農村部において、他の

職種よりも多くの在宅医療を提供している

ことが示されており[6]、在宅医療におけ

る看護師の役割が期待されている。日本で

は、在宅医療等の推進を図るために、2015

年に特定行為に係る看護師の研修制度が開

始された。この制度により、研修を受けた

看護師が、医師または歯科医師の判断を待

たずに、手順書により、一定の診療の補助

を行うことができるようになった[7]。特

定行為研修を修了した看護師数は 2025 年 9

月には 13,887 人[8]、指定研修機関は 2025

年 3 月には 462 機関となった[9]。  

就業先別では、病院が 10,067 人（85.9%）

と最も多く、訪問看護ステーションは 725

人（6.2%）、診療所 409 名（3.5％）であり、

就業場所による偏在がある。 

在宅医療の供給は都市部に集中する傾向

がある。rural area の住民は、在宅医療へ

のアクセスの不足により在宅医療の活用に

おいては格差を経験している[6,10]。日本

でも、在宅医療資源は人口密度の高い都市

部に多く、過疎地域では少ないことが報告

されており、地域差があることが示されて

いる[11]。NP を含めた高度実践看護師も

都市部に集中する傾向があり、米国では、

NP の多くが都市部に集中し、農村部では

人口当たりの NP 数が少ないことが示され

ている[12]。高度実践看護師についても都

道府県間での地域偏在が存在し、近年その

不均等性は改善傾向にあるものの、依然と

して地域格差が残存していることが報告さ

れている[13]。在宅医療の担い手として中

心的役割を果たしていくことが期待される

特定行為研修者についても、都市部に集中

し、地域偏在が生じている可能性がある。 

研修内容や研修提供体制は国により異な

るが、研修受講のための障壁についての報

告がなされている。研修受講における障壁

として、NP 資格を得るための進学や研修

における時間や経済的負担があることが明

らかにされてきた[14]。一方、研修受講場

所についての障壁も報告されており、rural 

area では研修における臨地実習研修が不足

しており、育成の機会が制限されていると

も報告されている[15]。 

特定行為研修修了者については、地理的

分布の実態が十分に把握されていない。特

に、訪問看護に所属する特定行為研修修了



者の地理的分布を明らかにすることは、日

本の在宅医療を支える看護師が、必要な地

域に配置されているか検討するために必要

である。 

本研究では、特定行為研修修了者の地理

的分布を示すとともに、訪問看護に所属す

る特定行為研修修了者の配置における地域

の特徴を明らかにすることを目的とした。 

 

B 方法 

1. 研究デザイン・調査対象 

研究デザインは、横断研究である。対象

は、厚生労働省が公表している「看護師の

特定行為研修制度ポータルサイト」[16]に

収載されている「特定行為研修者名簿」に

2025 年 4 月 10 日時点で収載されていた特

定行為研修修了者のうち、就業先施設種別

が「訪問看護ステーション」であった特定

行為研修修了者で、就業先が特定可能な者

とした。 

 

2. 調査内容 

訪問看護に所属する特定行為研修修了者

の就業先住所から、二次医療圏コードを付

与しデータとした。二次医療圏コードは e-

GOV データポータルの二次医療圏一覧

[17]を参照した。人口は 2025 年 1 月 1 日

時点の住民基本台帳人口[18]にある市区町

村別人口を用い、二次医療圏コードと突合

したデータを作成し活用した。 

 

3. 分析方法 

 二次医療圏の地域区分は、①大都市型、

②地方都市型、③過疎地域型に区分される。

①大都市型二次医療圏は、人口が 100 万人

以上であるか、または人口密度が 2,000 人

/㎢以上である二次医療圏、②地方都市型

二次医療圏は、大都市型二次医療圏の条件

以外で、人口が 20 万人以上であるか、ま

たは人口が 10 万人以上で、かつ人口密度

が 200 人/㎢以上である二次医療圏、③過

疎地域型二次医療圏は、大都市型二次医療

圏、地方都市型二次医療圏の条件以外の二

次医療圏、と区分されている。二次医療圏

の 3 つの地域区分ごとに、訪問看護に所属

する特定行為研修修了者が配置されている

二次医療圏数、訪問看護に所属する特定行

為研修修了者数を算出した。 

 分析は、統計解析ソフトウェア Stata 19

を用いた。 

 

4. 倫理的配慮 

 本研究は公表データのみを用いて行った

ため、倫理審査は受けていない。 

 

Ｃ 結果 

 訪問看護に所属する特定行為研修修了者

398 名が分析対象となった。 

全二次医療圏 330 のうち、訪問看護に所

属する特定行為研修修了者が配置されてい

る二次医療圏は 146（44.2％）で、配置さ

れていない二次医療圏は 184（55.8％）で

あった。特定行為研修修了者の配置を地域

区分でみると、大都市型二次医療圏は 39、

地方都市型二次医療圏は 88、過疎地域型二

次医療圏は 19 であった。 

二次医療圏ごとの訪問看護に所属する特

定行為研修修了者の分布を図 1 に示す。ま

た、二次医療圏の地域区分ごとの訪問看護

に所属する特定行為研修修了者の分布を図

2～4 に示す。 

二次医療圏の地域区分ごとの、訪問看護



に所属する特定行為研修修了者が配置され

ている二次医療圏数、および訪問看護に所

属する特定行為研修修了者数を表１に示す。

大都市型二次医療圏 48 のうち特定行為研

修修了者が配置されている大都市型二次医

療圏は 39（81.3％）、地方都市型二次医療

圏 158 のうち特定行為研修修了者が配置さ

れ て い る 地 方 都 市 型 二 次 医 療 圏 は 88

（55.7％）、過疎地域型二次医療圏 124 の

うち特定行為研修修了者が配置されている

過疎地域型二次医療圏は 19（15.3％）であ

った。訪問看護に特定行為研修修了者が配

置されている二次医療圏の地域区分は、大

都市型二次医療圏は 141 名（35.4％）、地

方都市型二次医療圏は 230 名（57.8％）、

過疎地域型二次医療圏は 27 名（6.8％）で

あり、大都市型二次医療圏および地方都市

型二次医療圏に 93.2%が集中していた。 

 二次医療圏の地域区分別に見た人口 1 万

人あたりの訪問看護に所属する特定行為研

修修了者数の分布を図５に示す。大都市型

二次医療圏の 1 万人あたりの訪問看護に所

属する特定行為研修修了者数は 0.02±0.02

人 （0-0.09）、 地 方 都 市 型 二 次 医 療 圏 は

0.04±0.06（0-0.26）、過疎地域型二次医療

圏は、0.03±0.09（0-0.54）であった。 

 

Ｄ 考察 

 訪問看護に所属する特定行為研修修了者

が 配 置 さ れ て い る 二 次 医 療 圏 は 146

（44.2％）であり、配置されていない二次

医療圏が 184（55.8％）を占めた。この結

果から、訪問看護に所属する特定研修修了

者の配置には、二次医療圏間で大きな偏在

が存在していることが示唆される。特に、

二次医療圏の過半数に修了者が配置されて

いない点は、在宅医療提供体制の地域格差

を反映していると考えられる。 

 特定行為研修修了者の９割以上が大都市

型および地方都市型の医療圏に集中してい

る背景には、都市部における医療資源や教

育機会の集積 [19] が影響している可能性

がある。一方、過疎地域型二次医療圏では

配置割合が 6.8％にとどまっており、医療

人材不足の深刻さが示されている。過疎地

域では、訪問看護ステーションの規模が小

さいことや、人員配置に余裕がないことか

ら、研修参加への時間的・経済的負担が大

きい。また、研修修了後も医師との連携体

制や特定行為実施の機会が限られ、専門性

を十分に発揮できない可能性があることも、

配置が進まない要因として考えられる。 

 しかしながら、過疎地域こそ医師不足や

医療アクセスの制限が大きく、訪問看護師

による高度な在宅医療支援の必要性は高い。

特定行為研修修了者がこうした地域に配置

されることで、タイムリーな医療処置や症

状管理が可能となり、在宅療養の継続支援

や入院回避への貢献が期待される。そのた

め、地域偏在の是正は重要な課題である。 

 今後は、過疎地域における修了者配置を

推進するため、遠隔教育の活用、研修費用

への公的支援、代替要員確保への補助、地

域医療機関との連携強化などの支援策が必

要である。また、特定行為研修修了者が地

域で継続的に活動できるよう、役割の明確

化や実践機会の確保、キャリア支援体制の

整備も求められる。これらの取り組みによ

り、地域における在宅医療提供体制の均て

ん化につながる可能性がある。 

  

E 結論 



 訪問看護に所属する特定行為研修修了者

が配置されている二次医療圏は、大都市型

および地方都市型二次医療圏が 9 割以上で

あり、過疎地域型二次医療圏での配置は少

なく、大きな偏在が生じていることが示唆

された。今後は、過疎地域における修了者

配置を推進するため、遠隔教育の活用、研

修費用への公的支援、代替要員確保への補

助、地域医療機関との連携強化などの支援

策が必要である。 
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図 1 全二次医療圏の訪問看護に所属する

特定行為研修修了者の分布 

図 2 大都市型二次医療圏の訪問看護に 

   所属する特定行為研修修了者の分布 

図 3 地方都市型全二次医療圏の訪問看護に 

所属する特定行為研修修了者の分布 

図 4 過疎地域型二次医療圏の訪問看護に 

所属する特定行為研修修了者の分布 



表 1 二次医療圏地域区分ごとの訪問看護に所属する特定行為研修修了者（n=398） 

の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 二次医療圏の地域区分別に見た人口 1 万人当たりの 

訪問看護に所属する特定行為研修修了者数 

訪問看護に所属する特定行為研修修了者が

配置されている二次医療圏数 n(％)
39 (81.3) 88 (55.7) 19 (15.3)

訪問看護に所属する特定行為研修修了者数 n(％) 141 (35.4) 230 (57.8) 27 (6.8)

過疎地域型

(n=48) (n=124)(n=158)

大都市型 地方都市型
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特定行為研修を修了した訪問看護師の能力と訪問看護ステーションへの導入効果 
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要旨 

【目的】本研究では、1）訪問看護ステーションへの特定行為研修修了者導入の有無な

らび修了者の多寡による患者アウトカムの違いや特定行為研修受講の促進要因、ならび

に 2）訪問看護ステーションに勤務する看護師の臨床推論能力を測定し、特定行為研修

修了者と研修未受講者に違いがあるかを明らかにすることを目的とした。 

【方法】研究デザインは、横断研究である。本研究は、郵送法による自記式質問紙調査

を実施した。調査対象は厚生労働省が公表している「看護師の特定行為研修制度ポータ

ルサイト」に収載されている「特定行為研修者名簿」に 2025 年 4 月 10 日時点で収載さ

れていた就業先が「訪問看護ステーション」であった約 400 事業所ならびに「介護サー

ビス情報公表システム」データのオープンデータ（2025 年６月末時点公表）に収載され

ていた訪問看護ステーションのうち、当該 400 事業所を除外した訪問看護ステーション

約 15500 事業所を都道府県別に層化無作為抽出した 400 事業所の計 800 事業所であっ

た。調査対象は、訪問看護ステーションの管理者（訪問看護ステーション票）ならびに

対象施設に就業するすべての訪問看護師（看護師票）であった。訪問看護ステーション

票には、訪問看護ステーションの基本情報、診療報酬/介護報酬の届出・加算等の算定

状況、職員体制等、利用者、利用者の容体変化・悪化時等の緊急対応ならびに救急外来

への受診等、事業所における専門看護師・認定看護師、特定行為研修修了者の従事状

況、事業所の特定行為研修修了者・研修受講中の看護師の有無・数、特定行為研修修了

者の導入後の貴事業所における変化：特定行為研修修了者が事業所にいることで感じて

いる効果等の変数が含まれた。看護師票には、特定行為研修修了の有無（受講した特定

行為）、特定行為終了からの期間（年）、利用者に特定行為を実施したことがあるか、特

定行為研修の修了後に感じている効果、「看護師臨床推論力尺度」（日本語版）、「訪問看

護の看護実践環境尺度」（日本語版）が含まれた。 



まず、訪問看護ステーション票データをもちい、記述統計量を算出後、特定行為研修修

了者が従事している事業所と従事していない事業所にわけ、患者アウトカム（時間外に

緊急電話対応した利用者割合、緊急訪問を行った利用者割合、医師に往診を依頼した利

用者割合、医療機関の救急外来を受診した利用者割合、予定外の入院をした利用者割

合）を比較検討した。さらに、それぞれの患者アウトカムに関連する要因を探索した。

次に、看護師票データを用い、記述統計量を算出後、特定行為研修修了か否か別に、

「看護師臨床推論力尺度」（日本語版）を比較検討した。 

【結果】特定行為研修修了者が従事する訪問看護ステーションと非従事施設との間で、

患者アウトカムに明確な差は認められなかった。一方で、修了者の配置により、利用

者・家族の安心感の向上や、利用者の状態変化への早期対応、救急外来受診や往診依頼

の減少といった効果が認識されていた。今後、特定行為研修修了者の活動が定着するこ

とで、患者アウトカムへの影響が顕在化する可能性が示唆された。訪問看護ステーショ

ンに従事している訪問看護師を対象とした調査では、臨床推論尺度の合計得点の平均値

は、全体 53.6（7.2）、特定行為研修修了ありの者は 56.7（7.1）、特定行為研修修了なし

の者は 53.1（7.1）であった。 

【結論】訪問看護ステーションを単位とした調査では、特定行為研修修了者の配置は、

現時点では患者アウトカムとの明確な関連を認めなかったものの、利用者・家族の安心

感の向上や早期対応体制の強化に寄与している可能性が示された。今後、活動の定着に

伴う患者アウトカムへの影響について、さらなる検証が必要である。また、特定行為研

修修了者は 56.7 点、未修了者は 53.1 点であり、修了者の方が約 3.6 点高値を示してい

た。このことから、特定行為研修の受講経験が臨床推論能力の向上に関連している可能

性が考えられた。今後は、特定行為研修が臨床推論能力に及ぼす影響をより明確にする

ために、経験年数や職歴等を統制した分析や、研修前後での縦断的検討が必要である。 

 

A 目的 

世界的に人口の高齢化と慢性疾患の増加

が進み、医療ニーズはより複雑化している

[1]。多くの国ではプライマリケア医の不

足や地域偏在が深刻化しており[2-4]、医

師のみでは増大する医療需要に十分対応で

きない状況にある。このような状況の中、

在宅医療を提供する看護師は、医師の直接

的な関与が限られる環境において、患者の

状態を包括的に評価し、自ら判断・意思決

定を行いながらケアを提供する重要な役割

を担っている[5-7]。とりわけ、北米や西

欧諸国では、ナースプラクティショナーの

ように、診療範囲が拡大された看護専門職

を組み込んだプライマリケアモデルが導入

されており、システマティックレビューに

より、入院、救急外来受診、ナーシングホ

ーム入所の減少や健康状態の改善効果が示

されている[8,9]。 

一方、日本では、在宅医療等の推進をさ

らに図っていくための施策のひとつとして、

保健師助産師看護師法の一部を改正し、特

定行為に係る看護師の研修制度（以下、特

定行為研修制度）を 2015 年 10 月に施行し

た。これにより、指定研修期間で特定行為

研修制度を終了した看護師は、高齢労働省



令で定める 21 区分 38 の特定行為が可能に

なった[10]。特定行為研修修了者は、2025

年 9 月時点で 13,887 人である。このよう

に、訪問看護ステーションに特定行為研修

者を配置することで、臨床推論・判断がで

き、容体悪化やこれに伴う救急外来受診や

入院を回避する効果がある可能性を示唆し

ている[10]。 

しかしながら、訪問看護ステーションな

どプライマリケア領域で就業する修了者は

6.2％にとどまっており、現在まで、日本

において、訪問看護ステーションに特定行

為研修修了者を配置した効果についてはほ

とんど知られていない。 

さらに、特定行為研修を修了した訪問看

護師の能力についてもほとんど知られてい

ない。臨床推論は、患者の医療上の問題を

評価し管理するために不可欠な複雑な認知

過 程 で あ る[11]。 臨 床 推 論 は 診 断 推 論

（Diagnostic Reasoning: DR）を含むプロ

セスであり、DR は安全かつ効果的な実践

のために不可欠な認知能力として識別され

ている[12]。看護における臨床推論と臨床

判断は、患者の状態悪化の早期認識や診断、

意思決定の基盤となるコア能力であり、看

護師に不可欠な専門能力とされる[13-14]。

特にプライマリケア（訪問看護）のように

単独判断が必要な場面では、臨床推論能力

が安全なケア提供の質を左右するが、研究

のほとんどは基礎教育に焦点が当てられて

おり[15]、訪問看護師の臨床推論能力を定

量的に測定した研究はみあたらない。 

そこで、本研究では、1）訪問看護ステ

ーションへの特定行為研修修了者導入の有

無ならび修了者の多寡による患者アウトカ

ムの違いや特定行為研修受講の促進要因、

ならびに 2）訪問看護ステーションに勤務

する看護師の臨床推論能力を測定し、特定

行為研修修了者と研修未受講者に違いがあ

るかを明らかにすることを目的とした。 

 

B 方法 

1. 研究デザイン・調査対象 

 研究デザインは、横断研究である。本研

究は、郵送法による自記式質問紙調査を実

施した。調査対象は、訪問看護ステーショ

ンの管理者ならびに就業するすべての訪問

看護師である。対象施設は、厚生労働省が

公表している「看護師の特定行為研修制度

ポータルサイト」に収載されている「特定

行為研修者名簿」に 2025 年 4 月 10 日時点

で収載されていた特定行為研修修了者のう

ち、就業先施設種別が「訪問看護ステーシ

ョン」であった特定行為修了者が就業する

330 事業所、「介護サービス情報公表シス

テム」データのオープンデータ（2025 年６

月末時点公表）に収載されていた訪問看護

ステーションのうち、前述の 400 事業所を

除外した訪問看護ステーション約 15500 事

業所を都道府県別に層化無作為抽出した

400 事業所の計 730 事業所であった。調査

対象は、訪問看護ステーションの管理者な

らびに対象施設に就業するすべての訪問看

護師であった。看護師票は 10 部同封し、

11 人以上の場合は調査票をコピーして回答

してもらった。 

 

2. 調査内容 

1） 訪問看護ステーション票 

調査項目は以下のとおりであった。（1）

訪問看護ステーションの基本情報：事業所

の所在地、開設年、開設主体、開設主体に



属する訪問看護事業所（サテライトを含

む）、併設している医療機関、訪問看護指

示書を発行している医師の実人数（2025年

12 月 1 日現在）、訪問看護指示書を発行し

ている医療機関数（2025 年 12 月 1 日現在）、

（2）診療報酬/介護報酬の届出・加算等の

算定状況：機能強化型訪問看護管理療養費

の届出状況（2025 年 12 月末時点）、事業所

における診療報酬／介護報酬の加算等の算

定状況（2025 年 12 月分）、（3）職員体制

等：常勤換算数（看護師、准看護師、理学

療法士・作業療法士・言語聴覚士）、実人

数（常勤・非常勤別の看護師、准看護師、

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士）、

（4）利用者：介護保険の利用者数（実人

数）・延べ訪問回数（2025 年 12 月 1 カ月

間）、医療保険の利用者数（実人数）・延べ

訪問回数（2025 年 12 月 1 カ月間）、2025

年 12 月 1 カ月間の利用者の年齢区分別人

数、2025 年 12 月 1 カ月間の利用者の要介

護度別の人数、（5）利用者の容体変化・悪

化時等の緊急対応ならびに救急外来への受

診等：2025 年 12 月 1 カ月間の利用者の実

人数、時間外に緊急電話対応した利用者数、

緊急訪問を行った利用者の実人数、医師に

往診を依頼した利用者の実人数、医療機関

の救急外来を受診した利用者数、予定外の

入院をした利用者数、（6）事業所における

専門看護師・認定看護師、特定行為研修修

了者の従事状況：専門看護師、認定看護師、

特定行為研修修了者、（7）事業所の特定行

為研修修了者・研修受講中の看護師：受講

修了までの期間（1 人につき）、研修受講費

用（1 人につき）、研修派遣に係る補助金の

利用、研修受講のために事業所で行った支

援、事業所の利用者に特定行為を実施した

ことがあるか（2025 年 12 月 1 か月間に医

師から発行された手順書の件数）、（8）特

定行為研修修了者の導入後の貴事業所にお

ける変化：特定行為研修修了者が事業所に

いることで感じている効果、特定行為研修

修了者の導入後の利用者数の変化、（9）そ

の他、特定行為研修修了者がいることの効

果（自由記載）。 

 

2） 看護師票 

 調査項目は以下のとおりであった。（1）

回答者属性：年齢、性別、最終学歴、看護

師臨床経験年数、訪問看護経験年数、現事

業所での経験年数、勤務形態、通常の一日

の訪問件数、（2）特定行為研修修了の有無

（受講した特定行為）、特定行為終了から

の期間（年）、利用者に特定行為を実施し

たことがあるか、特定行為研修の修了後に

感じている効果、専門看護師資格の有無、

認定看護師資格の有無、「看護師臨床推論

力尺度」（日本語版）、「訪問看護の看護実

践環境尺度」（日本語版）。 

 

3. 分析方法 

 訪問看護ステーション票、看護師票それ

ぞれについて、基本統計量を算出した。さ

らに、訪問看護ステーション票では、特定

行為研修修了者従事の有無別に、訪問看護

ステーション特性を比較検討した。さらに、

特定行為研修修了者がいることの効果（自

由記載）については、質的記述的分析を行

った。看護師票では、特定行為研修受講の

有無別に看護師特性を比較検討した。 

 

4. 倫理的配慮 

 本研究は、東京科学大学指針対象外倫理



審査委員会の承認を得て実施した（承認番

号：E2025-085）。 

 

Ｃ 結果 

 回収数は、特定行為研修修了者が従事す

る事業所では、不達を除き、最終配布数は

324 件、特定行為研修修了者が従事する事

業所以外の事業所では、不達を除き、最終

配布数は 394 件の計 718 事業所に配布され、

115 事業所から回収した（回収率：16.0％）。 

 訪問看護ステーションが所在する都道府

県は、青森県、山形県、鳥取県、島根県、

大分県を除くすべての都道府県から回収が

あった。 

1） 訪問看護ステーション票の結果 

回答した訪問看護ステーションの特性は

表１に示すとおりであった。特定行為研修

修了者の従事状況は、従事していると回答

した事業所が 64 事業所（55.7％）、従事し

ていないと回答した事業所が 51 事業所

（44.4％）であった。特定行為研修修了者

が従事している事業所と従事していない事

業所で、患者アウトカム（時間外に緊急電

話対応した利用者割合、緊急訪問を行った

利用者割合、医師に往診を依頼した利用者

割合、医療機関の救急外来を受診した利用

者割合、予定外の入院をした利用者割合）

を比較した結果、統計的に有意な関連は認

められなかった（表 2）。 

 特定行為研修修了者が従事している事業

所について、受講や特定行為の実施、特定

行為研修修了者がいることで感じている効

果、特定行為研修修了者の導入後の利用者

数の変化について尋ねた。受講修了までの

期間（1 人につき）は、10～12 か月が 38

事業所（65.5％）と最も多かった。研修受

講費用はばらついており、20 万円未満と回

答した事業所が 8 事業所（13.6％）であっ

た一方、100 万円以上と回答した事業所も

9 事業所（15.3％）であった。研修受講の

ために事業所で行った支援では、最も多か

っ た の が 研 修 期 間 の 勤 務 調 整 （n=54, 

84.4%）であり、次いで、研修受講研修費

用の補助（補助金の申請を含む）（n=35, 

54.7%）、他の職員への業務負担のマネジ

メント（n＝34，53.1％）であった。 

特定行為の実施は59事業所（86.8％）で

実施されていた。特定行為研修修了者が事

業所にいることで感じている効果は、「利

用者・家族の安心感につながった」が 47

事業所（73.4％）で最も多く、次いで、

「医師の判断を待つことなく一部の医行為

（特定行為）を実施できた」が 37 事業所

（57.8％）、「利用者の容体変化や悪化を捉

え、最小限に回避できた」が 34 事業所

（53.1％）であった。特に変化を感じてい

ないと回答した事業所は 4 事業所（6.3％）

であった。 

特定行為研修修了者の導入後の利用者数

の変化については、時間外に緊急電話対応

した利用者数、緊急訪問を行った利用者の

実人数、医師に往診を依頼した利用者の実

人数、医療機関の救急外来を受診した利用

者数、予定外の入院をした利用者数ともに、

「変化なし」が最も多く半数以上を占めて

いたが、医師に往診を依頼した利用者数、

医療機関の救急外来を受診した利用者につ

いては、「やや減少した」と回答した事業

所割合がそれぞれ 28.8％、22.0％であり、

他に比べて高かった（表 3）。 

特定行為研修修了者がいることの効果に

ついての自由記載では、スタッフへの効果



が最も多く、次いで事業所への効果、利用

者・家族への効果に関する記述がみられた

（表 4）。 

 

2）訪問看護師票の結果 

 回答した訪問看護師票の特性は表 5 に示

すとおりであった。年齢は、全体の平均

45.7 歳±SD10.3、特定行為研修修了あり

の者は 46.8 歳±8.0、特定行為研修修了な

しの者は 45.6 歳±10.5 であった。看護師

臨床経験年数は、全体では 19.1 年±10.6、

特定行為研修修了ありの者は 21.0 年±8.6、

特定行為研修修了なしの者は 18.8 年±10.8

であった。600 名のうち、特定行為研修を

修了した者は、75 人（12.5％）、特定行為

研修を終了していない者は 525 人（87.5％）

であった。 

 特定行為研修修了者の特性は表 6 に示す

とおりであった。特定行為研修修了からの

平均期間は 3.5 年±SD2.2 であった。利用

者への特定行為実施の有無は、「あり」と

答えた者は55名（73.3％）であった。特定

行為研修終了後に感じる効果として、「利

用者・家族の安心感につながった」（n=48, 

64.0 %）が最も多く、次いで、「医師の判

断を待つことなく一部の医行為（特定行為）

を実施できる」（n=40, 53.3％）、「利用者

の容体変化や悪化を捉え、最小限に回避で

きる」（n=35, 46.7%）であった。 

 看護師の臨床推論尺度の特性を表 7 に示

す。合計得点の平均値と SD は、全体 53.6

±7.2、特定行為研修修了ありの者は 56.7

±7.1、特定行為研修修了なしの者は 53.1

±7.1 であった。 

 訪問看護の看護実践環境尺度の特性を表

8に示す。合成得点の平均値は、全体 3.2±

0.4、特定行為研修修了ありの者は 3.1±

0.4、特定行為研修修了なしの者は 3.2±0.4

であった。 

 

Ｄ 考察 

 訪問看護ステーションを観察単位とした

調査結果から、開設から年数がたち、多く

の医療機関や医師から訪問看護指示書を受

けている、規模の大きい訪問看護ステーシ

ョンに従事する看護師が特定行為研修の受

講が進んでいる可能性が示唆された。 

 また、特定行為研修修了者の配置効果に

ついては、現時点では、特定行為研修修了

者が従事する訪問看護ステーションと非従

事施設との間で、患者アウトカムに明確な

差は認められなかった。一方で、修了者の

配置により、利用者・家族の安心感の向上

や、利用者の状態変化への早期対応、救急

外来受診や往診依頼の減少といった効果が

認識されていた。今後、特定行為研修修了

者の活動が定着することで、患者アウトカ

ムへの影響が顕在化する可能性が示唆され

た。 

 一方、訪問看護師を観察単位とした調査

結果では、特定行為研修修了者の臨床推論

能力について、特定行為研修を受講してい

ない看護師よりも各項目、合計得点ともに

高い傾向を示した。このことから、特定行

為研修の受講経験が臨床推論能力の向上に

関連している可能性が考えられる。特定行

為研修の共通科目には、「臨床病態生理学」、

「臨床推論」、「フィジカルアセスメント等

が含まれており、研修を通して看護師の臨

床推論能力の向上につながっている可能性

がある。訪問看護師は、単独で患者宅を訪

問し、その場で患者の状態をアセスメント



したうえで、状況に応じた対応を行うこと

が求められる。特定行為研修は、利用者の

状態変化を早期に捉え、必要な看護介入や

医師への報告を適切に判断する能力が強化

されると推察される。特に訪問看護では、

限られた情報と単独での判断が求められる

場面が多く、臨床推論能力は質の高い在宅

看護を提供するうえで重要な能力である。

その点で、特定行為研修は訪問看護師の実

践能力向上に寄与している可能性がある。 

また、特定行為研修により、「医師の判

断を待つことなく一部の医行為（特定行為）

を実施できる」という在宅医療を支える役

割に加え、「利用者・家族の安心感につな

がった」「利用者の容体変化や悪化を捉え、

最小限に回避できる」といった効果も認め

られた。これらより、特定行為研修は、利

用者の重症化予防や安心した療養生活を過

ごすための支援につながっている可能性が

あることが示唆された。 

 最後に、本研究の限界について述べる。

本研究の回収率は 16.0％であり、無回答バ

イアスの影響は否定できない。しかしなが

ら、回答はほぼすべての都道府県から得ら

れており、地域的な偏在は限定的であった。

また、本研究では、特定行為研修受講者の

配置の有無による比較であり、低回収率が

主要な結果に与える影響は比較的小さいも

のを考えられる。また、本研究では単変量

的な比較にとどまっているため、今後は施

設規模や地域特性等を含めた多変量解析を

行い、研修受講者配置の独立した関連性を

明らかにすることが求められる。 

 

E 結論 

 訪問看護ステーションを対象とした調査

では、特定行為研修修了者の配置は、現時

点では患者アウトカムとの明確な関連を認

めなかったものの、利用者・家族の安心感

の向上や早期対応体制の強化に寄与してい

る可能性が示された。今後、活動の定着に

伴う患者アウトカムへの影響について、さ

らなる検証が必要である。 

 さらに、特定行為研修により看護師の臨

床推論能力の向上に寄与している可能性が

示唆された。今後は、特定行為研修が、臨

床推論能力に及ぼす影響をより明確にする

ために、経験年数や職歴等を統制した分析

や、研修前後での縦断的検討が必要である。 

 

F 健康危険情報 

なし 

 

G 研究発表 

なし 

 

H 知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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表 1 回答した訪問看護ステーション特性 
 

全体 特定行為研修修了者従事なし 

（n=45) 

特定行為研修修了者従事あ

り 

(n=56) 

n % n % n % 

事業所の所在地 
      

 政令指定都市・特別区・中核市 39 38.6 16 35.6 23 41.1 

 政令指定都市・特別区・中核市以外の市 52 51.5 20 44.4 32 57.1 

  町・村 10 9.9 9 20.0 1 1.8 

開設年数（平均±標準偏差, 最小値-最大値） 15.1±9.9 （1-34） 12.9 （2-33） 16.9 （1-34） 

開設主体 
      

 医療法人 28 24.6 9 18.0 19 29.7 

 営利法人（会社） 48 42.1 26 52.0 22 34.4 

 社会福祉法人 6 5.3 4 8.0 2 3.1 

 医師会 3 2.6 2 4.0 1 1.6 

 看護協会 3 2.6 0 0.0 3 4.7 

 その他の社団・財団法人 11 9.7 4 8.0 7 10.9 

  協同組合 5 4.4 2 4.0 3 4.7 

 地方公共団体 5 4.4 1 2.0 4 6.3 

 特定非営利活動法人（NPO） 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

 その他 5 4.4 2 4.0 3 4.7 

訪問看護ステーション併設の有無 
      

 併設あり 56 53.9 19 43.2 37 61.7 

 併設なし 48 46.2 25 56.8 23 38.3 



サテライト事業所の有無 
      

 あり 18 32.1 0 0.0 18 48.7 

 なし 38 67.9 19 100.0 19 51.4 

病院併設 
      

 併設あり 29 31.2 10 25.0 19 35.9 

 併設なし 64 68.8 30 75.0 34 64.2 

診療所併設 
      

 併設あり 15 17.1 4 10.5 11 22.0 

 併設なし 73 83.0 34 89.5 39 78.0 

訪問看護指示書を発行している医師の実人数（中央値, IQR) 41.5 (25.5-78.0) 33.5 （19-52） 57 （30-84） 

訪問看護指示書を発行している医療機関数（中央値, IQR) 25 （14-41） 21.5 （12-27） 30 （17-42） 

看護職員常勤換算数（中央値, IQR) 6.2 （4.5-10.9） 5.0 （4.0-7.3） 8.4 （6.0-12.8） 

利用者実人数（中央値, IQR) 85 （56-142） 63 （45-89） 106 （74.0-164.5） 

延べ訪問回数（中央値, IQR) 665 (328-968) 409 (261-859) 794 (453-1093) 

機能強化型訪問看護管理療養費の届出状況 
      

 機能強化型訪問看護管理療養費１ 27 24.6 4 8.7 23 35.9 

 機能強化型訪問看護管理療養費 2 10 9.1 2 4.4 8 12.5 

 機能強化型訪問看護管理療養費３ 3 2.7 1 2.2 2 3.1 

 届出なし 70 63.6 39 84.8 31 48.4 

診療報酬／介護報酬の加算等の算定状況（複数回答） 
      

A 介護保険 
 

（行の％） 
 

（行の％） 
 

（行の％） 

 緊急時訪問看護加算 107 93.0 46 43.0 61 57.0 

 特別管理加算 109 94.8 47 43.1 62 56.9 



 ターミナルケア加算 83 72.2 33 39.8 50 60.2 

 看護体制強化加算 40 34.8 10 25.0 30 75.0 

 サービス提供体制強化加算 72 62.6 25 34.7 47 65.3 

 特別地域加算 8 7.0 5 62.5 3 37.5 

 中山間地域等における小規模事業所加算 1 0.9 0 0.0 1 100.0 

B 医療保険 
 

（行の％） 
 

（行の％） 
 

（行の％） 

 24 時間対応体制加算  110 95.7 50 45.5 60 54.6 

 特別管理加算 106 92.2 47 44.3 59 55.7 

 精神科重症患者支援管理連携加算  12 10.4 8 66.7 4 33.3 

 専門管理加算 52 45.2 3 5.8 49 94.2 

 遠隔死亡診断補助加算 5 4.3 2 40.0 3 60.0 

 訪問看護ターミナルケア療養費 84 73.0 35 41.7 49 58.3 

 訪問看護情報提供療養費 55 47.8 21 38.2 34 61.8 

専門看護師の従事状況 
      

 従事していない 101 89.4 49 96.1 52 83.9 

 従事している 12 10.6 2 3.9 10 16.1 

認定看護師の従事状況 
      

 従事していない 79 68.7 47 92.2 32 50.0 

 従事している 36 31.3 4 7.8 32 50.0 

特定行為研修修了者の従事状況 
      

 従事していない 51 44.4 ー ー ー ー 

 従事している 64 55.7 ー ー ー ー 

 



表 2 特定行為研修修了者従事の有無と患者アウトカム 

  全体 特 定 行 為 研 修 修 了 者 従 事 な し 

（n=45) 

特 定 行 為 研 修 修 了 者 従 事 あ り 

(n=56) 

ｎ 中央値 IQR ｎ 中央値 IQR ｎ 中央値 IQR 

時間外に緊急電話対応した利用者割合 77 11.5 (5.8-17.5) 33 10.1 (4.8-17.9) 44 12.8 (5.9-17.0) 

緊急訪問を行った利用者割合 91 7.8 (3.7-15.2) 35 6.0 (2.5-13.6) 56 8.3 (4.8-15.8) 

医師に往診を依頼した利用者割合 83 0.5 (0.0-2.2) 36 0.0 (0.0-1.7) 47 0.9 (0.0-2.7) 

医療機関の救急外来を受診した利用者

割合 

83 1.1 (0.0-2.2) 35 0.0 (0.0-1.7) 48 1.1 (0.0-2.8) 

予定外の入院をした利用者割合 89 1.3 (0.0-3.8) 36 0.9 (0.0-2.7) 53 1.3 (0.0-4.1) 

 



表 3 事業所の特定行為研修修了者・研修受講中の看護師について 

  n % 

受講修了までの期間（1 人につき） 
  

 3 カ月以内 0 0.0 

 4～6 カ月 4 6.9 

 ７～9 カ月 5 8.6 

 10～12 カ月 38 65.5 

 13～15 カ月 4 6.9 

 16～18 カ月 5 8.6 

 19 カ月以上 2 3.5 

研修受講費用（1 人につき） 
  

 20 万円未満 8 13.6 

 20～29 万円 4 6.8 

 30～39 万円 2 3.4 

 40~49 万円 9 15.3 

 50~59 万円 10 17.0 

 60～69 万円 6 10.2 

 70～79 万円 4 6.8 

 80～89 万円 6 10.2 

 90～99 万円 1 1.7 

 100 万円以上 9 15.3 

研修派遣に係る補助金の利用 
  

 利用した 32 55.2 

 利用しなかった 26 44.8 

研修受講のために事業所で行った支援（複数回答） 
 

（行の％） 

 研修受講研修費用の補助（補助金の申請を含む） 35 54.7 

 研修期間の勤務調整 54 84.4 

 他の職員への業務負担のマネジメント 34 53.1 

 e-Learning 受講のための Wi-Fi やオンライン環境の整備 17 26.6 

 研修期間中の人員の補充 11 17.2 

 その他 3 4.7 

利用者に特定行為を実施したことがあるか 
  

 実施したことがある 59 86.8 

 実施したことがない 9 13.2 

特定行為研修修了者が貴事業所にいることで感じている効果（複数回答） 
 

（行の％） 

 医師の判断を待つことなく一部の医行為（特定行為）を実施できた 37 57.8 



 利用者の容体変化や悪化を捉え、最小限に回避できた 34 53.1 

 救急受診をせずに在宅で対応できた 24 37.5 

 医師への確認・指示待ちの時間が減少した 25 39.1 

 利用者・家族の安心感につながった 47 73.4 

 特に変化は感じていない 4 6.3 

 その他 8 12.5 

特定行為研修修了者の導入後の利用者数の変化 
  

時間外に緊急電話対応した利用者数 
  

 大きく減少 2 3.4 

 やや減少 5 8.5 

 変化なし 47 79.7 

 増加 0 0.0 

 わからない 5 8.5 

緊急訪問を行った利用者数 
  

 大きく減少 2 3.4 

 やや減少 6 10.2 

 変化なし 47 79.7 

 増加 0 0.0 

 わからない 4 6.8 

医師に往診を依頼した利用者数 
  

 大きく減少 3 5.1 

 やや減少 17 28.8 

 変化なし 35 59.3 

 増加 0 0 

 わからない 4 6.8 

医療機関の救急外来を受診した利用者数 
  

 大きく減少 3 5.1 

 やや減少 13 22.0 

 変化なし 37 62.7 

 増加 1 1.7 

 わからない 5 8.5 

予定外の入院をした利用者数 
  

 大きく減少 3 5.1 

 やや減少 8 13.6 

 変化なし 42 71.2 

 増加 1 1.7 



 わからない 5 8.5 



表 4 特定行為研修修了者がいることの効果（自由記載） 

回答内容（N＝30） スタッフへの効果 利 用 者 ・

家 族 へ の

効果 

事業所への効果 多職種への効果 そ の

他 

モ チ ベ ー

シ ョ ン ア

ップ 

ケア等の資

の向上 

安 心

感 ・ 相

談 先 の

充実 

質 の

向上 

営 業

力 の

強化 

医師 医 師

以外 

メンバーの安心感につながっている。特定看護師になりたい

メンバーが毎年おり、現在４人目が研修へいくなどロールモ

デルになっている。 

○ ○ ○  ○    ○ 
24 時間 365 日対応時の対応力向上になっている。特定活動を

業務として位置づけ、メンバーとの同行訪問を始めた。アセ

スメントの質が向上した。学びを続けられる組織へ一歩ずつ

進んでいる。“同行訪問できて良かった、勉強になった”とメ

ンバーから意見があった。 

行為を行う看護師が、責任とともに安心（研修による知識を

得て）して実践できるようになった。主治医との関係性が増

えた。これまで以上に信頼してもらえるようになった。事業

所内の研修、学習会で、全体の学習効果が上がった。未研修

者の受講意欲につながっている。 

○ ○ ○  ○  ○   

疾病・状態・予測に関して、知識のアップデート、相談は確

保できていると思う。  ○ ○      ○ 
しかし、直接利用者負担の軽減や医師のタスクシフトまでの

効果は感じられない。 

ステーションの自信、アピールポイント。 
  ○ ○ ○ ○    

スタッフの安心と学び。 



利用者の安心、コスト面の安心。 

事業所内での研修や実際の訪問（利用者）で学ぶ機会が増

え、質の向上につながっていると思う。利用者だけでなく、

ケアマネや医療機関に対しても地域医療の基盤強化を PR でき

ていると思う。 

 ○  ○ ○  ○ ○  

営業効果、スタッフのスキルアップ、利用者の安心感。 
 ○  ○  ○    

創傷管理特定行為看護師がいることで、皮膚ケアの関心が高

く、褥瘡予防に対しても勉強会やミニ講義を行うなどできて

いる。スタッフのスキルアップにつながり、利用者へ環元で

きている。 

○ ○  ○ ○     

医師の負担軽減はもちろん患者の負担も最小限にすることが

できる。  ○  ○   ○   
また、知識を高めることにより、体調を整え、急激な悪化を

防ぐことができている。 

気管カニューレ交換については医師の都合にあわせて訪問し

て介助していたが、特定で実施するようになり、定期的な訪

問、交換が可能になった。 

 ○  ○      また、家族は医師には聞きにくいことや相談事を特定にする

ようになり、信頼関係の構築にもつながっている。Ｐｅｇ交

換にいたっては、介護タクシーの手配→病院で交換→タクシ

ー移動などの本人・家族の負担、経済的負担が著しく軽減し

た。 

事業所内の資質向上（研修、勉強会開催）につながる。新規

依頼。スタッフのモチベーションアップ。 
○    ○ ○    



特定看護師が在籍して５年経過しているため、その前のデー

タが存在せず、分からない。しかし、特定看護師２名と研修

中１名を中心にアセスメントの精度は上がっており、緊急時

の対応や医師とのコミュニケーションはスムーズになった印

象がある。 

 ○   ○  ○   

社内に相談窓口が増え、スタッフが気軽に相談できる環境と

なった。 

 ○ ○  ○     

現場から、タイムリーに電話相談ができ、迅速な対応につな

がる。 

医師への直接相談に比べ心理的ハードルが低く相談のしやす

さ向上につながった。 

チーム全体のスキル向上につながった。 

特定行為研修での学びが、特定行為の実践対象者以外のアセ

スメント、ケア、処置に十分生かされていると感じている。 
 ○        

利用者の状態について相談できる。 
  ○       

また、訪問に同行して確認してもらうことができる。 

フィジカルアセスメントや臨床推論を学ぶことで、利用者の

状態を客観的に把握できるようになってきている。 
 ○        

職場全体のアセスメント能力向上。 
   ○ ○     

利用者負担なく、自宅で胃ろう交換ができるようになった。 

医師の行う胃ろう交換や気管カニューレ交換を行うことで、

医師の負担は少しは軽減できていると思う。利用者も胃ろう

に関しては通院して交換していた方は、自宅で交換できて、

負担が減ったと喜んでいる。 

   ○   ○   

利用者から、安心が得られるという感想を頂く。医師からも

助かり、また信頼もできるという感想を得ている。 
   ○   ○   



胃ろうや膀胱ろうの交換のために、半日かけて医療機関を受

診することがなくなっただけで、本人・家族の負担軽減にな

っている。    ○      

褥瘡に関しても、専門医への受診が必要だったが、自宅で対

応できるため、本人家族の負担は明らかに軽減している。 

利用者や家族の安心感に繋がっている。老々介護も多いため

受診負担の軽減にもなっている。 
   ○      

研修協力医との関係が向上し、連携がとりやすくなった。医

療機関やケアマネ、他事業所からの認知度が以前よりも高く

なったように感じる。 

     ○ ○ ○  

他の職員のプロとしての意識。     ○     

他社（他者）からの評価がアップした。      ○    

医師との関係性が深まった。       ○   

現在１人のみにて、複数名いると効果が分かると思われる。         ○ 

さらに役割発揮ができるよう、連携する医療機関に手順書に

ついてマニュアルを用いて説明していきたい 
        ○ 

未だ成果なし。名前だけの資格になっており、在宅ではほと

んど使えない。看護師でできる環境（医師の理解）が必要。 
        ○ 

訪問診療医へ何度か特定行為について説明するが、なかなか

連携に結びつかない。現在は、１ヶ所のみ連携している。 
        ○ 

知られていないので特に感じない。こちらから言わないとわ

からない。 
        ○ 

特定をアピールしていない。         ○ 



 

図 1 特定行為研修修了者がいることの効果（自由記載） 
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表 5 回答した看護師票の特性 

    全体 
特定行為研修 

修了あり 

特定行為研修 

修了なし 

    (n=600) (n=75) (n=525) 

    n ％ n ％ n ％ 

性別(n=594)             

  女性 559 94.1  67 90.5  492  94.6  

  男性 35 5.9  7 9.5  28  5.4  

年齢(n, 平均値, 標準偏差) 598 45.7(10.3) 75 46.8(8.0) 523 45.6(10.5) 

最終学歴(n=592)             

  看護専門学校 456 77.0  51 70.8  405  77.9  

  看護短期大学 37 6.3  4 5.6  33  64.0  

  看護系大学 75 12.7  11 15.3  64  12.3  

  大学院（修士課程・博士前期課程） 11 1.9  4 5.6  7  1.4  

  その他 13 2.2  2 2.8  11  2.1  

看護師臨床経験年数(n, 平均値, 標準偏差) 590 19.1(10.6) 74 21.0(8.6) 516 18.8(10.8) 

訪問看護経験年数(n, 平均値, 標準偏差) 596 7.3(7.2) 75 10.5(7.8) 521 6.8(7.0) 

現事業所での経験年数(n, 平均値, 標準偏

差) 
593 5.6(5.9) 73 7.7(6.2) 520 5.3(5.8) 

通常の一日の訪問件数(n, 平均値, 標準偏

差) 
579 4.5(1.3) 73 4.3(1.2) 506 4.6(1.4) 

勤務形態(n=593)             

  常勤 461 77.7  69 92.0  392  75.7  

  非常勤 132 22.3  6 8.0  126  24.3  

専門看護師資格の有無(n=600)             

  なし 592 98.7  75 100 517  98.5  

  あり 8 1.3  0 0.0  8  1.52 

認定看護師資格の有無(n=600)             

  なし 574 95.7  54 72 520  99.1  

  あり 26 4.3  21 28.0  5  0.95 

特定行為研修終了の有無       

 あり 75 12.5     

 なし 525 87.5     

 

 

 

 



表 6 特定行為研修修了者の特性 

    全体 

    (n=75) 

    n ％ 

特定行為研修修了からの期間(n, 平均値, 標準偏差) 70 3.5(2.2) 

受講した特定行為     

  経口用気管チューブ又は経鼻用気管チューブの位置の調整 4 5.3  

  侵襲的陽圧換気の設定の変更 9 12.0  

  非侵襲的陽圧換気の設定の変更 8 10.7  

  人工呼吸管理がなされている者に対する鎮静薬の投与量の調整 8 10.7  

  人工呼吸器からの離脱 9 12.0  

  気管カニューレの交換 54 72.0  

  一時的ペースメーカの操作及び管理 0 0  

  一時的ペースメーカリードの抜去 0 0  

  経皮的心肺補助装置の操作及び管理 0 0  

  大動脈内バルーンパンピングからの離脱を行うときの補助の頻度の調整 0 0  

  心嚢ドレーンの抜去 0 0  

  低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧の設定及びその変更 2 2.7  

  胸腔ドレーンの抜去 2 2.7  

  腹腔ドレーンの抜去（腹腔内に留置された 穿刺針の抜針を含む。） 3 4.0  

  胃ろうカテーテル若しくは腸ろうカテーテル又は胃ろうボタンの交換 46 61.3  

  膀胱ろうカテーテルの交換 16 21.3  

  中心静脈カテーテルの抜去 2 2.7  

  末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿入 4 5.3  

  褥瘡又は慢性創傷の治療における血流のない壊死組織の除去 50 66.7  

  創傷に対する陰圧閉鎖療法 15 20.0  

  創部ドレーンの抜去 3 4.0  

  直接動脈穿刺法による採血 2 2.7  

  橈骨動脈ラインの確保 2 2.7  

  急性血液浄化療法における血液透析器又は血液透析濾過器の操作及び管理 0 0  

  持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整 40 53.3  

  脱水症状に対する輸液による補正 66 88.0  

  感染徴候がある者に対する薬剤の臨時の投与 6 8.0  

  インスリンの投与量の調整 23 30.7  

  硬膜外カテーテルによる鎮痛剤の投与及び投与量の調整 0 0  

  持続点滴中のカテコラミンの投与量の調整 1 1.3  

  持続点滴中のナトリウム、カリウム又はクロールの投与量の調整 2 2.7  

  持続点滴中の降圧剤の投与量の調整 3 4.0  

  持続点滴中の糖質輸液又は電解質輸液の投与量の調整 2 2.7  

  持続点滴中の利尿剤の投与量の調整 2 2.7  

  抗けいれん剤の臨時の投与 4 5.3  

  抗精神病薬の臨時の投与 4 5.3  

  抗不安薬の臨時の投与 4 5.3  



  抗癌剤その他の薬剤が血管外に漏出したときのステロイド薬の局所注射及び投与量の調整 0 0  

利用者への実施の有無     

  あり 55 73.3  

  なし 16 21.3  

  無回答 4 5.3  

特定行為研修修了後に感じる効果（複数回答可）     

 利用者・家族の安心感につながった 48 64.0  

  医師の判断を待つことなく一部の医行為（特定行為）を実施できる 40 53.3  

  利用者の容体変化や悪化を捉え、最小限に回避できる 35 46.7  

  救急受診をせずに在宅で対応できた 26 34.7  

  医師への確認・指示待ちの時間が減少した 24 32.0  

  緊急訪問の件数が減少した 4 5.3  

 利用者の通院回数が減った 2 2.7  

  利用者・家族からの時間外の緊急連絡の件数が減少した 1 1.3  

  特に変化は感じていない 6 8.0  

  まだ実施できていないので評価できない 2 2.7 

 

 



表 7 看護師臨床推論力尺度の特性 

  
全体 

(n=584) 

特定行為研修 

修了あり 

(n=75) 

特定行為研修 

修了なし 

(n=509) 

  

  mean SD mean SD mean SD p 

私は、患者の健康問題に関する情報を迅速に収集する方法がわかる。 3.6  0.7  3.9  0.5  3.6  0.7  0.001 

私は、適切なアセスメントスキルを用いて患者の健康問題の情報を収集することができる。 3.6  0.6  3.8  0.5  3.6  0.6  ＜0.001 

私は、収集した情報から患者の異常を特定することができる。 3.6  0.6  3.7  0.7  3.6  0.6  0.137 

私は、異常を示唆する情報から患者の健康問題を特定することができる。 3.5  0.6  3.7  0.6  3.5  0.6  0.035 

私は、患者の健康状態が悪化する際に出現する初期の徴候や症候に気づくことができる。 3.6  0.6  3.9  0.6  3.6  0.6  ＜0.001 

私は、患者の健康状態が悪化する際の機序を初期の徴候や症状と関連させて説明することができる。 3.5  0.6  3.8  0.6  3.5  0.6  ＜0.001 

私は、患者に起きているあらゆる問題に優先順位をつけ、対処することができる。 3.6  0.6  3.7  0.6  3.6  0.6  0.055 

私は、患者の問題の背景にある機序を正しく説明することができる。 3.4  0.6  3.6  0.6  3.4  0.6  0.009 

私は、患者に起きている問題に対し適切な看護目標を設定することができる。 3.6  0.6  3.9  0.5  3.6  0.6  ＜0.001 

私は、患者に起きている問題に対し適切な看護介入を行うことができる。 3.7  0.6  3.9  0.6  3.6  0.6  ＜0.001 

私には、患者に提供される一つ一つの看護介入について知識がある。 3.5  0.6  3.8  0.6  3.5  0.6  ＜0.001 

私は、患者の今の状態に基づいて重要な情報を特定し、医師に伝えることができる。 3.7  0.6  3.9  0.6  3.7  0.6  0.004 

私は、提供した患者の情報に基づいて医師がどのようなオーダーをするのか予測することができる。 3.4  0.7  3.7  0.6  3.4  0.6  ＜0.001 

私は、患者の状態が改善しているか正確に評価、判断することができる。 3.6  0.6  3.8  0.6  3.5  0.6  ＜0.001 

私は、患者の状態が改善しない場合に次に行うべき手段がわかる。 3.5  0.6  3.7  0.6  3.5  0.6  ＜0.001 

合計得点 53.6  7.2  56.7  7.1  53.1  7.1  ＜0.001 

各項目は「とてもそう思う」5 点～「全く思わない」1 点で評価し、合計得点は全 15 項目の合計点。 

 



表 8 訪問看護の看護実践環境尺度の特性 

  
  

全体 

(n=544) 

特定行為研修 

修了あり 

(n=68) 

特定行為研修 

修了なし 

(n=476) 

  

  mean SD mean SD mean SD p 

サブスケール               

 管理者の力量、リーダーシップ、看護師への支援 3.3  0.5  3.2  0.5  3.3  0.5  0.133  

 ケアの質を支える看護の基盤 2.9  0.5  2.9  0.5  2.9  0.5  0.724  

 組織内外の多職種との良好な関係 3.3  0.4  3.2  0.4  3.3  0.4  0.186  

 ケアに必要な情報共有の体制 3.3  0.5  3.3  0.5  3.3  0.5  0.931  

 ワーク来バランスを実現する人員体制 3.2  0.6  3.1  0.5  3.2  0.6  0.097  

 看護師と医師との良好な関係 3.0  0.5  3.0  0.6  3.0  0.5  0.711  

 担当看護師の適切な配置 3.1  0.5  3.1  0.5  3.1  0.5  0.864  

合成得点 3.2  0.4  3.1  0.4  3.2  0.4  0.412  

サブスケール得点：「非常にそう思う」4 点～「全くそう思わない」1 点として、サブスケール毎に平均値を算出。 

合成得点：7 つのサブスケール得点の平均値。               
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令和８年２月２６日 
厚生労働大臣 殿 

                 
                              機関名  国立大学法人東京科学大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名  大竹 尚登         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業） 

２．研究課題名 患者ニーズを踏まえた在宅医療提供に向けた多職種連携、タスク・シフト/シェアの推進に

向けた課題把握研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医歯学総合研究科政策科学分野・教授  

    （氏名・フリガナ） 岡田 就将・オカダ シュウショウ  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ☒   □ ☒ 医学系倫理審査委員会 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☒ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☒ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☒ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☒   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☒ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☒ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☒ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☒（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年２月２６日 
厚生労働大臣 殿 

                 
                              機関名  国立大学法人東京科学大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名  大竹 尚登         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業） 

２．研究課題名 患者ニーズを踏まえた在宅医療提供に向けた多職種連携、タスク・シフト/シェアの推進に

向けた課題把握研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院保健衛生学研究科・教授  

    （氏名・フリガナ） 柏木 聖代・カシワギ マサヨ  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：その他を参照） 
 ■   □ ■ 東京科学大学 □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）倫理指針対象外であるが、本学指針対象外倫理審査委員会において審査済み 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること 



令和８年２月２６日 
厚生労働大臣 殿 

                 
                              機関名  国立大学法人東京科学大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名  大竹 尚登         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業） 

２．研究課題名 患者ニーズを踏まえた在宅医療提供に向けた多職種連携、タスク・シフト/シェアの推進

に向けた課題把握研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医歯学総合研究科・講師  

    （氏名・フリガナ） 伊角 彩・イスミ アヤ  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ☑︎   □ ☑︎ 東京科学大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑︎ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑︎ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑︎ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑︎   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑︎ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑︎ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑︎ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑︎（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


